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イコール・メジャーズ2030に
ついて
イコール・メジャーズ2030（EM2030）は、すべての女の子と女性一

人ひとりが数値としてデータに含まれ、重要であるとみなされる世

界を目指している。これは、市民社会と民間企業が主導する独自

のパートナーシップでデータと証拠をジェンダー平等に関する政策

提言と行動に結びつけるものだ。女の子と女性やジェンダー平等

に関わる活動の推進者や政策立案者が、その進歩を促進できるよ

う、豊富なデータを必要なときに得られるようにすることを目指して

いる。

EM2030は、データを活用し、最新かつ新しく重要な洞察、物語、行

動を用いて、女の子と女性に集合的インパクトの達成を支援するこ

とを目的として、資源、スキル、ネットワーク、野心を結集し、部門を

超えたパートナーたちによって2016年に形成された。

このパートナーシップは、アフリカ女性開発・コミュニケーションネッ

トワーク（FEMNET）、アジア太平洋女性資料研究センター

（ARROW）、Bill & Melinda Gates財団、Data2X、International 
Women’s Health Coalition（IWHC）、KPMG International、ONE 
Campaign、プラン・インターナショナル、Women Deliverなどの市

民社会と開発・民間部門の地域および世界の主要組織が共同で

取り組んでいる。
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Equal Measures 2030  
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Dukes Court, Block A, Duke Street, 
Woking, Surrey
GU21 5BH, United Kingdom
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パートナーの序文
EM2030 「SDGジェンダー指標」の発表

優れたデータは、SDGs目標で打ち出されたジェンダー平等のビ

ジョンについて、変化に火をつけ、説明責任を果たすのに役立つ。

しかし、それは、政府、企業、学術界、信仰に基づくグループ、そし

てそれ以外からのジェンダー平等のアドボケイターや支持者が手

段と信念をもって行動するときにのみ可能になる。この信念が、

EM 2030の土台を形成している。

2015年、193カ国が結束を明示し、誰も置き去りにせず、ジェン

ダーの平等を達成することを誓い、これまでにない野心的で国際的

なアジェンダに署名した。しかし、野心は今、政治的な意志と行動

によって達成させなければならず、行動にはデータと証拠が必要に

なる。SDGsは、ジェンダー平等に焦点を当てた目標（SDG 5）を含

む、17の目標すべてにおいてジェンダー課題を主流としており、誰

も置き去りにせず、女の子と女性のために前向きで持続的な影響

を推進するために取り組むことを確実にする強力な機会を提示して

いる。

EM2030は、市民社会、開発、民間部門を主導する９つの地域およ

び国際団体によって2016年に形成された。女の子と女性のため

に、そして女の子とともに、持続的で前向きな影響を与えるた

め、SDGsに向けた進展の促進を目的として、データと証拠を構築

し、活用するという共通の取り組みに基づき、私たちは、データが

活用されることを保証するために、資源、スキル、ネットワーク、野

心を結集した。

私たちは、あらゆる部門の女の子と女性にかかわる運動、推進

者、ジェンダー平等支持者とともに、SDGsに照らし合わせて、コ

ミュニティ、国、地域、国際レベルでの女の子と女性の進歩（または

その欠如）を伝える。

私たちの最初の大規模な報告書では、ジェンダー平等推進者や政

策立案者が変化を促すために必要な重要なジェンダー平等のデー

タと証拠を増幅し、促進し、アクセスできるようにするという私たち

の誓いが示された。

この新しい報告書は、多様で信頼性の高いデータ源に基づいた

EM2030の「SDGジェンダー」を特徴としている。これは、ジェン

ダー平等推進者がSDGsのジェンダー平等要素にかかわる進捗測

定のための提言活動及び説明責任ツールである。

ジェンダー平等推進者データハブは、力を持つ真実の物語、国別

詳細調査、追加ツールや資料を備えたオンラインプラットフォーム

で、世界の進歩の物語を伝え、SDGsのジェンダー平等要素につ

いて政策立案者やその他の主要な意思決定者に影響を与えるた

めに必要な証拠をジェンダー平等推進者に提供したい。

初期対象6カ国のパートナーの活動から、女の子や女性自身が

データを使って変化を促していることがわかる。エルサルバドルの

早すぎる強制された結婚 に関するデータによって、親の同意があ

れば18歳未満でも結婚できる、あるいは女の子が妊娠していれば

結婚できるという法律の抜け穴を塞ぐことができ、ケニアのデータ

によって、より多くの女性が配偶者と共同で土地所有権を取得する

ことができるようになっているとわかる。また、医療保険データに

よって、より多くの女性と子どもたちがインドネシアの新しい医療保

険制度に確実にアクセスできるようになったというように、EM2030

4

Memory Kachambwa     
エグゼクティブディレクター

The African Women’s 
Development and 
Communication Network 
(FEMNET)

Mark Suzman
チーフ・ストラテジー・オフィ

サー兼グローバル・ポリシー

＆アドボカシー担当代表取

締役

Bill & Melinda Gates 
Foundation 

Françoise Girard              
代表取締役

International Women’s 
Health Coalition (IWHC)

Gayle Smith    
代表取締役/CEO
ONE Campaign

Katja Iversen
代表取締役/CEO       
Women Deliver 

Siva Thanenthiran               
エグゼクティブディレクター

Asian-Pacific Resource and 
Research Centre for Women 
(ARROW)

Emily Courey Pryor
エグゼクティブディレクター

Data2X

Timothy A. A. Stiles          
国際開発援助サービスのグ

ローバル責任者

KPMG  International

Anne-Birgitte Albrectsen 
CEO 
Plan International 

のパートナーは、データを活用して、すべての女の子と女性の

SDGs達成に近づいている。

データは、隠れた問題に光を当て、対話を促し、法律や政策、予

算の決定を変えることができる。特に、女の子や女性の生活実

態、何がうまくいっているのか、どこで遅れをとっているのかに関

するデータであれば、なおさらである。

SDG達成目標の期間の5分の1が経過した今こそ、「どうすれば

そこにたどり着けるのか」を問う時だ。EM 2030は、この刺激的な

新しい活動を開始するにあたり、皆様をご招待する。私たちは、

ジェンダー平等が達成され、すべての女の子と女性一人ひとりが

データの数に含まれ、重要であるとみなされる世界を築くために

協力することができるのだ。
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ARROW 	� アジア太平洋女性資料研究センター

CEDAW	� 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関
する条約

CFR	� 外交問題評議会

CRI	� 不平等削減のための取り組み 

CSE	� 包括的性教育

CSW	� 国連女性の地位委員会

DFID	� 国際開発省(イギリス)

DHS	� 人口動態・健康調査

ECD	� 幼児期の発達

EM2030	 イコール・メジャーズ2030
FAO	� 国際連合食糧農業機関

FARC-EP	� コロンビア人民軍革命軍

FAWE	� アフリカ女性教育者フォーラム

FEMNET	� アフリカ女性開発・コミュニケーションネットワーク

FGM	� 女性性器切除

FIDA	� 女性弁護士連盟

FIES	� 食料不安経験尺度

GBV	� ジェンダーに基づく暴力

GDP	� 国内総生産

GII	� ジェンダー不平等

GNI	� 国民総所得

GPE	� 教育のためのグローバルパートナーシップ

HIV	� ヒト免疫不全ウイルス

IAEG-SDGs  SDG指標に関する機関間専門家グループ

ICT	�  情報通信技術

ICTD	� 国際租税開発センター

IDM	� 個人困窮度

IDMC	� 国内避難民監視センター

ILO	� 国際労働機関

IMF	�  国際通貨基金

Ipsos MORI  イプソスグループ

IPU	� 列国議会同盟

IPV	� 親密なパートナーからの暴力

IUCN	� 国際自然保護連合

IWHC	�  International Women’s Health Coalition 

JKN	� Jaminan Kesehatan Nasional (インドネシアの健
康保険プログラム)

JMP	� 共同監視プログラム（水供給・衛生分野）

KIP	� インドネシア スマートカード

LAWG	� ラテンアメリカ・ワーキンググループ教育基金

MDGs	� ミレニアム開発目標

MHM	� 月経衛生管理

MICS	�  複数指標クラスター調査

MMR	� 妊産婦死亡率

NAP	� 国内適応計画

NEET	� 教育、雇用または訓練をうけていない（ニートの状態にある）

NGEC	� 国家男女共同参画委員会

NGO	� 非政府組織

ODA	� 政府開発援助

OECD	� 経済協力開発機構

SAHAJ	�  Society for Health Alternatives

SDGs	� 持続可能な開発目標

SIGI	� 社会制度とジェンダー指標

SRHR	� 生殖に関する健康と権利

UNCTAD	� 国際連合貿易開発会議

UNDP	� 国際連合開発計画

UNFCCC	� 気候変動に関する国際連合枠組条約

UNFPA	� 国際連合人口基金

UIS	� ユネスコ統計研究所

UNSCR	� 国際連合決議

UNSD	� 国際連合統計局

VACS	�  子どもへの暴力に関する調査

VAT	� 付加価値税

WASH	� 水と衛生

WBL	� 女性・ビジネス・法律

WEF	� 世界経済フォーラム

WFP	� 国際連合世界食糧計画

WHO	� 世界保健機関

WPS	� 女性・平和・安全保障

WTO	� 世界貿易機関

WVS	� 世界価値観調査

略称一覧
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はじめに

2015年、国連全加盟国193カ国が「持続可能な開発目標」（SDGs）
に調印し、2030年までにジェンダー不平等を終わらせることを宣誓

した。この世界的な野望の達成には、それに伴う行動には、確かな

データと証拠が必要である。

データと証拠は、ジェンダー平等の問題に対する説明責任を明確に

することができる。これは、女の子や女性の運動やジェンダー平等

推進者が、データを効果的に活用し、政府、企業、メディア、宗教団

体、その他変化をもたらす力を持つ支持者によって支えられている

場合に特に当てはまる。

データ、特に女の子と女性の生活実態、何がうまくいっているのか、

どこで遅れをとっているのかについてのデータは、政府に説明責任

を果たさせ、隠れた問題に光を当て、法律、政策、予算決定を変え

させる力を持っている。もし私たちが、女の子と女性のための前向き

な変化につながる政治的な意志と政策への注目を集めたいのであ

れば、ジェンダー平等が政策と政治の課題に上がることを確実にす

るツールの一つとして、データが必要である。

EM2030は、確固たるデータに裏打ちされた世界的なジェンダー平

等、すなわち、すべての女の子と女性がデータの数に含まれ、重要

であるとみなされる世界を目指している。市民社会と民間企業が主

導するこの独自のパートナーシップは、データと証拠を提唱活動と

行動につなげる。私たちは、女の子と女性の運動、アドボケイター意

思決定者が、必要なときに必要な豊富なデータを、ジェンダー平等

の進展を促進するために利用できる形で確実に入手できるようにす

ることを目指す。

EM2030は、この問題の緊急性を強調しすぎることはないと考えて

いる。そして、ジェンダー平等推進者を対象とした最近の調査による

と、不利な立場にある女の子や女性の支援に関するSDGの進捗に

おけるさらなる進展には、適切な関連データなしでは不可能である

ことに10人に9人（89%）が同意している1。そして、ジェンダー平等推

進者のほぼ半数（49%）が、ジェンダー平等は改善も悪化もせず、過

去5年間停滞したままであると感じている。ジェンダー平等にむけた

闘いの最前線にいる人びとは、この停滞状況を懸念し、SDGsの達

成に必要な変革的な進歩を見るまでには、長い道のりがあるとみて

いる。

今回、最新の本報告書でEM2030は、女の子と女性の進捗状況を

伝え、世界が2030年までにジェンダー平等を達成するための軌道

に乗っているかどうかを測定する新しいツール、「SDGジェンダー指

標」を紹介する。パイロットは、目標達成に向けた進捗において重要

な役割を鑑み、ジェンダー平等に関するデータが緊急に必要とされ

る現状に対応するものである。

本報告書は、「SDGジェンダー指標」を紐解き、各国間の比較や徹

底的な分析、SDGs全体のジェンダー平等の見直しにどう利用でき

るかを示す。また、現在入手可能な各国のデータに十分に反映され

ていない一連の「抜け落ちている問題も特定する。これらの問題は、

女の子と女性にとって極めて重要なものである2。このパイロットを実

施していけば、ジェンダー平等にむけたデータツールの基盤とな

り、2019年の国の適用範囲の拡大が可能になる。

ジェンダー平等とSDGs目標の推進
データの役割

「証拠」、「情報」、「知識」が以前にも増して人を傷つけるための武

器として使用され、損なわれ、「フェイクニュース」とさえ呼ばれるよ

うになった今の世の中において、人々の生活実感に基づいた確か

なデータは、かつてないほどに重要なものとなっている。その重要

性をさらに高めているのがSDGの課題であり、幅広い指標に関す

る最新かつ正確なデータがかつてないほど求められている。

SDGsの前身であるミレニアム開発目標（MDGs）は、主に女の子

の教育参加によってジェンダー平等を測定し、妊産婦の死亡率

（MMR）やリプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）を多少

考慮していたが、SDGsはそれとは一線を画す。

中低所得国と極度の貧困の削減に焦点を当てたMDGsとは対照

的に、SDGsは貧富を問わず、すべての国に適用される普遍的な

ものである。更に、ジェンダー課題は目標全体の軸となり、ジェン

ダー平等自体がSDG目標5という、包括的で独立した目標を設定

している。平等と「誰一人取り残さない」ことを重視するSDGsのア

ジェンダは、すべての目標の達成に不可欠な要素としてジェンダー

平等を重要視している。よってSDGsは、総合的に女の子と女性の

ための持続的進歩を後押しする重要な契機となる。

かし、SDGs目標の包括的な性質は、データ上の大きな課題も提

示している。SDGの各目標や指標の多くについて、情報がまだ性

別で整理されていない、もしくはそもそもその意図がない、あるい

は主要な問題の測定を妨げるデータの欠落があり、現在のジェン

ダー不平等や女の子と女性の状況を改善する方向性を理解する

ことを困難にしている。実際、ジェンダーに対する偏見は、人の生

活の側面をどう測定するか、（あるいは測定しないか）に深く根差

しているからだ3。

現在、国連がSDGs目標の進捗を測るために使用している232の

指標のうち、明確に女の子や女性を対象にしている、あるいは性

別をはっきりと区別して集計をしているものは4分の1にも満たな

い。そして、特にジェンダーに関連する53の指標について、一般的

に入手可能で、測定しやすいよう十分な定義がなされているのは

15のみである4。これは、SDGs全体で用いられている他の多くの

指標が、ジェンダー平等と非常に関連しているにもかかわらず、

ジェンダーに特化していないか、それどころか、ジェンダーを考慮し

ていない、のである。つまり、今も根強く残る不平等についての認

識にも対処していないことになる。

また、このようなデータの欠落は、データ分類のあらゆる側面で見

られる。最近の国際的なジェンダー平等推進者を対象とした調査

では、その3分の2（66%）が、データの分類（性別、貧富や地域差

を含む）が不十分であることを課題として挙げている。SDGsの「誰

一人取り残さない」というアジェンダを監視するには、性別だけでな

く、年齢、所得レベル、地理的位置、障害などの他の特性を組み合

わせたさまざまな形の不利益に関する、データの区分が求められ

る。また、政治的課題もある。政府のジェンダーに関するデータが

なぜ欠落しているか、という質問に対して、ジェンダー平等推進者

からのよく聞かれる回答は、「女の子や女性に影響を与える問題

のデータ収集が優先されていないから」というものだ。

7
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この回答は、政府のデータ欠落を説明する理由として、91%が「非

常に当てはまる重要」または「比較的当てはまる」と回答している。

そして、彼らはさらに踏み込んでいる。ジェンダー平等推進者の

85％が、ジェンダー平等に関する政府のデータは「ある程度」また

は「大部分」が不完全だと答えている。

「SDGジェンダー指標」へようこそ

EM2030の「SDGジェンダー指標」とその関連ツール（データと証

拠、ジェンダー平等SDCs5に関する物語を共有する新しい「ジェン

ダー平等推進者データハブ」を含む）は、我々のパートナーシップ

の取り組みと最初の2年間の調査に基づいている。

このは、初回対象国であるコロンビア、エルサルバドル、インド、イ

ンドネシア、ケニア、セネガルの6カ国との協力に加え、世界中の何

千人もの関係者との対話によって形成されてきた。その開発

は、2017年に100人以上の政策立案者を対象とした調査6と、2018
年に600人以上のジェンダー平等アドボケイターを対象とした調査7

という、2つの公式調査の結果の影響が役立てられた。これらによ

り、ジェンダー関連データに対する需要や、そのようなデータをジェ

ンダー平等のための政策提言活動や行動と結びつけるうえでの内

在的な課題や機会についての理解が深まった。特にジェンダー平

等に取り組む推進者の視点は、「SDGジェンダー指標」の開発に

は不可欠だった。

このように国を挙げての取り組みや国際的な協議と報告の組み合

わせをもとに作成された「SDGジェンダー指標」は、SDGsに沿った

ジェンダー平等に関する指標としては、現時点で包括的なものであ

る。そして、ジェンダーの平等がすべての目標に組み込まれている

ため、このツールはSDGsアジェンダのほぼすべてについて、大き

な進歩に欠かせない指標となる。

本報告書は、女の子や女性の運動と各分野の推進者を支援

し、SDGsのジェンダー平等に関する進捗を測定し、データ、実体

験、証拠を用いて、すべての国で政策立案者に説明責任を果たさ

せることを目的としている。

SDGsにおける説明責任を果たすための世界的なツールであると

同時に、「SDGジェンダー指標」は、初回対象国6カ国のパートナー

団体では、すでに活用されている政策提言の枠組みを作りに役立

てられ、SDGsに関するデータを原動力とする政策提言活動の優

先事項と定めた課題の掘り下げに活用されている。

「SDGジェンダー指標」の構築：ジェンダー平等推進
者がジェンダーに関するデータを入手可能にするた
めの連携

EM2030の「SDGジェンダー指標」は、市民社会と民間分野の推進

者たちとのパートナーシップだけでなく、アフリカ、アジア、中南米

の6カ国にまたがる取り組みを通して構築された、という点でほか

に類を見ないものになった。その設計8は、EM2030パートナーシッ

プ（対象国内パートナーを含む）と民間、テクニカル・レファレンスグ

ループからの意見、そして世界中の政策立案者やジェンダー平等
推進者を対象とした調査に基づいている。

SDGsの理念に従い、この世界共通の指標は、すべての国や社会

的な文脈に該当するさまざまなジェンダー平等の問題の複合体を

捉えることを目的としている。その指標の幅広さは、各分野のジェ

ンダー平等推進者が訴えるニーズに対応したものである。

ジェンダー平等推進者からの有効な意見

l	

l	

 EM2030の「SDGジェンダー指標」に反映させるべき課題の優先

化

 ジェンダー平等推進者間で幅広く支援され、強い影響を持つ課

題の特定
l  気候変動、清潔な水と衛生、財政など、ジェンダー平等推進者

の間でより大きな支持層を得るために増強すべき課題の特定

l SDGsの中のジェンダー平等の課題に対する世界全体での進捗

の測定が不足している重要な政策分野の特定

最初の改訂では、「SDGジェンダー指標」は、17のSDGsのうち12
において43の指標を含んでおり、コロンビア、エルサルバドル、イ

ンド、インドネシア、ケニア、セネガルの初回対象国6カ国で試験的

に用いられた。

「SDGジェンダー指標」から何を学んだか

「SDGジェンダー指標」では、各国に総合点を割り振っており、この

点数は、地図上に色分けされる。緑色が濃いほど、我々が選んだ

測定方法に基づいて、グループ内の他国よりもジェンダー平等が

実践されていることを示す。

「SDGジェンダー指標」の強みの一つは、国の点数を個別のSDGs
目標によって比較できるよう区別可能なところにある。この目標別

の分析で初回対象6カ国を見ると、複雑な状況が見えてきた。どの

国も一部のSDGsで良い点数を取っているが、12の目標のすべて

で他国を圧倒している国はなかった。SDGs目標別、国別の結果と

さらに詳しい分析は、セクション3に掲載している。

ここで明確にすべきことは、この点数がある特定のSDG指標につ

いて、その国が「最終目標」にどのくらい近いか、または遠いかを

示すものではない、ということだ。あくまでも、特定の国がこのグ

ループ内の国と比較したときに、特定の指標についてどの位置に

いるか、を示すものであり、この相対的な採点方法は、「SDGジェ

ンダー指標」が2019年にその対象国をさらに拡大したときに、より

豊かな比較ができるようになる可能性を秘めている。

コロンビア は、「SDGジェンダー指標」の総合得点が6カ国の中で

もっとも高く、いくつかのSDGs、特にSDG目標1（貧困）とSDG目標

7（エネルギー）において比較的高い得点を獲得している。SDG目

標3（保健）では、コロンビアは家族計画のニーズが満たされている

女性の割合が高く（2016年は87％）、出産可能な年齢の女性にお

ける新規HIV感染件数が低かった（2016年は0.04）。だが指標の点

数を見ると、複数のSDGsで改善の余地があることがわかる。特に

顕著なのが、SDG目標16（平和、正義、制度）で、女の子や女性に

対する暴力や紛争の影響が明確である。その例として、コロンビア

は、夜間の一人歩きが安全だと答えた女性の割合が低かった

（2017年はわずか36％）。

8
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エルサルバドルは、SDG目標3（健康）、SDG目標6（水と衛生)、

SDG目標7（エネルギー）での点数が比較的高かった。例えば、エ

ルサルバドルは2015年の妊産婦死亡率（ＭＭＲ）が6カ国の中で

もっとも低く、少なくとも基本的な公衆衛生サービスが利用できる人

の割合が6カ国の中でもっとも高かった（2015年時点で91％）。しか

し弱点もあり、中絶に関する法律による規制の強さを示すSDG目

標5（ジェンダー平等）はセネガルと並んでもっとも点数が低かっ

た。また、SDG1目標6（平和、正義、制度）についての数字はもっと

も衝撃的なもののひとつで、2016年に意図的な殺人の被害者と

なった女性の割合がインドネシアの60倍近くにもなっている。

インド はSDG目標10（不平等）については、2012年時点で所得が

インドネシアと並んでもっとも少なく、憲法にジェンダー平等が反映

されている範囲についてはもっとも点数が高かった。しかし、特に

気候変動に関するSDG目標13については、遅れが目立つ。2015
年と2016年に大規模な干ばつが発生し、人口の四分の一近くとい

う膨大な数の人々が影響を受けたことが大きな要因だが、ほかに

も2012年に国連の気候変動枠組条約（UNFCCC）に参加した国の

代表団が男女均等だったかどうかについての点数がもっとも低

かったことも影響している。

インドネシア は、6カ国中SDG目標4（教育）でもっとも高い点数を

取った。2016年には、小学校で年齢より低い学年で学ぶ女の子の

割合がもっとも低く、同じ年の女性の識字率ではコロンビアと並

び、94％の女性が基本的な識字能力を有している。しかし、SDG
目標10（不平等）の憲法にジェンダー平等が反映されている範囲

についてはエルサルバドルと並んでもっとも点数が低かった。

ケニアは、SDG目標5（ジェンダー平等）とSDG目標8（仕事と経済

成長）の点数が高かった。過去1年間にデジタル決済を利用した女

性の割合が非常に高く、2018年に政府の5つの主要な上級職に女

性が就いているかの測定結果と女性の職場での平等を命じる法律

があるか、の結果が比較的よかったSDG目標3（健康）を含む複数

の目標に弱点がある。妊産婦死亡率（MMR）や未成年の出産率が

高く、これは女の子と女性の新規HIV感染率が非常に高いことに関

係している。

セネガルは、指標の中で比較的強い分野がいくつかある。特に、対

象6カ国の中で（人口ひとり当たりの国内総生産GDPによる）もっと

も経済的に発展が遅れていることを考慮すると、なおさらである。し

かし課題も残されている。セネガルは、女性が国会に占める議席

の割合ではトップ（2018年は42％）で、SDG目標13（気候変動）に

ついてももっとも高い点数を出している、SDG目標1（貧困）、SDG
目標4（教育）、SDG目標5（ジェンダー平等）の側面においては大

きな課題を抱えている。例えば、2015年に早すぎる強制された結

婚の割合がもっとも高く、2016年には特定の状況において男性が

妻を殴ることが正当化されると思うと回答した女性の割合がもっと

も高かった。また、エルサルバドル同様、セネガルには中絶に関す

る法的根拠がない。

図 1
対象6カ国の「SDGジェンダー指標」の試験的得点

9
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6カ国すべてに共通する課題と希望を見出す理由

本報告書のセクション4では、「SDGジェンダー指標」の結果を用い

て、対象6カ国に関するプラン・インターナショナルのパートナー組

織の分析を掘り下げている。しかし、それぞれの国の特徴を見てい

くと、プラスとマイナスの両方も含め、数々のテーマが浮かび上

がってくる。

共通の課題9

6カ国すべてが女性の人権に関する厳格な法律、クォータ制、法的

平等を憲法で明記しているが、エルサルバドルのジェンダーに基づ

く暴力（GBV）の多さやケニアの女性による土地所有権の欠如に見

られるように生活を変革しているとは言えない。

6カ国の多くでは、女の子と女性の権利を守る法的枠組みが、慣

習法によって無効化されてしまっている（インド、インドネシア、セネ

ガルでの法的な結婚年齢を含む）。これでは女の子と女性の権利

は事実上保護されないまま、彼女たちを疎外化する傾向に拍車を

かけてしまう。

根強く残る家父長的な社会規範も強力な共通のテーマで、エルサ

ルバドルではマチスモ（男性優位主義）環境、ケニアでは差別の蔓

延、セネガルでは「パリティ（同等）」という言葉そのものへの否定

的な反応が見られる。

ジェンダー平等に対する宗教的あるいは保守的な反発は、6カ国

のうち複数の国でみられ、インドネシアの早すぎる強制された結

婚、セネガルの最近の変化への反発などの例がある。

プランのグローバル・サーベイ「GBVおよび性と生殖の健康と権利

（以下、SRHR）」でジェンダー平等政策に関する推進者の優先順

位として、対象国の多くで差別や家父長的社会規範ゆえに、女性

の主体性や選択肢が制限される、という根強い課題が挙げられて

いる。その例として、コロンビアでは女の子や女性の殺人事件が

増加していること、セネガルやケニアでは女性の約半数が暴力を

受けたことがあると報告していること、エルサルバドルでは10代の

妊娠率が高いという報告が挙げられる。

最後に、女の子と女性の特定のグループ（先住民族や遠隔地、最

貧困層の場合が多い）が社会の進歩からもっとも取り残されがち

である、という差別の性質は、コロンビア、ケニア、インドネシアを

含む多くの国のケーススタディで強く見受けられる。

「...紛争のせいで、（女性は）家も土地も捨てなければなりま

せんでした。武力紛争によって、もっとも影響を受けたのは

女性で、それ以来、社会・保健サービスへのアクセスに苦労

してきたと思います。」

- Nini、Ruta Pacifica de las Mujeres、ジェンダー平等推進者

希望を見出す理由10

課題があるにもかかわらず、対象6カ国の傾向は、ジェンダー

平等に向けた大きな希望を抱かせる物語も伝えてくれている。

すべての女性が同じように進歩を感じられるとは限らないが、

各国とも称賛に値する進歩を見せて、女の子や女性がデータ

や証拠を活用して、変化を推進している事例が示されている。

最近では、一部の国でおもな課題に取り組むことを目標として法

律を変更している。例えば、セネガルでは「平等法」が制定され、

ケニアでは選挙で選出された機関の三分の二以上が一方のジェ

ンダーに偏っていてはならない、とする憲法が2010年にそれぞれ

制定された。またインドでは覗きやストーカー行為、酸攻撃（硫酸・

塩酸・硝酸など劇物としての酸を顔や頭部などにかけて火傷を負

わせ、顔面や身体を損壊にいたらしめる行為）を犯罪とする法改

正が行われた。

水と衛生、健康、GBV対応の統合サービス、金融サービスなど、

サービスの提供につながる急激な進歩もみられている。例えば、

エルサルバドルでは各家庭の衛生環境の改善が急速に進んでお

り、コロンビアとインドネシアでは公的医療制度、インドではGBV対

応サービスの進歩が加速している。

一部の国では、金融における女性参画が進んでいることも報告さ

れている。たとえばインドでは、2005/06年から2015/16年にかけ

て、銀行口座や預金口座を持つ女性の割合が3倍以上になった

ほか、ケニアではモバイルマネー市場について男性と同程度の女

性が認識して、直近1カ月にモバイルマネーを使ったことがあると

答えた。

データの背後にある物語

私たち『GROOTS 』の女性たちは、特定のプロジェクトの特定

のニーズに基づいて、局地的なデータをとることに決めました。

このデータは強力で、リアルタイムで状況に合わせたものです。

このような証拠があるからこそ、市民参加ができるようになった

のです。私たちは、政府の計画会議で自身の意見を述べ、強力

なデータで意見の裏付けができるようになりました。」

- Winrose、ジェンダー平等推進者、GROOTSケニア

「SDGジェンダー指標」は、全国規模で政策提言活動を行う推進

者にとって、足がかりとなるものである。その結果を完全に十分に

理解するためには、指標を紐解き、国ごとの特徴を分析し、全国

および地域レベルのデータを使って、女の子や女性のさまざまな

グループに対する結果を精査し、さらに掘り下げることが必要であ

る。また、公的な政府統計を補完する、コミュニティ発のデータと

証拠も必要であり、これには定量的な数字だけではなく、定性的

データや人びとの物語も含まれる。

「SDGジェンダー指標」の大きな特徴のひとつは、指標そのものに

パートナーシップの活動を反映できるということだ。私たちは、地

域パートナーや全国的に影響力を持つパートナーを通じて、国ご

との洞察を得ることができ、「SDGジェンダー指標」と併用して特

定の国の女の子と女性が日々直面する現実の物語をより深く知

ることを可能にしている。そして、効果的な解決策を構築するため

に、不平等の根本原因を探ることができるのだ。

対象国6カ国すべてにおいて、データと証拠を活用して、主要な

SDGの課題における変化を推進する女の子と女性の活動、そし

てジェンダー平等推進者の役割を浮き彫りにする力を持つ物語が

見られる。
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ここで紹介する3つの国の物語は、データが影響力を発揮した実

例である（6カ国すべての物語は、セクション4で紹介する）。

コロンビアでは、2013年に開催された「女性と平和のための全国

サミット」が、前例のないほどもっとも包括的で公式な和平プロセ

スのひとつとして極めて重要な役割を果たした。EM2030のパート

ナーであるルタ・パシフィカ・デ・ラス・ムヘレスは、現在、和平合意

の履行を監視するためのデータを収集している。

「私が2017年に“再び”避難を余儀なくされたときはなんの賠償

もなく、両親はとても心配しました。 でも、私は脅威を感じては

いませんでした。私はそこでほかのリーダーたちとともに交渉

し、政府に対して『どんな支援や保証をしてくれるのですか？』

と尋ねたのです」

- Nini、ジェンダー平等推進者、ルタ・パシフィカ・デ・ラス・ムヘレス

インドネシアでは、EM2030のパートナーである「KAPAL ペレムプ

アン」が地域の女性グループを支援している。なかには、家庭内暴

力や早すぎる強制された結婚の発生状況、適切な証明書類を持つ

女性の数、政府から社会的支援を受ける女性の数を記録して、行

政サービスの利用のしやすさを向上させる活動をしているグループ

もある。「KAPALペレムプアン」は、このような地域レベルでの早す

ぎる結婚に関するデータを国や地方レベルのデータと組み合わせ

て、インドネシアの女の子の法的な結婚年齢を引き上げる根拠とし

ようと努力している。

「私たちは、社会保障管理官や社会福祉部と協力して活動して

います。政府の制度、特に国民健康保険制度の議論に参加し、

女性が適切なサポートを受けられるようにしています。」

- Ning、ジェンダー平等推進者、KAPALペレムプアン

ケニアでは、EM2030のパートナーである「GROOTSケニア」が、

土地の所有権に関するデータを収集し、共同土地所有権のため

に活動している。女性がより早く、簡単に、安価で土地の権利書に

名前を書き加えることができるように努力している。EM2030の支

援により、「GROOTSケニア」は初期の調査で得た全国及び地方

のジェンダーに関するデータを利用して、地域ごとに優先順位が

異なるジェンダーの力関係の変革についてのSDGs目標の説明

責任を促進するなど、データによる影響力を強めている。

「私たちの文化では、土地の所有権は男性にあります。でも今
は、大きな改善がみられます。現在では、少なくとも男性と女性で
土地を共有できるようになりました。」

- Mary、ジェンダー平等推進者、GROOTSケニア

「SDGジェンダー指標」を世界目標に適用する

本報告書では、相互に関連し不可分で世界共通の１２のSDGs目

標におけるジェンダー平等を評価するために、「SDGジェンダー指

標」を活用している（付属書3参照）。いずれの場合も、各SDGs目

標の包摂について主要な事実や根拠を提供し、そのジェンダー平

等に対する妥当性を概説している。捉えられた問題の説明だけで

なく、世界が女の子と女性の権利を守るために、なぜこれらの問題

に取り組まれなければならないのかについてもを説明する。

「SDGジェンダー指標」に含まれる課題の見直しでは、あるひとつ

の言葉が突出していた。それが「不均衡」である。見直した12の
SDGs目標いずれにおいても、世界で差し迫った課題のしわ寄せ

が、圧倒的に女の子と女性に偏っていることがわかった。にもかか

わらず彼女たちの不利な状況は、平均値を示すデータによって覆

い隠されることが多いため、進歩が均等に行き渡っているように見

えてしまう。このことから、2030年までにSDGsを達成するのであれ

ば、性別やその他の特性によって細分化された、より多くの、より良

いデータの喫緊の必要性を改めて強調しなければならない。

「SDGジェンダー指標」の初回の実施時には、世界中の女の子と女

性にとって極めて重要でありながら、ジェンダー平等に関する世界

的なデータの山から「抜け落ちている」課題も明らかになった。その

重要性を考慮すると、これらの問題は、データが入手可能であれ

ば、指標に含まれていたはずのものである。家庭内所得と資源の

配分、最初の妊娠年齢、エネルギー関連政策決定への女性の参

加、貿易協定へのジェンダー条項の盛り込みなどが例として挙げら

れる（付属書4参照）。

総合すると、これらの「抜け落ちている」課題は、ジェンダーに関す

るより多くの、よりすぐれたデータを求める提言活動のアジェンダの

一部となり得るもので、データの不足を埋めるべきという声に貢献

することができる11。SDGsの野心がすべての女の子と女性のため

に達成されているかどうかを本当に測定するために、こうした問題

だけでなくそれ以上のことを測ることができる世界的に比較可能な

測定方法が必要になる。プランは、ジェンダー平等とSDGsの達成

のために、これらの「抜け落ちている」問題の一つひとつの関連性

を特定し、報告書ではこれらの問題に対する取り組みの有望な測

定方法の例も紹介している（付属書４）。

次のステップへ

2015年に開始したSDGsは、2030年の期限までのその5分の1を
すでに経過しており、国際社会は目標を達成するための行動の加
速と拡大を緊急に必要としている。しかし、2030年までにジェンダー

平等を達成するために必要な規模の変化を実現できる幅広い制作

や法律、予算を組んでいる国は少ない。

EM2030パートナーシップの最初の2年間は、女の子と女性の権利

を擁護するための将来の研究と政策提言活動のための強力な基

盤を整えてきた。「SDGジェンダー指標」や、ジェンダー平等推進者

データハブ12などの世界中のジェンダー平等推進者のためのあらた

なツールを生み出した。これにはジェンダー平等推進者が国別の

ジェンダーやSDGs問題を深く究明する国別のページが設けられて

いる。そして、対象6カ国それぞれのパートナーがそのデータを活用

することで影響力を強化し、「ジェンダー指標」の結果を提言活動に

役立てられるような道筋を切り開いてきた。

この報告書は、それ自体が出発点であり、ジェンダー平等の進捗
の全体像を表すために「SDGジェンダー指標」をどのように拡大、

強化、改善していくことができるかについての対話のきっかけとなる

ものである。

「SDGジェンダー指標」は、長期的に女の子と女性の運動やあらゆ

る分野のジェンダー平等推進者が抱える喫緊の疑問に何らかの答

えが出せるように設計されている。

11
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これまでの進歩や進歩の後退の理由を、私たちはちゃんと理解し

ているか？進歩は、どこで、どのように起きているのか。女の子と

女性の権利において、手におえない課題は何なのか？そして何よ

りも重要なことは、誰が取り残されているのか？

EM2030にとって、証拠を行動に結びつけることの意味は、SDGs
達成への責任にむけた推進者たちの奮闘の中で、既存のジェン

ダー平等関連データを活用し、データの欠落部分の補足を求める

声に答え、データと証拠を駆使して彼らを訓練し、備えることにあ

る。ジェンダー平等推進者や意思決定者が必要とする説得力のあ

る証拠を手に入れられれば、女の子や女性の権利がSDGs達成

のための努力や政策アジェンダの中で優先順位が上がり、優先的

なアジェンダであり続けるような活動ができる。

国際的なジェンダー平等推進者を対象としたEM2030の2018年の

調査と2017年の政策立案者を対象にした調査結果や、対象６カ国

の現地パートナーの経験を通じてわかったとおり、女の子と女性に

かかわる運動、ジェンダー平等推進者、そして意思決定者が

SDGsの変革的なアジェンダを達成するには、彼らの努力の指針と

なる使いやすいデータと証拠の入手が不可欠である。

関連性が高く、時宜にかない、細分化されたデータと証拠が入手し

やすく、そして関連する研修や能力育成のチャンスがあれば、女の

子と女性にかかわる運動とジェンダー平等推進者は、女の子と女

性のためのSDGsの達成に向けて政府に影響を与えるデータに基

づく提言活動を行う支援をより受けやすくなる。

政府が（SDGsに沿った）ジェンダー平等を達成するための政策や

法律を採用し、実施し、全面的に支援するような世界を目指して活

動ひていくには、私たちの活動を多様化させ、多角的なアプローチ

を適用して、単なる監視活動から前進しなければならない。これに

は、提唱活動のためのデータに関する市民社会の能力開発、（代

替的な調査報告書の所見の発展や自主的な国内レビューへの参

加を含む）説明責任プロセスへの関与、ジェンダーについてのデー

タと意思決定にかかわる問題に対する政府の取り組みを強化する

ことなどが含まれる。

EM2030は政治的意思を構築して、政策アジェンダに影響を与え、

データに基づく提言活動が決定的な役割を果たすと考えている。

私たちは、「SDGジェンダー指標」を、関連性が高く、時宜にかなっ

たデータに付加価値を与え、目標への進捗を測定して証拠として

提供し、女の子と女性の進歩と課題の全体像をよりはっきりと見せ

る重要なツールである。

本報告書について

本報告書は、EM2030「SDGジェンダー指標」が、特定の目標

ごとの世界的なテーマだけでなく、国レベルのすべての目標に

またがって、SDGsに対する女の子と女性の進捗を評価するた

めにどのように利用できるかを示している。

l  セクション2では、SDGsに沿ったジェンダー平等の現在まで

の進捗を測る包括的な総合指標である「SDGジェンダー指

標」を紹介する。ジェンダー平等の課題を網羅する根拠を示

し、ジェンダー平等を追求する最前線で働く人びとが必要と

するデータに沿って導かれた、独自の設計と開発の概要を

説明する。

l  セクション3では、コロンビア、エルサルバドル、インド、インド

ネシア、ケニア、セネガルの6カ国の「SDGジェンダー指標」

の調査結果を総合的に分析し、指標の国家間比較を行う。

l セクション4では、この指標がその国の姿に迫り、実際の

人々の体験と国の輪郭、私たちの全国規模のパートナーに

よる活動詳細を深く探るためにどう活用できるかを示す。

l セクション5では、EM2030パートナーシップの結論と次のス

テップを示し、「SDGジェンダー指標」の枠組みと指標、「欠

落した」重要課題、そして調査方法の詳細を示す付属書が

続く。

付属書は、「SDGジェンダー指標」の設計と理論的根拠に関す

る重要な背景情報を提供する。特に、付属書3は、17のSDGs
のうち12で「SDGジェンダー指標」が機能していることを示して

いる。このセクションでは、各目標を順番に検討し、（入手可能

な最良の最新データによって測定された）現状と関連する

「SDGジェンダー指標」の指針概要を提供する。付属書4は、女

の子と女性にとって極めて重要であるにもかかわらず、現時点

で世界のデータから「欠落」している政策課題を詳細に見る。

これらの「欠落」問題は、ジェンダーにかかわるより質の高い

データを求める提言の一部を形成し、ジェンダーにかかわる

データの不足を埋めることを求める声に貢献する13。SDGs目
標という野望がすべての女の子と女性のために達成されるかを

本当の意味で測定するには、これらの課題以上のものを、グ

ローバルにより精度を高めて比較測定することが必要になるだ

ろう。

それには、ジェンダー平等に対する政策的な関心を高めるだけ

でなく、データへの投資を拡大が必至となる。
EM2030は、2019年に可能な限り多くの国のデータを用いて立

ち上げる前に、「SDGジェンダー指標」を強化するこの取り組み

にアイデア、提案、実例事例を提供してくれる関係者からの意

見を歓迎している。www.equalmeasures2030.orgや、新しい

ジェンダー平等推進者データハブのホームページ

（www.data.em2030.org）をご覧いただきたい。また、プランの

ニュースレターの購読や@Equal2030をフォローすることも可能

だ。

「SDG ジェンダー指標」の設計に関する直接のご意見

は、info@equalmeasures2030.orgまで。

12
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「物語に感動し、
データが私を変えた」 
「SDGジェンダー指標」の背景と経緯

1



「私が女性の経済的エンパワーメントを促進する仕事を引き受けたとき、私はまだ問題の本質を十分に理解していませんでした。融資、賃

金、非正規雇用、GBV、セクシャルハラスメント、妊産婦の健康、教育、無報酬のケアなどに関するデータを見ることで、私は永久に、深く

変化しました。私は、問題が複雑に絡み合っていることを理解し、エンパワーメントとともに「平等」を取り入れることを自分自身と自分の団
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ボックス 1
EM2030 「SDGジェンダー指標」の構築 -ジェンダー平等推進者データハブ 
EM2030 「SDGジェンダー指標」は、ジェンダー平等推進者データハ

ブが有する豊富なデータ、証拠、物語によって補完されている。

ジェンダー平等推進者は、ジェンダー平等推進者データハブを用い

て、世界的な潮流の解釈に文脈と細かな違いを提供する様々な資

源を探索できる。また、数字だけでなく、各国の進捗状況や、女の子

や女性の顔や声、ジェンダー平等への進捗に対する彼女たち独自

の視点も紹介している。

可視化されたデータと国別プロファイルによって、指標から特定な

テーマやSDGs目標やターゲットに関する分析と物語を繋げ、深掘り

することが可能になる。利用者は、興味のある横断的なテーマ領域

に基づいてSDGsを探索したり、データを利用してコミュニティでの行

動や変化を促している初期対象国の女の子や女性について読んだ

り、あるいは単にデータに直接アクセスしてSDGジェンダー指標から

の洞察や調査結果を解き明かしたりできる。

私たちのデータハブは、特に地方や国レベルの女の子と・女性にか

かわる運動やジェンダー平等推進者のニーズに合わせて作られてい

るが、意思決定者、メディア、民間企業、市民社会、データコミュニ

ティ、学術界、一般の人々もアクセスできる。

私たちは、この対話型で使いやすいジェンダー平等推進者データハ

ブが、ジェンダー平等に関する証拠に基づく政策や提言活動、そして

ジェンダーや開発に関連する進歩を追跡するためのより広い資源と

なることを願っている。

「SDGジェンダー指標」、物語、ツール

は、www.data.em2030.orgをご覧ください。
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体に約束しました。[…]私はもう世界を今まででと同じように見ることはできません。数字を見れば、その統計を構成する人々の顔が浮か

び、もはや何もせずにこのまま生きていくことはできません。物語は私を感動させ、データは私を変えました。」

- EM2030グローバルジェンダー平等推進者向け調査

はじめに

女の子と女性にかかわる運動やその推進者が、政府、企業、メディ

ア、宗教団体や変化をもたらす力を持つ人々から支持を受けて、

データと証拠を効果的に活用することができれば、ジェンダー平等

に関する説明責任を推進することになるだろう。

EM2030は、すべての女の子と女性が数え、数えられる世界を目

指しており、世界的なジェンダー平等に不可欠なものとして確固た

るデータが位置づけられている。市民社会と民間部門が主導する

この独自のパートナーシップは、データと証拠を提言活動と行動に

つなげる。私たちは、女の子と女性にかかわる運動、ジェンダー平

等推進者、意思決定者が、必要な時に必要なデータを、SDGsの

追求に使用できる形で確実に入手できるよう取り組んでいる。

ジェンダー平等推進者は、村の水の供給の改善を求める運動をし

ている女性や、早すぎる強制された結婚に関する法改正を推進す

る国会議員、デジタル時代に21世紀のスキルを持つ従業員の確

保が必要な企業経営者など、どのコミュニティ、どの部門からも現

れる可能性がある。

EM2030は、ジェンダー平等とSDGsの進展を促進するためにデー

タを活用しようとするあらゆる人を支援することを目的としている。

私たちは、女の子と女性にかかわる運動や推進者、そして彼らが

データや証拠を活用して前進を促すための支援に重点を置き、そ

のための初期対象6カ国コロンビア、エルサルバドル、インド、イン

ドネシア、ケニア、セネガルの現地パートナーに直接支援を提供し

ている。

パートナーシップとしての最初の2年間で、EM2030は全6カ国の

団体と連携した。また、世界中のネットワークで何千人もの関係者

と協力し、そのデータの課題を理解し、データと行動の間にもっと

強い橋を架ける方法を見つけるために、関係者を対象とした2つの

公式調査を委託した。2017年後半には、コロンビア、インド、インド

ネシア、ケニア、セネガルの100人超の政策立案者を対象に、ジェ

ンダー関連問題の進展に関する認識や、意思決定に影響する

データへのアクセス（およびその利用）についての調査結果を共有

した14。2018年には、ジェンダー関連データに対するニーズやデー

タを有効に活用する上で直面する課題や機会について理解を深

めるため、600人を超えるジェンダー平等アドボケイターに調査を

行った（EM2030のGlobal Advocates Surveyについて詳しくはセ

クション2参照）。

私たちの使命のひとつは、SDGsのジェンダー平等の側面におい

て、より早い進展を後押しするために、提言活動が真の影響力を

行使するのを支えるツールを開発し、共有することである。私たち

は、データや調査結果を、提言活動ツールに反映させることで、述

べたことを実践しようと努めている。私たちのパートナーシップは、

その強みと研究資源を結集して、EM2030「SDGジェンダー指標」

を立ち上げた。これは、SDGsのジェンダー平等の構成要素に関

する進捗をジェンダー平等推進者が追跡し、国家間比較をより容

易にすることを目的としている。
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この指標は、主要なジェンダー平等推進者と女性の声と意見、そし

て彼らが明言したニーズを反映している。重要なのは、私たちの初

期対象重点6カ国のパートナー団体が、すでに使用しているツール

であることだ。セクション4に示すように、提言活動の枠組み作りと

自国におけるデータ主導のSDGへの影響力のために優先させた

問題を深く掘り下げるためである。このツールは、SDGsで約束さ

れたことについて説明責任を果たすための世界的なツールであ

り、本レポートの付属書3では、17の目標のうち12の目標にわたっ

てジェンダー平等の問題をどのように説明しているかを示してい

る。

「SDGジェンダー指標」の支援ツールには、ジェンダー平等と

SDGsに関するデータ、証拠、物語を共有するためのジェンダー平

等推進者データハブ（ボックス1参照）が含まれている。これらを総

合すると、指標と関連ツールは、私たちのパートナーシップの最初

の2年間の成果を捉え、構築している。

「何が緊急で、何が重要かという議論があります。重要なこと

は文化の変化であり、緊急なことは女性暴力に対する予防、

保護、制裁の行動を増やすことです。」

- 男性政策立案者、コロンビア、EM2030政策立案者向け調査

ジェンダー平等とSDGs：私たちはうまくやれている
のだろうか？

SDGs目標には、ジェンダー平等の達成と女の子と女性の人権の

実現という大きな変革の誓約の意味をもっている。それは、その政

策と慣習がジェンダー差別を常態化し、不平等を悪化させたため

に、あらゆる国で長年にわたって阻まれてきたからだ。

SDGsは、中低所得国の極度の貧困問題の解決に主眼を置いた

MDGsとは対照的だ。SDGsは高所得国を含むすべての国に適用

され、ジェンダーの問題はほぼすべての目標で主流となっており、

ジェンダーの平等に関する特定の1つの目標（SDGs 5）もある。

SDGsにジェンダー平等が組み込まれたのは、政府から企業、そし

てそれを超える部門からの声に支えられ、うまく組織化された女性

運動による熱心な提言活動の結果である15。

しかし、SDGsは非常に包括的であるため、それらの進捗を測定・

追跡する上で、データ上の大きな課題がある。現在、ジェンダー平

等と開発品質において、その量と同時に、より質の高いデータがこ

れまでにないほど求められている。SDGsの達成には、より多様で

信頼できるソースからのデータと、より多様な人が利用できるよう

にパッケージ化されたデータが必要である。

私たちが独自の調査から明らかにしたもう一つの大きな課題は、

たとえ利用可能なジェンダーに関するデータがあっても、変化を促

すことができる政策立案者や特に女の子と女性にかかわる運動を

行うジェンダー平等推進者が十分にアクセスできないか、十分に

利用できないということだ。EM2030 「SDGジェンダー指標」は、こ

のようなジレンマを解決することを目的としている。

多くの課題が残っているが、希望も見えている。早すぎる強制され

た結婚を禁止する法律を可決するアフリカ諸国が増加し、2018年

6月のG7諸国によるジェンダー平等が優先項目とされるなど、ジェ

ンダー平等を巡るエネルギーと勢いが増しているのを目にしてい

る。アルゼンチンからアイルランドまで、女性を抑圧する法律を改

正する動きや、政治分野における女性の代表制の低さについての

議論といった頼もしい変化も見受けられる。

#NiUnaMenos、#BalanceTonPorc、#MeTooといった運動の速

度と熱気によって、あらゆる分野や国で起きている恐ろしいほどの

規模のセクシャルハラスメントや虐待に光を当てる一方で16、長い

間世間の目から隠されていただけでなく、最小化され、軽んじられ

てきた問題に注目を集め、多くの人々集団の声と連帯が力を発揮

することを証明している17。
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ボックス 2

l アフリカの回答者は、ジェンダー平等の進展に前向きで、半数強

（53％）が5年前より女性と男性がより平等になっていると回答し

ている。

l ラテンアメリカ・カリブ海地域の回答者は、5年前と比べて男女の

平等性が低下していると答えた人が少ない（0％）。この地域は

前向きな進展が見られるとした人が2番目に多い（38％）。

l アジアの回答者は、男女の不平等が変わっていないと答える人

が多く、3人に2人超（68％）が過去5年間、女性と男性の間の平

等に変化がないと感じている。

l 北アメリカと西ヨーロッパの回答者は、ジェンダー平等の進展に

対して嘲笑的である。17％が5年前と比べて女性と男性の平等

性が低下していると感じており、これはラテンアメリカとカリブ海

諸国（0％）とアジア（3％）の割合をはるかに上回っている。

equalmeasures2030.org

図 2
過去5年間の男女間の平等の進展に関する地域
別認識（％）
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急速な進歩を遂げた感動的な事例も見られる。例えば、出産で

死亡する女性の数は、1990年以来、 世界全体で約44％減少

し、中等教育未修了者のうち女の子の割合は、2000年以

降、28％から16％18に減少（現在は男の子と同等）した。このよ

うな進歩は、MDGsのような世界的な枠組みを通じて集めた注

目と資金調達によってもたらされたものでもある。

実際、政策立案者や推進者を対象とした最近の調査に回答した

人の多くは、5年前と比較して現在の方が女性と男性がより平等

であることに同意している：政策立案者の66%、ジェンダー平等

推進者の37%。逆に低下していると感じているのは、政策立案者

のわずか11％、ジェンダー平等推進者の8%にすぎない（セクショ

ン2参照）19。

しかし、これは全体像の一部に過ぎず、SDGsで定められた野心

的な目標に沿ったジェンダー平等に関する変化の見通しは、バラ

色とは言い難いものである。女の子や女性の身体や生活に関す

る選択を管理、または制限することを目的とした基本的な法律に

おいて、あまりにも多くの国で後退している。例えば、ロシア連邦

では、LGBTQ+の人々の権利を阻害する法律はもちろん、ある種

の家庭内暴力の非犯罪化を阻止できなかった20。アフガニスタン

では、強力な政治運動が暴力を経験する女性へのいかなる保護

にも反対している21。そしてアメリカでは、トランプ政権下で女性の

SRHRに対する一連の後退があり、宗教上または道徳上の特例

を求めて保険会社が中絶費用の支払いを拒否できる新たな規則
22がある。

私たちのジェンダー平等推進者への調査は、そうした懸念を裏付

けるものだ。ほぼ半数（49％）が、ジェンダー平等は改善も悪化も

せず、過去5年間停滞したままだと感じている。このことは、必要な

変革的進歩を達成し、世界の女の子と女性のためにSDG目標を

現実にするには、ジェンダー平等の戦いの最前線にいる人びと

は、まだ長い道のりがあると感じていることを物語っている。

「コミュニティでの役割について学んだ概念、家事をするのは女

性の責任という固定観念を変えなければなりません。」

- 女性政策担当者、コロンビア、EM2030

ジェンダー平等への勢いを増すためにどうすればい
いのか？

2015年に開始したSDGsは、2030年の期限までのその5分の1を

すでに経過しており、国際社会は目標を達成するための行動の加

速と拡大を緊急に必要としている。しかし、2030年までにジェン

ダー平等を達成するために必要な変化の規模に達するための、広

範囲な政策、法律、予算への注力を行っている国はほとんどない。

今こそ、どうすればそこに到達できるのか、もし勢いというものが存

在するとすれば、どうすればそれに乗ることができるのか、と問う時

だ。データを女の子や女性に必要な法律、政策、予算において、純

粋に証拠に基づく変化へと結びつける政治的決意と政策に私たち

は注目しなければならない。

55% 
の男性

33%  
の女性

ジェンダー平等が改
善されていると思う人
出典：Equal Measures 2030, 2018

EM2030グローバルジェンダー平等推進者向け調査の結果
は、ジェンダー平等推進者たちが自身のジェンダーによって、
異なる視点を持っていることを示している。男性回答者の半数
強（55%）が自国のジェンダー平等状況が改善されたと答えた
のに対し、女性回答者は3分の1（33%）であった。このような男
女間の認識の差は、2017年のEM2030調査でも、同様に見ら
れる。

図2に示すように、ジェンダー平等の進展に関するジェンダー平

等推進者の認識も地域によって異なる。

出典：Equal Measures 2030、2018
注：地域別の回答者数（名）： ラテンアメリカ・カリブ海地域＝39、アジア＝68、北米・西欧＝58、
アフリカ＝76

ジェンダー平等の進展
に対する性別・地域別
の認識の違い

注：回答者613名

進展   n 変化なし n 後退
わからない/該当なし

n
n
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ボックス 3
データの力

「女性は、赤ちゃんや水の他にもずっと多くのものを運びます。

家族を支え、ビジネスを支えます。コミュニティも担っています。

可能性と解決策を持ち合わせています。そして、私たちが女性

を数に入れ、彼女たちの健康、権利、幸福に投資すれば、彼女

たちは国全体を引き上げることになり、誰もが勝利することにな

るのです。」

- Katja Iversen、Women Deliveri、プレジデント兼最高経営責任者

なぜデータ不足が進歩を妨げるのか
2016年の報告書Counting the Invisibleにおいて、プランと

EM2030パートナー団体は、「…信頼できるタイムリーなデータ不足

によって、何百万もの人々が無視されている」、と説明した。女の子

と女性は見えない存在だ。現在収集されているデータの中には、彼

女たちが直面している特定の課題を正確に反映できていないもの

があり、また、彼女たちの生活に関連する他のデータはまったく把

握されていないからであるii。

質の高いジェンダーにかかわるデータへのアクセ
スと活用がどのように進歩を促すか
データは対話と議論を始め、忘れられていた、あるいは隠されていた

問題に光を当てることができる。データは対話と議論を始め、忘れら

れていた、あるいは隠されていた問題に光を当てることができる。最

近の例としては、2013年に発表された女性に対する暴力に関する

統計が世界的に使われ続けていることが挙げられる：世界の女性の

3人に1人が、人生で何度か暴力を経験しているiii。2017年にイギリ

スで導入された賃金格差法では、従業員250人以上のすべての雇

用主がジェンダー賃金格差データを公表することが義務付けられた

iv： 結果として公表されたデータは、ジェンダー平等問題についての

幅広い議論を促したが、問題への関心が政策や実務の具体的な変

化にもつながるかどうかは時間の問題だろう。

データは、法律や伝統を変えることにもなる。例えば、エルサルバド

ルでは、女の子の25％が18歳未満vで結婚していることを示すデー

タから、「親の同意もしくは妊娠が認められれば、18歳未満でも結婚

できる」という法律の抜け穴を、市民社会組織が防ぐキャンペーンを

行った。この法律のために、性暴力を犯した相手と結婚しなければ

ならない女の子もいたのだ（セクション4のエルサルバドルのケース

スタディ参照）。ケニアでは、GROOTSケニアが収集した女性の土

地所有に関するデータは、男性に配偶者と共同で土地の所有権を

取得するよう促す上で極めて重要であった（セクション4参照）。2018
年5月に行われた中絶に関するアイルランドの国民投票は、毎日9
人に相当する女性がアイルランドからイギリスまで中絶を受けに

行っているというデータに一部影響を受けており、「nine a day」が

共通のスローガンになっているvi。

よく整理され、アクセス可能なデータは、市民社会やその他の当事

者が、政府に公約の説明責任を果たさせ、進捗の遅れを指摘でき

るように、説明責任を促進することができる。例えば、ザンビアは、

特に2000～2015年にかけて、MMRの削減において急速な進歩を

遂げたが、その一因は、妊産婦死亡への取り組みにおいて他のア

フリカ諸国より遅れていることを示すデータが十分に公表されたこと

にあるvii。ウルグアイでは、時間使用調査を通じて収集したデータ

が、女性の無償のケアワークを定量化し、園児、高齢者および障害

者に対するサービス拡大を含む統合型国家介ケアシステムの事例

作りに貢献したviii。

ジェンダー平等に関する説明責任を果たすためのデータの例は、

セクション4の国別プロファイルで紹介されている物語にも提示して

いる。

政策立案者に責任を負わせるだけでなく、実証済みの解決策を

提供するという政治的決意を生み出し、強化するためには、市民

やあらゆる分野の関係者による圧力、支援、前向きな優遇措置が

必要だ。

重要なのは、ジェンダー平等が適切に政策課題の上位に位置し、

それを維持するために必要な政策に情報を提供するデータ主導

の提言活動が必要だということである。

データの力と現在の課題

「2015年の対人暴力（禁止）法は、ナイジェリアにおけるGBV
を防止するための法律が公布されるようデータを活用した直

接的な結果です。」

- EM2030 Global Advocates Surveyグローバルジェンダー

平等推進者向け調査回答者

データだけでは変化を起こすことはできない。しかし、適切なデータ

を適切なタイミングで適切な人の手に渡すことで、社会を変革する

ことができる。データは、女の子や女性が経験する世界がいかに

異なるか、そしてジェンダー平等を達成するために何を変える必要

があるかを明らかにするのに役立つ。
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質の高いデータが、証拠に耳を傾け行動する準備ができている意

思決定者の手に渡るようにすれば、ジェンダー平等を達成するた

めに必要な法律、政策、予算配分を実施し、監視できるよう整備さ

れる。データは情報の燃料であり、情報は意思決定の燃料であ

る。

グローバルジェンダー平等推進者向け調査回答者のうち、10人に

9人（89%）が、不利な立場にある女の子と女性の支援に関する

SDGの進歩の躍進には、進歩（またはその欠如）の全体像とその

理由を示す関連データが不可欠であると回答した。

しかし、質の高いデータを適切なタイミングで適切な人の手に届け

るには、大きな障壁が残されている。深刻なデータ欠如によって、女

の子と女性の生活と権利にとって極めて重要な問題に対する提言

活動の効果を弱めている。EM2030の調査では、ジェンダー平等に

関する政府のデータは「やや」または「ほとんど」不完全である、と

ジェンダー平等推進者の10人に9人弱（85％）が回答している。

現在、国連がSDGsに向けた進捗を測定するために使用している

232の指標のうち、女の子や女性に明示的に言及したり、性別によ

る集計を要求するものは4分の1未満である。また、特にジェンダー

関連の53の指標で、一般的に利用可能であり、測定するのに十分

な定義がなされているのは15だけだ23。SDGの枠組みには、更に多

くのジェンダー関連の指標が散在するが、それらは明白にジェン

ダーに焦点を当てていないか、「ジェンダーの視点がない」かのどち

らかである。

ジェンダーデータギャップをどう説明するか

ジェンダーに関する政府データに不足があると思う理由を尋ねたと

ころ、調査対象のジェンダー平等推進者の一般的な回答は、「女

の子や女性に影響を与える問題に関するデータの収集が優先さ

れていない」というものだった：回答者の10人に9人（91%）が、これ

が政府データの欠如に「非常に関連する」または「かなり関連する」

説明になると考えている。10人に7人は、政府内にジェンダーデー

タに関する十分な技術的ノウハウがないと考えている（70％は、こ

れがジェンダーデータギャップに関する「非常に」または「かなり」適

切な説明であると回答している）。

いくつかのジェンダー問題を測定するための技術的・政治的な課題

と同様に、すべてのSDG分野にわたるデータの細分化にも欠如部

分がある。調査対象のジェンダー平等推進者の3分の2（66％）は、

データの細分化（性別、富、場所によるものを含む）が不十分である

ことを課題として挙げている。SDGsの「誰一人取り残さない」目標

を監視するには、性別によるデータの細分化だけでなく、重複する

不利を捉えるために、性別と年齢、所得レベル、地理的位置、障害

などの他の特性を組み合わせた細分化が必要である。多くの女の

子と女性は、例えば年齢、収入、性的指向、民族的・宗教的アイデ

ンティティに関連する不利な点が重複していて、何重もの不平等を

経験している。

例えばコロンビアでは、先住民やアフロ・コロンビア人の女性は、高

いレベルで暴力の影響を不平等に受けている24。インドでは、2013
年に低カーストのダリット女性の平均寿命は、高カーストの女性より

も11年短いことが判明している25。より広範な社会的・経済的進歩

から取り残される可能性が高い女の子と女性に関するより良い

データがなければ、どの国も、すべての人のためのジェンダー平等

を達成するために必要な行動を取ることは望めない。

「1,500のコミュニティが女性性器切除（FGM）の放棄を宣言しまし

た。過去に受けたFGMの施術が原因で難産になったケースの

データを用いて、コミュニティへの働きかけを行いました 。」

- EM2030グローバル推進者向け調査回答者

だが、データの供給だけに焦点を当てると、たとえ必要とされる細

分化されたデータであっても、物語の重要な部分を見逃してしまう。

また、既存のジェンダー平等データが目的に合っていること、つまり

アクセスしやすく、ジェンダー平等推進者や政策立案者が変化を促

すために効果的に使用できることを保証することで、需要を拡大さ

せるという大きな課題もある。

ジェンダー平等を推進する上で、データや証拠をより効果的に利用

するために何が役立つかを尋ねたところ、2018年に調査したジェン

ダー平等推進者の70%は、既存のデータとそれをどこで見つける

かについての知識を深める必要がある、と同意している。ジェン

ダー平等推進者は既存のデータの利用において課題を抱えてお

り、また継続するデータギャップがもたらす課題もあることを示して

いる。

私たちの調査におけるジェンダー平等推進者の懸念は、2017年

のEM2030政策立案者向け調査26で提起されたものと一致してい

る。おり、それは政策立案者がSDGsに全体に共通する野心的な

ジェンダー平等目標に向けて行動を推進するために必要な基本

情報を持っているか、そしてそれをうまく活用しているかに疑問を

投げかけるものだった。自国のいくつかの重要な課題（妊産婦死

亡、早すぎる結婚、女性の労働力、女性議員）の規模を推定する

よう求められたとき、ほとんどの政策立案者は事実の知識に自信

がなく、そうした情報をどこで見つけるかについても曖昧だった27。

2017年の政策立案者向け調査では、ジェンダー問題に関するデー

タの供給を改善し、多くの競合する優先事項に直面する政策立案

者がデータをより利用しやすくするための更なる作業の必要性も明

らかになった。基礎は整っている：政策立案者を対象とした調査で

は、78％がSDGsについて「大いに知っている」または「大体知って

いる」と回答しており、これは目標に含まれるジェンダー平等の野

心的な目標についての認識を高めるための良い出発点である。

「地方でのGBVの件数が増加したため、市民社会組織は、その

悪習を抑制するために、その地域でGBVの感化と意識向上キャ

ンペーンを強化することになりました。データがなければ、介入の

必要性を知ることはできなかったでしょう。」

- EM2030グローバル推進者向け調査回答者

本報告書の次のセクションでは、ジェンダー平等推進者による推進

者のための提言活動ツールである「SDGジェンダー指標」を紹介

する。そして、本報告書は、この指標がどのように実用できるかを

示している。セクション3では、国家間分析、セクション4では、国別

の分析、そして付属書3および4では、SDGsや、女の子や女性に

とって不可欠でありながら、現在利用可能な世界的なデータセット

から「欠落した」問題を扱っている。
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EM2030 「SDGジェ
ンダー指標」の導入
ジェンダー平等推進者によるジェンダー平等推進者のために

2



指標の設計・開発

「SDGジェンダー指標」の設計には、以下のことが報告されている
l EM2030パートナーシップ（6カ国の国内パートナーを含む）内

外の協議)
l 2018年3月の第62回国連女性の地位委員会(CSW)を含む、

公開会議28

l 技術レファレンスグループからの情報29

l 世界中の政策立案者やジェンダー平等推進者との共同調査。

特にジェンダー平等推進者の視点は、「SDGジェンダー指標」の開

発にとって極めて重要であり、以下の見解に寄与した。

l 	「SDGジェンダー指標」に反映させるべき課題の優先順位
l

l

 SRHRやGBVなど、ジェンダー平等推進者が力を発揮する分

野の特定

 気候変動、財政、水と衛生（以下、WASH）など、ジェンダー平

等推進者の間で支持層をより拡大する必要がある問題の特定

l  ジェンダー平等において重要かつ不十分で、将来のためによ

り良い測定が必要な適切な国際的データが不足している「抜

け落ちた」政策課題の特定（付属書4で検討）。
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EM2030 「SDGジェンダー指標」は、SDGsに沿ったジェンダー平

等への全体的な進捗を測定するための包括的なツールである。そ

の手法と分析の幅広さ、そしてアフリカ、アジア、ヨーロッパ、ラテン

アメリカ、北アメリカに存在する市民社会と民間部門にまたがる

パートナーシップによる開発という点で、独自ものとなっている。ま

た、政策立案者やジェンダー平等推進者が表明したデータへの

ニーズが原動力となっている点も特徴的だ。

「SDGジェンダー指標」の最初の改訂は、12のSDGs目標と対象6
カ国を網羅している（EM2030が対象となる6カ国を選んだ経緯に

ついては、ボックス4を参照）。2018年後半にフィードバックに応じ

て改良され、2019年には世界の可能な限り多くの国を網羅する完

全な指標が発表される予定である。

なぜ「SDGジェンダー指標」が必要なのか

政策立案者とジェンダー平等推進者を対象とした調査の結果を総

合すると、SDGs全体におけるジェンダー平等について、政府に説

明責任を果たさせるためのデータの取得が急務であることがわか

る。これは、重要なデータギャップを埋め、性別によるデータの細

分化を強化することを提唱する一方で、政府がSDGsに定められ

た約束を履行しているかどうかを評価するために、ジェンダー平等

推進者が今必要なものを確実に入手できるように、より説得力の

ある方法でデータを編集し伝えることも必要である。

ここが「SDGジェンダー指標」が必要となるところだ。ジェンダー平

等への進歩（またはその欠如）の物語を伝えることに照準を当てる

こと、そして、重要なジェンダー平等にかかわる課題を際立たせる

ことを行う上で、国際的なデータの欠如が私たちの集団的能力を

阻止しているからだ。SDGsのジェンダー平等の側面について政策

立案者やその他の人びとに影響を与えようとする女の子と女性に

かかわる運動、その他のジェンダー平等推進者がこの指標を利用

することができる。

ボックス 4
EM2030は、どのようにして対象6カ国を選
んだのか

以下にあげる原則とガイドラインに基づいて、コロンビア、エルサ

ルバドル、インド、インドネシア、ケニア、セネガルの６カ国が、

EM2030を主導する中核パートナー団体によって選出された。

l   ジェンダー関連のSDGの課題の負担が大きい国であること

l 国土の広さ、規模、人口、所得水準の規模が多様であること

l 市民社会が一定の自由度をもって提唱し、影響を与えること

ができる安全な市民スペースがあると思われること

l データ利用やアクセス性への投資と同様に、更なるデータおよ

び分析が、これらの国における市民社会の現在の取り組みに

付加価値を与えると思われること

l EM2030パートナーの存在感が強く、ジェンダー平等推進者

のネットワークや政策立案者とのつながりがあること

この6カ国での活動を継続するとともに、近い将来、北半球の先

進国を含む更に多くの国々で活動を拡大したいと考えている。



SDGsが掲げる、進歩から「誰一人取り残さない」という普遍性の

精神にのっとり、私たちの「SDGジェンダー指標」は、あらゆる国や

状況において関連性のあるジェンダー平等の問題を組み合わせて

捉えることを目的としている。また、SRHRからGBVまで、ディーセ

ント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）から気候変動、税・

公共財政まで、あらゆる分野にまたがる幅広いジェンダー平等指

標を捉えることを目的としている。

SDGジェンダー指標は、SDGの公式の監視枠組み
とどのような関係があるのか

私たちの指標は、IAEG-SDGsによって開発され、国連によって採

択されたジェンダー関連のSDG公式指標の多くを含む30。SDGs
のための国主導で全体的な監視枠組みを開発する既存のIAEG-
SDGsプロセスの厳格さを考えると、ジェンダーとSDGsに関する独

自の世界的な指標は本当に必要だろうか。

これは、公式のSDG監視の枠組みを基礎とし、それを強化するも

ので、特に、政府にSDGsの公約の責任を問うためのツールをジェ

ンダー平等推進者に提供するものだ。この指標は、SDGsを精査す

るためにジェンダーの考えを用い、私たちが測定した12の目標の

それぞれについて可能な限り多くのジェンダー問題を捉える（必要

な場合は補完的な指標を使用する）。また、累進課税、中絶に関す

る法的枠組み、政府の上級職（政府首脳、財務大臣、外務大臣な

ど）に女性が占める程度など、ジェンダー平等推進者やジェンダー

平等を可能にする環境にとって重要であるが、公式のSDG監視枠

組みには十分に反映されていない可能性があるいくつかの問題を

取り込もうとするものである。

本指標は、法律、政策、財政に関する情報を把握する補完的な指

標に特に重点を置いており、これらは、SDGの公式成果指標の全

セットのデータが収集されていない、またはしばらく報告する準備

ができていない可能性がある、今日のSDGsに対する国の進捗を

示すものである。将来的には、NGO、開発機関、市民社会、民間

セクターからのデータなど、このような補完的なデータソースを取り

込み、拡大したいと考えている。

また、この指標は、最近の報告書「Turning Promises into Action: 
Gender Equality in the 2030 Agenda for Sustainable 
Development」31を含む、SDGsのジェンダー平等に関する監視に

関してUN Womenが行った基礎的な作業 をさらに詳しく述べ、支

援することを目的としている。私たちは、付属書3のSDGs全体の

ジェンダー平等の分析において、この作業を利用している。

21

equalmeasures2030.org

ボックス 5

EM2030 「SDGジェンダー指標」の特徴
は？

l   その国のより深い文脈把握を提供するために、各レベルの

ジェンダー平等推進者たちとの協議に基づき、対象国や地域

パートナーからのフィードバックも含んでいる。

l この指標は、公的な指標と補完的な指標を組み合わせたもの

で、ほとんどでより一般的に取り上げられる「結果」（MMRな

ど）だけでなく、女の子と女性の生活に影響を与える「投入され

る材料」となる法律、政策、規範、資金配分などを含んでいる。

l 気候変動や税・財政問題など、ジェンダー平等を可能にする

環境を作りながらも、「ジェンダー課題」として広く捉えられて

いない問題を取り上げている。

l また、データ不足や国別網羅率が不十分なために指標から漏

れている、女の子と女性にとって重要な政策課題を特定する

のにも役立つ。このデータの欠落部分は、政治的意思と協調

行動によって埋めることができ、埋めるべきものである。



目標 EM2030 「SDGジェンダー指標」に含まれる課題

SDG1：貧困 l 各国の貧困ラインを下回って生活している世帯

l 最貧困世帯のための社会保障

l 女性の土地利用権、管理権限、所有権に関する法律

SDG2：飢餓 l 女の子の発育不良

l 女性の肥満

l  生殖年齢にある女性の貧血

SDG 3：健康 l 妊産婦死亡率

l 思春期の出産率（女の子、15～19歳）

l 近代的な家族計画へのアクセス

l 女性のHIV感染率

SDG4: 教育 l 	初等教育で学齢期を超えた女の子

l 女の子の中等教育修了率

l 女性の識字率

SDG5：ジェンダー平等 l 早すぎる強制された結婚

l 家庭内暴力に対する認識

l 中絶に関連する法的枠組みの範囲

l 女性の政治参加

l 国会に占める女性議員

l 女性のデジタル決済の利用

SDG6：水と衛生 l 家庭の飲料水の利用

l 家庭の衛生サービスの利用

l WASH計画や予算が女性への配慮をしているか

SDG7：エネルギー l  家庭の電気利用

l  家庭でのクリーン燃料利用

l  クリーンエネルギー政策の枠組みがジェンダーを考慮しているか

SDG8：仕事と成長 l 教育、雇用または訓練を受けていない（ニートの状態）のユース女性（ユース男性との比較）

l 女性の仕事の脆弱性（男性との比較）

l 女性の失業率

l 女性の職場における平等を義務づける法律

SDG10：不平等 l 所得不平等（人口全体）

l 女性の政治力に関する専門家の認識

l  ジェンダー平等に関する憲法上の保障

SDG13：気候変動 l 災害による被災者（人口全体）

l  国連気候変動枠組み条約における各国代表団のジェンダーバランス

l 排出量削減目標設定の規模

SDG16：平和、正義、制度 l 女性の身の安全に対する認識

l 出生登録された子どもの数

l 故意の殺人による被害女性の数

l 紛争による強制退去させられた避難民（人口全体）

SDG 17：パートナーシップ l 政府の社会保障支出

l 累進課税と租税負担

l ジェンダーに配慮した予算策定をしているか

l ジェンダー統計のアクセス性と透明性

指標値、基準年、データソースに関する情報を含む枠組みの全容は、付属書1および2に記載されている。

22

equalmeasures2030.org

「SDGジェンダー指標」枠組みに含まれないものはなにか？ 
EM2030「SDGジェンダー指標」の最初の改訂では、17あるSDGs目標のうち、とくに１２の目標の４３の指標を提示している。

表 1 
EM2030 「SDGジェンダー指標」で網羅するジェンダー平等の課題 



表2に示すように、「SDGジェンダー指標」は、SDGs目標のうち4つ
または5つに焦点を当てた既存のジェンダー指標を超えるもので

ある。既存の小さなSDGs目標項目はジェンダー平等にとって極め

て重要だが、栄養、水、衛生、エネルギー、財政・税制など、女の

子や女性にとって重要な他の幅広い問題の影響は反映していな

い。実際、これらはSDGの公式枠組みでは比較的、あるいは完全

に「ジェンダー平等を無視した」ものとなっている分野であり、ジェ

ンダーに特化した指標もない。SDGs全体のジェンダーの進捗を

監視するための「SDGジェンダー指標」のより全体的なアプローチ

は、その主要な特徴の1つである。

表2に示す「SDGジェンダー指標」枠組みのうち、3つが指標の設

計をサポートするために使用された。

l UN WomenのSDG指標枠組みでSDGsにおけるジェンダー関

連の指標を表記した。2015年の最初の方針説明書では、女の

子、女性、ジェンダー平等に関連する12の目標と45の指標を

特定していた32。 より最近では、UN Women Turning
Promises into Action報告書33が、232のSDG指標のうち、女

の子や女性を明確に対象とし、性別で分けた報告を求めてい

るのは54だけで、現時点で十分かつ定期的なデータが得られ

るのはこのうち10だけであると指摘した。UN WomenはSDGs
のすべてにわたってジェンダー問題を探求しているが、これら

の問題についてのジェンダー指標を作成する計画は今のとこ

ろない。

l 2013年に国連統計委員会がジェンダー統計の国別作成と国

際的な編集の指針とするために合意したジェンダー指標の国

連最小セットは、ジェンダー平等に関する問題に取り組む52の

量的指標と11の法律/政策指標の集まりである34。SDGs目標

の7つを網羅しており、52指標のうち11指標は「SDGジェン

ダー指標」に含まれている。

l Data2Xが作成したReady to Measure調査では、現在報告の

準備が整っている20の指標（SDGsの公式指標と同一または

密接に関連する16の指標と補完的な4つの指標）を紹介してい

る。5つのSDGs目標におけるジェンダー問題を網羅している。

その20の指標のうち7つは、「SDGジェンダー指標」に含まれて

いる35。

表 2
SDGs目標をまたぐ世界の「ジェンダー指標」と指標枠組み表

SDG 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 合計

世界のジェンダー指標

EM2030 SDGジェンダー指標 x x x x x x x x x x x x 12

GIIi x x x x 4

SIGIii x x x x x 5

WBLiii
x x x x 4

WEFグローバル・ジェンダー・
ギャップiv x x x x 4

WPSv x x x x 4

ジェンダー指標枠組み

UN Women SDG指標枠組みvi
x x x x x x x x x x x x 12

UNSDジェンダー指標の最小セットvii

x x x x x x x 7

Data2X Ready to Measureviii x x x x x 5

i http://hdr.undp.org/en/content/gender-inequality-index-gii.
ii https://www.genderindex.org/data/.
iii http://wbl.worldbank.org/.
iv WEF, The Global Gender Gap Report (Geneva:	WEF,	2017),	http://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2017.pdf.
v https://giwps.georgetown.edu/the-index/.
vi UN Women, Monitoring Gender Equality and the Empowerment of Women and Girls in the 2030 Agenda for Sustainable Development: Opportunities and Challenges (New York: UN 

Women, 2015), http://www.unwomen.org/en/digital-library/publications/2015/9/indicators-position-paper.
vii https://genderstats.un.org/#/home. 
viii Data2X, Ready to Measure (New York: 2017), https://www.data2x.org/what-is-gender-data/ready-to-measure/.

出典：Equal Measures 2030、2018

23

equalmeasures2030.org



なぜ「SDGジェンダー指標」は17のSDG目標のうち
12しか網羅していないのか

すべての目標の進展にジェンダーが関連し、すべての目標がジェ

ンダー平等に関連することを考えると、17の目標すべてが

EM2030「SDGジェンダー指標」に含まれるべきであると主張する

ことができる。課題は、SDGの枠組みでジェンダー平等の問題を

完全に網羅しながら、過度に複雑でない指標を作成するというバ

ランスを取ることだった。もし指標があまりにも多くの問題や指標

を含んでいれば、推進者が得点の要因となっているものを把握す

ることは難しくなる。「SDGジェンダー指標」を説明責任のツールと

して機能させるためには、（教訓を学ぶために）良好な進展があっ

た現実世界の問題のセットとの得点を追跡することが可能である

必要があり、（より速い変化を促進するために）進展が遅れている

問題を強調することが可能になる必要がある。

SDGs目標の中には、ジェンダー関連事項に関する十分なデータ

がないため、またはジェンダー関連事項が他の目標で網羅されて

いるため、除外されたものもある。指標の数を管理しやすくする一

方で、SDG目標の得点の計算が単一の指標の影響を過度に受

けないようにするため、各目標について少なくとも3つのジェン

ダー関連指標があるようにしたいと考えた。私たちは、「SDGジェ

ンダー指標」の将来の改訂において、より多くの目標を含めるべ

きかどうか、また、17のSDGs目標のそれぞれについて少なくとも

3つのジェンダー関連指標を特定することを目指すべきかどうかに
対するフィードバックを考慮するつもりだ。この指標の初期版が、今
後の改訂で、どのように追加のとなる課題をよりよく反映させること
ができるかのフィードバックを期待している。

現時点では、「SDGジェンダー指標」には、以下の5つの目標は含

まれていない。

SDG9：産業

このSDGの課題が非常にジェンダー的であり、ジェンダー平等の

進展が必要であることは間違いない。UNCTADが主導するジェン

ダー平等と貿易の結びつきに関する作業や、国際貿易センターの

ような国際機関の他の取り組みにより、女性の企業所有や雇用に

関するより多くのデータがまもなく得られるだろう。また、民間主導

の取り組みにより、ジェンダーや情報通信技術（ICT）関連のインフ

ラ問題について、より世界的なレベルの情報が得られるかもしれな

い。今後、SDG9を指標に含めるかどうか、またどのように含める

かについて、意見を求めている。

ボックス 6
EM2030 「SDGジェンダー指標」の設計

「SDGジェンダー指標」は4つの
原則に基づいて設計された

l  全体的なアプローチ/包括性：既存のSDG
指標の取り組みを超えて、女の子と女性の

生活を形成する重要な問題をより幅広く見

ていく。

l  倹約さ：透明性と伝達性を制限する可能性

のある多くの指標によって、指標の設計が

重くなるべきではなく、選ばれた指標は、こ

の目的に適したものでなければならない。

l  簡素性： 指標の設計は概念的に理解しや

すく、結果は容易に再現可能であるべきで

ある。

l  推進者主導： 指標の設計は、EM2030
パートナー団体からの意見・提案と、ジェン

ダー平等推進者やジェンダー専門家との公

式・非公式のさまざまな協議をもとに行わ

れた。

理論的一貫性
l  その指標は、特定のSDGの内容とどの

ように整合しているのか

l  その指標は、目標に向けた進捗のジェ

ンダーの側面を捉えているか

データの有無
l 60％の国について、直近のデータ（過去5

年間）が入手可能な国か（人口で加重平

均）。ない場合、今後3年間でデータがと

れるか

指標の特性
l 指標の算出は透明性があるか

l 指標を簡単に伝達ができるか

関連性

l 指標は、特定の目標を達成するための政

策手段に関するものか

l 指標は、関係者に説明責任を果たしてい

るか。

変革の可能性

l 指標が進歩を示す場合、女の子と女性の

権利と機会における（漸進的ではなく）変

革的な変化に寄与するか

普遍的適用性

l この指標は、先進国・途上国双方の女

の子と女性に関連するものか

革新性

l この指標は、既存のジェンダー平等指標

で既に十分に網羅されているのか、それ

とも革新的なものなのか
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指標の設計、国別・目標別

得点の算出に関する詳細

は、付属書1、2、5に記載さ

れている。

指標を選択する際に使用する基準：



SDG11：都市

2030年までに、世界の人口の60％が都市に住むようになるだろう
36。このSDG目標には、交通システム、緑と公共施設へのアクセ

ス、 災害による死亡と破壊、安全で手頃な価格の住宅と基本サー

ビス など、ジェンダーと関連性のある目標と指標が含まれている。

また、都市化とGBVには関連性があり、都市化は女性に暴力に

対処する機会を与える一方で、社会的関係の分断はGBVの発生

を高めるという研究もある37。公共交通機関の高いコスト （お金と

時間）は、女性の経済機会の欠如に関連している38。しかし、目標

11内の測定したいジェンダー関連事項に関する世界的に比較可

能なデータは十分に得られていなかった。今後、SDG11の主要な

ジェンダーの側面を指標がよりよく反映するようにしたい。

SDG12：消費と生産

持続不可能な方法での生産と消費は、気候変動と環境破壊を促

進する。「SDGジェンダー指標」は、SDG目標13の気候変動対策

のジェンダーに関連する側面を網羅することを試みているが、将

来の改訂でSDG12のジェンダー関連指標について検討するため

のアドバイスを受け付けている。

SDG14：水面下の生命

SDG目標14の中で重要なジェンダーの側面には、海洋に依存す

る生計とその劣化に関連する持続可能な開発問題が含まれる。

繰り返しになるが、将来の指標の改訂でSDG目標14に関するジェ

ンダー関連の指標が提案されることを歓迎する。

SDG15：陸上の生活

女性、特に地方に住む貧しい人びとは、燃料、飼料、食料を森林

に依存することが多く、また、リーダーシップを発揮することで再生

支援に重要な役割を果たすことができる39。この分野も、ジェン

ダー関連の指標の可能性についてアドバイスを待っている。

本報告書の付属書3では、残り12のSDGs目標について、何が含

まれるのか、そしてその理由を説明している。付属書4では、各

SDG目標の「欠落している」重要な政策課題として、私たちが含め

たかった、あるいはより良い方法で含めたかったが、データの制約

のためにまだ世界的に十分に測定できないものを詳細に説明して

いる。例えば、世帯内の所得と資源配分、IPV、時間の使い方、貿

易協定内のジェンダー規定など、多くのものが含まれる。
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i https://www.ipsos.com/en.

ボックス 7
「SDGジェンダー指標」：推進者による、推進者のために

ジェンダー平等推進者（特に女の子と女性にかかわる運動や推進者

に焦点を当てた、あらゆる分野のジェンダー平等支持者）は、「SDG
ジェンダー指標」に接する重要な対象者である。彼らのニーズをよりよ

く理解するために、私たちは世界最大級の調査型市場調査会社であ

るイプソスiに国際調査を依頼し、現代の社会的・経済的問題について

意思決定者に情報を伝えるための調査型研究を実施した。

2018年のEM2030グローバルジェンダー平等推進者向け調査は、世

界中の613人のジェンダー平等推進者から回答を集め、ジェンダー平

等への進捗状況、現在のデータソースについてどう感じているか、女

の子と女性にかかわるSDGs目標を達成するために、より良くよりアク

セスしやすいデータの推進において優先されるべき問題について意

見を共有した。このオープンアクセス調査は、EM2030の活動をより広

く伝えるために行われたものだが、「SDGジェンダー指標」を形成する

上でも役立った。

「SDGジェンダー指標」に反映されている課題の幅広さは、ジェンダー

平等推進者がSDGs目標のジェンダー平等の側面を達成するための

優先事項として捉えている幅広いジェンダー平等の課題を示してい

る。私たちは、それぞれの提言活動で優先している課題とは異なって

いても、彼らが重要だと考えていることに基づいて、課題の優先順位

をつけるよう依頼した。

ジェンダー平等の進展において、優先順位が高いと回答者たちが考

える4つの政策分野

l GBV(58％)
l   SRHR（43％）

l  経済的エンパワーメント、土地に関する権利、金融包摂
（38％）

l 全教育課程の公平で質の高い教育（35％）。

それとは逆に、優先順位が低いと考える４つの政策分野。

l   紛争下および紛争後の状況にある女の子と女性（14％）

l   クリーンエネルギー、水、衛生設備などの公共インフラの利用

（9％）

l 女性と気候・環境変動の影響（9％）

l 財政、公共支出、税制（7％)。
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図 3
ジェンダー平等推進者が特定したジェンダー関
連政策の優先順位（％）

総合的な医療サービス

女性の政治・市民社会への
参加
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ケア、収入
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地に関する権利、金融包摂

出典：Equal Measures 2030、2018
注：回答者数613名、複数回答可（3つまで）

ジェンダー平等政策の優先順位に関するジェンダー平等推進者の見
解は、地域によって大きく異なっていた。

図 4 
ジェンダー平等推進者が特定したジェンダー平等政策
の優先事項（地域別）（％）
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：地域別の回答者数（名）： ラテンアメリカ・カリブ海地域＝39、アジア＝68、北アメリカ・西ヨーロッパ
＝58、アフリカ＝76、複数回答可（3つまで）

ジェンダー平等政策の優先順位が低いとジェンダー平等推進者が判

断した課題（私たちが提供した課題リストと、3つだけ選ぶという制限に

基づく）は、EM2030パートナー体の経験と幅広い関わりが示すよう

に、軽視されるべきではない。これらの課題については、付属書3で深

く議論され、私たちの指標のすべての課題がジェンダー平等にとって

重要である理由についても、目標別に根拠を示している。



ボックス 8
グローバルジェンダー平等推進者向け調
査はどのように行われたのか

私たちは、あらゆる部門から、そして世界中から、幅広いジェン

ダー平等推進者に接触し、その意見を聞くよう努めた。この調査の

ために、私たちは、ジェンダー平等推進者として正式な仕事を持っ

てはいないが、その人の専門分野やコミュニティでジェンダー平等

を支持している人たちを取り込むことができるよう、幅広い定義を

採用した。回答者は、「過去3年間にジェンダー平等を提唱するた

めの行動をとった」場合、ジェンダー平等推進者とみなされ、その

行動例として、ジェンダー平等の提言活動を含む組織で働く、請願

書に署名する、公的動員に加わる、ジェンダー平等について選出

議員と連絡をとる、などが挙げられた。

データ収集のために紙とオンラインの両方の調査を使用すること

は、この多様な推進者グループと関わり、ジェンダーの進歩、優

先事項、変化を促進するためのデータと証拠の使用に関する彼

らの意見を収集するための効果的な方法と見なされた。

この方法は、オンライン調査であれば、参加者が世界のどこから

でも必要な時間と柔軟性を持って調査に参加できることを想定し

て推奨された。紙の調査（電子的に処理される）は、インターネッ

トへの安定したアクセスがない可能性のある人の調査に使用さ

れた。

幅広い女の子・と女性の提言活動ネットワークや団体が、その

ネットワークを通じて本調査を推進・普及させるために特別な努

力をした。また、調査票へのリンクは、ソーシャルメディアプラット

フォーム（Facebook、Twitter、LinkedIn）、電子ニュースレ

ター、その他の通信手段を通じて回覧された。

調査は2018年3月8日～5月23日にかけて実施された。調査票は

バハサ・インドネシア語、英語、フランス語、ヒンディー語、スペイン

語の5言語で作成された（EM2030対象国で使用されている言語を

反映）。

l  回答者は、合計 48カ国、 613人 の
ジェンダー平等推進者 

l 回答者の内訳は、女性82％、男性

17％、自分の性別を別の言葉で表現

した人1％であった。

例えば、気候変動が、特に女の子と女性にとって、健康、土地、生

計など幅広い問題に深刻な影響を与えるにもかかわらず、「気候・

環境変動の影響」をジェンダー平等の重要課題として優先したア

ドボケイターは、10人に1人未満（9％）である。

また、調査対象のジェンダー平等推進者のうち、優先度の高い

ジェンダー平等の課題として「税と財政」を選択したのはわずか

7％だった。特に「税金の問題はジェンダー平等に大きな影響を与

えるか」という質問に対しては、15％の回答者が「わからない」と

答え、19％の回答者が「どちらでもない」と回答した。しかし、より

前向きに考えると、5人に4人近く（79％）の回答者が 「政府の支

出と公共サービスへの投資はジェンダー平等に大きな影響を与え

る」ということに同意している。調査対象となったジェンダー平等推

進者の大半（55％）は、「税制の政策や問題がジェンダー平等に

大きな影響を与える」ことに同意している。

ジェンダー平等推進者の間で税と財政の問題の認知度を高める

には、更なる努力が必要であるが、他の多くのジェンダー平等問

題の進展に寄与する公共サービスへの投資の重要性について

は、ある程度の認識と理解が得られている。ジェンダー平等のた

めの税と財政の重要性については、付属書3および4を参照のこ

と。

グローバルジェンダー平等推進者向け調査によって、私たちの

「SDGジェンダー指標」に必要なものが明確になった

l   ジェンダー平等推進者の優先事項の上位にあり、支持層が

用意されている問題（GBVやSRHRなど）を反映する

l ジェンダー平等の問題として考えられることは少ないが、気候

変動や財政など、すべてのSDGs目標のジェンダー平等の進

捗に影響を与えるシステム課題に注意を喚起する

l より多くの質の高いジェンダーにかかわるデータ（細分化され

たデータを含む）に関する提言活動のためのプラットフォーム

を提供する。それは重要なジェンダー平等政策課題の測定に

必要な世界的なデータが現時点では不足しており、その欠落

した部分を埋めるためである

17%
男性

82%  
女性
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ボックス 8 (続き)

グローバルジェンダー平等推進者向け
調査はどのように行われたのか

l  活動の対象国を1カ国と回答した人（地域または世界と回答した人、

合計316人）のうち、大多数（73％）はグローバル・サウスの出身で

あり、各国のジェンダー平等推進者の地域別内訳は以下の通りで

あった。

l  アフリカ：76名（9カ国）

l アジア：68名（7カ国）

l 北アメリカ・西ヨーロッパ：58名（15カ国）

l ラテンアメリカ・カリブ海地域：39名（17カ国）

l 回答者の5人に1人以上（22％）が用紙での回答、残り（78％）はオンライン回答。2つのグループ

（用紙およびオンライン回答者）は、年齢、性別、所在地などの分布がほぼ同じであった。

l ほとんどの回答者（79％）は、「ジェンダー平等の提唱を業務とする組織で働いている（有給、ボラ

ンティア含む）」と回答している。回答者のうち52％は、特定の国についてのみの回答で、48％は

国を超えた地域的・国際的視点から回答し、ほぼ半々の割合だった。

ボックス 9
ジェンダー平等のための「魔法の弾丸」的な指標はない

EM2030グローバルジェンダー

平等推進者向け調査では、ジェ

ンダー平等を正しい方向に推進

する可能性のある指標を1つ選

ぶよう回答者に求めた。回答は

実にさまざまだが、ジェンダー課

題の横断的で複雑な性質を考

えると、それだけでジェンダー平

等を保証できる「魔法の弾丸」の

ような指標は存在しないことが

はっきりと見て取れる。

参加と代表に関する指標

を挙げた回答者もいた…

「もっと女性の議員を増

やすべきだ！有色人種

の女性はより望ましい」

「平等ではなく、公平性に投資

し、測定する。国際組織や政

治機関の内部を見てくださ

い。女性の数ではなく、その

シェア、声の価値、女性のエン

パワーメント、構造的権力へ

の道筋が問題なのです。」

... GBVに関する指標を

重要視する人もいた ...

「あらゆる形態のGBVを経験

する女性の割合。暴力は破壊

的で、平和は建設的です。女

性が安全な環境（家庭やコ

ミュニティ）で暮らすことができ

れば、ジェンダー平等と女性

のエンパワーメントを促進する

ことができます。」

「家庭内、コミュニティ、あらゆ

るレベルでの政治的関与にお

いて、女性の安全と人間的な

保証という女性の視点が必要

です。」

...教育を強調する人も

いた...

「5年後に学校に通う女性が増

えれば、ジェンダー平等が意

味を持ち始めたことを知る最初

の指標となるでしょう。」

「すべてのレベルで教育の平

等を。」
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...富と貧困、男女の賃金格差

などを強調する人もいた...

  「女性が管理している世界

および各国の資産の割合の

男性との比較。」

「賃金格差...賃金格差...賃金
格差。」

...結婚の年齢を強調した人も

いた...

「早すぎる結婚の割合。これ

は幅広いジェンダー平等目標

の進捗を驚くほど明白にする

代弁者です。」

「婚姻年齢は経済的エン

パワーメント、就労機会

の代替指標です。」

しかし、質問そのものの妥

当性を問う声もあった。

「まったく、ジェンダー平等を

たった一つの指標に絞るなん

て不可能なんだから、とても難
しい質問だよ！」

「この複雑な問題を捉えるよう

な指標・尺度は一つもないと思

います。」

「この複雑な問題を一つの尺

度で示すことは、ジェンダー

の平等と公平を実現するとい

う大義名分に反すると思うの

です。」

あるジェンダーアドボケ

イターはこう吐露した：

「単一の指標でジェンダー

平等のような微妙なものご

とを映し出すことは、無理
があると思います。

でも...何らか
のがあるので
は？」 

29

equalmeasures2030.org



SDGジェンダー
指標
対象6カ国の試験的結果を比較する

3



得点はヒートマップとして表示され、得点が緑に近いほど、グルー

プ内の他の国と比べてジェンダー平等度が高いことを表している。

図6のダッシュボードは、「SDGジェンダー指標」の総合得点を紐解

き、各SDG目標に対する各国の得点を見たときの結果である。

ある共通のテーマが鮮明に浮かび上がった。それは、SDGs目標

を横断的に見たときに、各国の得点の取り方に大きなばらつきが

あることだ。各国には、ジェンダー平等の得点が高いSDGs目標

と、低いSDGs目標がある。濃い緑色で示された得点は、その国が

このグループの中で比較的高いジェンダー平等の得点を持つ

SDGs目標を示す。オレンジや赤で示された得点は、得点が低い

SDGsを示す。ダッシュボードによって、その国が強いまたは弱い

SDGs目標について、その理由をより深く、よりきちんと理解できる

ようになる。

「SDGジェンダー指標」パイロット版得点の解釈に役立つ文脈の

後、このセクションの残りは、各国の強みと弱みを生成している

ジェンダー平等の問題の一部を解き明かす。指標得点の計算で使

用された全指標値は、付属書2を参照のこと。また、新しいGender 
Advocates Data Hub（14ページのBox 1で説明、

www.data.em2030.org）でも、各国の調査結果を掘り下げること

ができるようになっている。
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EM2030 「SDGジェンダー指標」パイロット版では、コロンビア、エル

サルバドル、インド、インドネシア、ケニア、セネガル6カ国の結果を

紹介する。前述の通り、同調査結果は2018年後半にフィードバック

に対応して改良され、2019年にできるだけ多くの世界各国を網羅す

るデータで発表される予定である。

これらの6カ国は、アフリカ、アジア、ラテンアメリカの地理的条件に

基づき、多様な社会、文化、経済的背景（ほとんどが中所得国だ

が）を横断的に提供する。

これらの国々は、SDGs目標とジェンダー平等に向けて前進する態

勢を整えている国々である。更に、これらの6カ国の女の子と女性

のSDGの状況は、世界の人口に占める割合が非常に大きいため

重要である：世界の女の子と女性の人口の5人に1人（22％）超が

これらの6カ国に住んでいるのだ40。

また、6カ国とも人口が増加しており、2000年には女の子と女性の

人口が6億5750万人近くを占め、2015年には8億1780万人に増加

し、その数はSDGs目標の達成期限までにさらに増え、2030年に

はほぼ彼女たちの人口は10億人に達すると予測されている41。

EM2030「SDGジェンダー指標」に目を向けると、図5は調査対象6
カ国の総合試験的得点を示している。

図 5
6カ国の「SDGジェンダー指標」パイロット版スコア
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出典：Equal Measures 2030、2018



セクション4で紹介する国別プロファイルでは、各国におけるジェン

ダー平等に関する前向きな変化と、更なる努力が必要な分野の例

を、国や地域のパートナーの視点から、より詳細に紹介している。

「SDGジェンダー指標」スコアの解釈

この「SDGジェンダー指標」の最初の改訂は、国内と国全体の両方

を見て、ジェンダー関連問題をどれだけ強固に捉えたかを探ること

を目的としている。「SDGジェンダー指標」のフレームワークに命を

吹き込む方法として、また、多様な国の環境に適用した場合に指

標がどの程度機能するかを検証するために、これらの6カ国の結

果がここに提示されている。

総合および個別の「SDGジェンダー指標」の得点は、このグループ

の他の5カ国と比較して、各国が選択した指標でどのようなパ

フォーマンスを発揮しているかに基づく相対スコアである。その国

のスコアが濃い緑色であればあるほど、他の国と比較して、ジェン

ダー関連指標のパフォーマンスが高いことを意味する。赤に近い

ほど、パフォーマンスが低いことを意味する。

ここで重要なのは、このスコアが、ある国がそのSDG目標の「終

点」に到達するのにどれだけ近いか遠いかを表すものではないこと

を明確にしたい。このグループの他の国と比較したときに、その国

が選択した指標でどのような結果を出したかだけを表している。こ

の相対得点をとることで、2019年に「SDGジェンダー指標」がより

多くの国のグループを網羅するように拡張されたときに、より豊か

な国家間の比較ができるようになる。

今回は試験的な調査であるため、2019年に「SDGジェンダー指

標」ができるだけ多くの国の世界的なデータを用いて発表される際

には、これら6カ国のスコアは変わるだろう。これは、新しいデータ

が入手可能になること、各国の得点が経済発展レベルの異なるよ

り大きな国のグループとの比較で算出されること、指標に含まれる

問題や指標が2019年までに適応されること（データ入手の可能性

による）、スコアを導き出す手法もフィードバックに応じて変わり得

ることなどが理由である。

しかし、この6カ国は3つの地域にまたがり、世界の女の子と女性

の人口の22％超を占めていることから、この6カ国での比較は単

独での研究としても意味がある。

国別主要「SDGジェンダー指標」調査結果42

「SDGジェンダー指標」は、各国のジェンダー平等のプロファイル

について何を教えてくれるのか。その具体的な強みと弱みは何

か。
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図 6
EM2030「SDGジェンダー指標」国別・SDG目標別パイロット版スコア 
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コロンビア
指数が好調な分野

「SDGジェンダー指標」の総合得点スコアが6カ国の中で最も高く、

図5と6で濃い緑色で示されている。同国は、SDG目標1（貧

困）、SDG目標2（飢餓）、SDG目標3（健康）、SDG目標6（水と衛

生）、SDG目標7（エネルギー）で比較的高いスコアを示している。

また国別プロファイル（第4章参照）から、これらの課題で好成績を

あげる理由が、ジェンダー平等にプラスの影響を与える公共サー

ビスの利用と結びついていることがわかる。

SDG目標1：貧困 グループ内で最も高いスコアを獲得している。こ

れは、社会保障の対象となる人口のうち最貧困層20％の割合が

最も高い（2014年では81％）という事実が一因である。

SDG目標2：飢餓 ここでも高いスコアを出しており、例えば、貧血

のある非妊娠女性の割合が低い（2016年では21％）。

SDG目標3：保健ジェンダーに関連する2つの健康指標でグループ

をリードしている。入手可能な最新のデータを見ると、家族計画の

必要性が満たされている女性の割合が最も高く（2016年には女性

の87％、図7参照）、生殖年齢にある女性の新規HIV感染率が最

も低い（2016年の感染者は未感染女性1000人中0.04人、一方ケ

ニアは2016年の感染率は高く1000人中3.09人、コロンビアの77
倍に上っている。

図 7
近代的な家族計画の方法を利用した女性の割合

コロンビア
87
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：SDG指標 - Global Database beta 0.2.52；コロンビア、インド、ケニア、セネガル（2016年）、エ
ルサルバドル（2014年）、インドネシア（2017年）

SDG目標6：水・衛生2015年に人口の97％が少なくとも基本的な

飲料水源を利用していた。

SDG目標7：エネルギー 2016年時点で人口の92%がクリーンエネ

ルギーと技術を利用しており、このSDG目標でリードしている（ケニ

ア13%、セネガル32%と比較、図8参照）。また、2016年の電力利

用でも高い成果を示し、国のクリーンエネルギー政策にジェンダー

に対応したアプローチが反映されているかどうかの指標では最も

高い成果を示している。

図 8
クリーンエネルギー技術利用の人口の割合
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出典：Equal Measures 2030、2018 
注：SDG指標- Global Database beta 0.2.52、2016年

指標から見える改善点

対象国の中で全体的にスコアがトップであるにもかかわらず、他

の国と比べて、パフォーマンスが弱い成績がよくないSDGs目標

が少なくとも4つ存在する。

SDG目標5：ジェンダー この目標で弱点が見られる。国会議員の

女性が占める割合はわずか19％（2018年2月時点）であ

り、2018年5月の選挙時点では、測定した5つの政府上級職に女

性が占める割合はゼロだった。

SDG目標8：経済成長と雇用 2017年の女性の失業率がかなり

高く、同年にNEETとなった若い女性の割合も男性と比べてかな

り高いため、ここには改善の余地がある。また、2018年時点の女

性の職場における平等を義務付ける法律を測定する指標の結果

も芳しくない。
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エルサルバドル
指数が好調な分野

SDG目標3、6、7でかなり高いスコアを出している。

SDG目標3：保健 2015年のMMRが6カ国の中で低く、2014年時点

で家族計画のニーズが満たされている女性の割合が高い（既婚女

性の82％、図7参照）。

SDG目標6：水・衛生 基本的な衛生設備を利用している人の割合

が6カ国中最も高かった（2015年時点で91％）。しかし、WASH政

策や計画に女性に対する具体的な施策が計画に盛り込まれてい

るかについての指標の結果は芳しくない（2015年時点）。

SDG目標7：エネルギー人口の大半が電気を利用し（2016年

99％）、クリーンエネルギーや技術割合も高い（2016年86％、図8
参照）。
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SDG目標10：不平等 2012年には、たった10％の最富裕層が得

た収入は、40％を占める最貧困層の4倍であり、この不平等所得

格差がこのスコアを下げた。インド（2010年）とインドネシア（2010
年）のパルマ比が約1.5であるのに対し、コロンビアは4.0であり、

この比率が低いほど、人口全体の所得平等が高いことを示して

いる43。

SDG目標16：平和 対象国の中でのスコアが最も低いのは、主に

暴力と紛争に関連する問題によるものである。2017年に紛争に

よって避難した人の割合が圧倒的に高かった（暴力と紛争によっ

て避難した人の数は、次の順位の国の約3倍、図9参照）。また、コ

ロンビアは、夜間の一人歩きが安全だと答えた女性の割合が最も

低く（2017年はわずか36％、図12参照）、さらに2016年に意図的

な殺人の犠牲となった女性の割合も2番目に高い（図10参照）。 

セクション4のコロンビアの国別プロファイルと、EM2030のコロン

ビアでのパートナー団体であるRuta Pacífica de las Mujeresの

データに基づく影響力のある活動は、移住、暴力、紛争が女の子

や女性に及ぼす継続的で壊滅的な影響の監視に重点を置いてい

る。

図 9
人口1,000人あたりの紛争による避難民の数（全
体/1000 ）

指標から見える改善点

SDG目標5：ジェンダー この目標で弱点がみられ、特に2017年ま

でに中絶の法的根拠がない（中絶の法的根拠がない国は他にセ

ネガルしかない、図15参照）ことである。中絶の犯罪化について

は、セクション4のエルサルバドルの国別プロファイルで言及してい

る。エルサルバドルは、早すぎる強制された結婚の割合もかなり

高く、2014年には18歳未満に結婚した女の子が26%に上った。そ

して、過去1年間にデジタル決済をした、または受けた女性の割合

が最も低かった（2017年では18％）。

SDG目標10：不平等2016年に専門家の認識に基づいて、政治的

権力が男女間でどれだけ平等に共有されているかという点で、最

も低い得点であった。また、2017年の憲法におけるジェンダー平

等規定についても、（インドネシアと並んで）最低得点となった。

SDG目標16：平和驚くべき数値は、2016年に意図的な殺人の犠

牲となった女性の数であり（図10参照）、エルサルバドルの割合は

インドネシアの約60倍にものぼる。女の子や女性に対する暴力や

殺人は、セクション4のエルサルバドルの国別プロファイルで強調

されている課題だ。

図 10

意図的な殺人事件の女性被害者
（人口10万人あたり）
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：UNODC；コロンビア、エルサルバドル、インド、ケニア（2016年）、インドネシア（2014年）、セネガ
ル（2015年）
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SDG目標2：飢餓 この目標では他の国に遅れをとってお

り、2015/16年には女性の肥満率が最も低かったものの、女の子

の発育阻害率が最も高かった。また、同国は女性の貧血率が最も

高く、2016年にコロンビア、エルサルバドル、インドネシア、ケニア

の2倍近かった（図11参照）。

図11
非妊娠女性（15～49歳）の貧血の有病率
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：WHO Global Health Observatory Repository、2016年

SDG目標5：ジェンダーこの目標においては、前向きな発見がある

一方で、弱点も見られる。インドは2018年の国会議員における女

性の割合が最も低く、セネガルの42％に対し、わずか12％であっ

た（図14参照）。また、18歳未満の早すぎる強制された結婚の割合

は、2015/16年に2番目に高かった。更に、「夫が妻を殴ることは正

当化される」と考えていると回答した女性の割合が高かった

（2015/16年、45％）。

SDG目標13：気候変動 これは、近年、災害の影響を受けた国民の

割合が非常に高いこと（主に2015年と2016年の大規模な干ばつに

より、人口の4分の1近くが被害を受けたと推定される）44が主な要

因だが、2012年にUNFCCC代表団のジェンダーバランスについて

も最低点だったため、6カ国中最低点となった。



インドネシア
指数が好調な分野

インドネシアは、重要なジェンダー平等の問題を網羅するいくつか

のSDGs目標で、高い指数得点を出している。

SDG目標1：貧困この目標については、高い得点を記録し

た。2017年に国の貧困ライン以下で生活している国民はわずか

11%になっている。2015年には最貧困層20%のうち76%に社

会的支援が行き届いている。セクション4のインドネシア国別プロ

ファイルでは、ヘルスケアと社会的保護の範囲を国全体に拡大す

ることを目的として実施された慎重な取り組みの概要を説明してい

る。

SDG目標4：教育このグループの中で、教育目標に対する指数得

点が最も高い。小学校の学年に対して「適齢」を超えている女の子

の割合が最も低い（2016年の女の子生徒の2.5％、これに対して

2016年のコロンビアでは15％）。また、女性の識字率ではコロン

ビアと同率で、2016年には94％の女性が基本的な識字能力があ

る。

SDG目標5：ジェンダーこの分野でインドネシアは、ケニアと並んで

最高得点を獲得している。これは、対象6カ国の中で、早すぎる強

制された結婚の報告率が比較的低いことが主な要因である。しか

し、インドネシアの国別プロファイルとEM2030のパートナーであ

るKAPAL Perempuanがセクション4で概説しているように、イ

ンドネシアはこの問題を無視することはできない。なぜなら、国内の

いくつかの地域やグループにおいて依然として大きな問題であり、

インドネシアの人口の多さから、影響を受ける女の子の絶対数が

まだ多いためである。35％の女性が、状況によっては夫/パート

ナーが妻/パートナーを殴ることが正当化されると考えている一方

で、SDG目標16の暴力に関連する2つの指標、夜間の一人歩き

を安全に感じる女性（図12参照）と故意の殺人で亡くなった女性

（図10参照）の割合では、対象国の中で高い結果となった。

図 12
夜間に近所を歩いていて安全だと感じたと回答した
15歳以上の女性の割合
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：Gallup World Poll、2017年

SDG目標17：実施手段 これもまた、インドネシアが強くリードして

いる分野だ。その税制は2015年に調査した6カ国の中で最も先進

的と判断され、2017年にはジェンダー統計の公開性でグループを

リードした。しかし、ジェンダー予算へより注力するために、もっと

できることがあるだろう。

指標から見える改善点

他のすべての国と同様に、SDGs目標のジェンダー平等におい

て、インドネシアのパフォーマンスを向上させることができる領域

がいくつかある。

SDG目標8：経済成長と雇用 2017年に男性と比較して「貢献的家

族労働者」として認められた女性の比率が最も高く、これは、脆弱

な雇用（多くは無給）に女性が占める割合が男性よりもはるかに高

いことを反映している。

SDG目標10：不平等 2017年、国家憲法におけるジェンダー平等

への取り組みが最も弱かった（エルサルバドルと同数）。

ケニア
指数が好調な分野

SDG目標8でトップスコア、SDG目標5でトップタイ、SDG目標2、4
の一部でも良好な得点を獲得している。

SDG目標2：飢餓 2016年の非妊娠女性の貧血率がかな

り低かった（図11参照）。

SDG目標4：教育女性の識字率に関して比較的良好な成績を収

め、2013年のセネガルの34%に比べ、2014年には15歳以上の女

性の74%が基本的な識字能力を有している。

SDG目標5：ジェンダー インドネシアと並んで、最高得点を出した。
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2017年の過去1年間にデジタル決済を行った、または受け取った

と回答した女性の割合（女性の75％）については、際立った成果を

示している。セクション4の国別プロファイルでは、ケニアのデジタ

ルマネー市場の強さと、女性の経済的エンパワーメントとの関連に

ついて更に詳しい背景を説明している。

18歳未満で結婚した女の子の割合が2014年は23%であるが、こ

れは今回の対象国の中で、早すぎる強制された結婚の割合として

は2番目に低いものであった。さらに国会議員の女性の割合が

2018年には22%となり、の中で3位となった（図14参照）。ケニア

は、2018年に私たちが測定した政府の5つの主要な上級職におけ

る女性の割合についても、かなり高い良い成績を収めた（図13参

照）。

図 13
政府の上級職における女性の割合
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：5つの役職とは政府首脳、国防大臣、財務大臣、外務大臣、議会議長など。Wikipedia、2018
年8月アクセス

SDG目標8：経済成長と雇用 この目標では最も高いスコアを獲得

し、NEETである若い女性の割合や、女性の職場における平等を

義務付ける法律がどの程度あるかについて、高いパフォーマンス

を示した。しかしながら、女性の失業率が対象国の中で最も高く、

女性の労働力人口の15％を超えていた。

指標から見える改善点

SDG目標3：保健女性のHIV感染率の高さ（2016年にHIVに新たに

感染した女性の割合は、他の5カ国平均の23倍以上）、MMRの高

さ（2015年に他の5カ国平均の約3.5倍）、2015年の思春期出産率

の高さ（15～19歳の女性1000人あたり96人）などが大きく影響し

て、この目標の点数は低い。

SDG目標6：水・衛生清潔な水と衛生設備へのアクセスにおいて、特

に一人当たりのGDPが著しく低いセネガルと比較した場合、遅れを

とっている。2015年にケニアで少なくとも基本的な飲料水サービスを

利用していた人はわずか58％（セネガルでは75％）、同年に少なくと

も基本的な衛生サービスを利用していた人は30％未満（セネガルで

は48％）であった。 

SDG目標7：エネルギークリーンな燃料や技術を利用できる人口は

2016年にわずか13％（図8参照）で、セネガルの32％やコロンビア

の92％に比べて、大きく遅れをとっている。

SDG目標17：実施手段2016年のGDPに占める社会支出の割合

が低く（2015年のコロンビアの3％に対し、わずか0.37％）、2017年

のジェンダー予算への取り組みも低いものだった。

セネガル
指数が好調な分野

セネガルは、特に、対象6カ国の中で経済的に発展していない（1人

当たりGDPで測定）ことを考慮すると、相対的に強い分野をいくつ

か持っている。

SDG目標5：ジェンダーこの分野においては強みと弱みの両方が

認められる。2018年の国会議員に占める女性の割合が42パーセ

ントで、グループの中で抜きん出ている。この指標で次の国

は、32％のエルサルバドルである（図14参照）。セクション4のセネ

ガルの国別プロファイルでは、この指標で同国の好調な成果につ

ながった法律や政策の発展について概説しているが、大きな課題

が残る他の指標についても言及している。

図 14
各国議会における女性の議席数比率
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：IPU、2018年6月
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SDG目標6：水・衛生 基本的な飲料水と衛生サービスへのアクセ

スを拡大する上で継続的な課題に直面しているが、経済発展のレ

ベルを考慮すると、予想以上に良い結果を残している。また、セネ

ガルは、WASHに関する政策と計画に、女性にアクセスするため

の具体的な規定が含まれている度合いについて、最も高い得点を

獲得した国でもある。

SDG目標10：不平等 セネガルは、グループの国の中でこの分野

の指標得点が最も優れている。2012年の所得不平等のレベルが

かなり低く、また、2016年の専門家の認識では、政治的権力が男

女間でどの程度平等に共有されているか、憲法でジェンダー平等

がどの程度保証されているかについて、かなり高いスコアを獲得し

ている。

SDG目標13：気候変動この目標についても、最も高い得点を獲得

している。これは、近年、災害の影響を受けた人の割合が最も低

かったことと、「公平な割合」と比較して比較的野心的な排出量目

標を設定していることに起因している。

指標から見える改善点

ジェンダー平等分野の多くに改善の余地がある。

SDG目標1：貧困 セネガルは、貧困ライン以下で生活する人口

の割合が高く、2011年（最新の入手可能な年）で47％であった。

但し、社会的支援の対象となっている最貧困層の割合は6カ国中

最も低く、2011年には5.1％だった（2014年のコロンビアでは

81％）。また、女性の経済的エンパワーメントに不可欠な土地の

使用、管理、所有について、法律が女性と男性に平等かつ安全

なアクセスを与えている度合いについても低い得点となってい

る。

SDG目標3：保健 家族計画へのアクセスに関するパフォーマンス

が弱く、2016年に近代的な家族計画へのアクセスがあると回答し

た女性はわずか47％であったのに対し、他の5カ国では少なくとも

72％（ただし通常はそれ以上）であった（図7参照）。

目標4：教育 女の子の高等教育修了率については、2014年のイン

ドネシアとケニア、2016年のインドでは約40％だったのに対し、セ

ネガルはまさに異常値で、2016年はわずか6％にとどまっている。

また、女性の識字率も非常に低く、この問題が以前からあったこと

を示唆している。2013年に基礎的な識字能力を持つ女性はわずか

34％であり、一方2014年のケニアでは79％、2016年のインドネシ

アでは94％であった。

SDG目標5：ジェンダー 前述の国会議員に占める女性の割合の好

調な成果にもかかわらず、この目標に関して立ち向かうべきいくつ

かの大きな課題を抱えている。早すぎる強制された結婚の割合が

最も高く（2015年31％）、特定の状況下で男性が妻を殴ることが正

当化されると思うと回答した女性の割合が最も高い（2016年女性

の49％）のである。エルサルバドル同様、セネガルも中絶の法的根

拠がない（図15参照）。

図 15
中絶に法的根拠がある度合い（10個の法的根拠をも
とに点数化）
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出典：Equal Measures 2030、2018     
注：WHO GAPP、2017年

結論
SDGジェンダー指標は、6カ国におけるSDGs目標全体のジェン

ダー平等の「全体像」を描き出すのに役立つ。

SDGsの多くにまたがるジェンダー分析の枠組みを提供し、それに

よって、各国の強みと弱みを特定し、そこから学ぶ機会を提供する

ことになる。

例えば、特定の国で取られたどのような行動が、指標の特定の

SDG目標に関する高得点を説明できるだろうか。行動を促進する

ための提唱活動の基盤となるギャップや弱みはどこにあるのか。

ジェンダー平等のために何が有効かについて、各国は互いに何を

学ぶことができるのか。

この後のセクション4では、EM2030のパートナーが、本指標の結

果について、その背景を説明する国別プロファイルの中で、それ

ぞれの見解を述べている。



国別        
プロファイル

4



コロンビア
全体像

SDGジェンダー指標が取り組む領域で
の前向きな結果

母子の健康

基本的な公的医療は、2016年にコロンビア人の約96％の人々に

行き渡った46。女性の健康に関する重要な数値は、子宮頸がんや

乳がんの検診や治療へのアクセスの増加、出産時の死亡の減

少、10代の妊娠を防ぐ国家戦略による望まない妊娠の抑制など、

時間の経過と共に改善してきた。

1990～2015年にかけてMMRは毎年2％超低下し、2015年には

10万出生回数あたり64人の死亡があったと推定されている47。コ

ロンビア政府は、2018年までに地方のMMRを更に25％削減し、

サービスが不十分な地方で良質で安価な母子保健へのアクセス

を拡大することを約束した。そして、「De cero a siempre（ゼロから

永遠に）」というプログラムは、出生から5歳までの子どもの栄養と

健康サービスを提供し、母乳育児を促進するプログラムやコロン

ビア家庭福祉院による子どもの食事補助を伴っている。

安全な水へのアクセス

1990～2010年にかけて、水供給と衛生設備は改善され、改善さ

れた衛生設備にアクセスできる人口の割合は67％から77％に上

昇した48。今日、コロンビア人の97％超が、安全に管理された飲

料水サービスを利用している49。

しかし、地方における飲料水や下水道へのアクセスの管理など、

多くの水関連政策は、意思決定機関への女性の参加がされず、

やジェンダーに配慮した設計にはなっていない。

SDGジェンダー指標の優先行動分野

GBV
公的な議論において女性に対する暴力への注目度を高め、コロ

ンビア政府にさまざまな形態のGBVを犯罪化し、一層の説明責任

を課す多数の法律を採択させることに市民社会が貢献してきた
50。しかし、女の子と女性に対する暴力の割合は依然として高い。
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国別プロファイルの紹介
SDGジェンダー指標の調査結果を、最初の対象6カ国で比較した

後、各国の国内結果をさらに掘り下げて調査している。国のジェン

ダー平等の状況の概要を提供するだけでなく、以下の国のプロファ

イルは、それぞれの国が良好な成果を出している内の領域と、その

良好な成果の考えられる理由、および更なる努力が必要な領域を

示している。

各プロファイルは、EM2030の各国に影響を与えているパートナー

の活動に関する情報を提供する。彼らは皆、SDGの問題について

コミュニティや国レベルで集中的に取り組み、影響力強化のために

様ざまな方法でデータを利用している。各国の物語は、データの背

後にある人間の存在を示している。

0 4020 1008060

コロンビアには、女の子と女性の権利を支援する

強力な法律と制度がある。1991年に制定された同国の憲法は、

女性の平等を認め、ジェンダーに基づく差別を違法としている。大

統領直属の女性平等高官室は、ジェンダー平等に関する政策を

監視するために、憲法採択後に創設された。国の法律や政策の

枠組みは、ジェンダー平等の支援、育児休暇の拡大、すべての選

挙における女性候補者の30％枠の設定、条件付きでの中絶の許

可、GBVと差別の終息を目指している。

活気ある市民社会は、政府とFARC-EPとの間の2016年の歴史

的な合意をもたらした和平プロセスへの女性の参加を提唱するな

ど、より公平な社会を作るための政策作りに力を発揮している45。

また、コロンビアは近年、飢餓対策、教育や基本的な医療サービ

スの保証、電気や水へのアクセスの改善、格差の是正など、効果

的な政策を実施している。

しかし、実際には、女の子と女性は依然として差別に耐えている

状況にあり、紛争の影響を受けた地域の人びとは、移住を含む大

きな課題に直面している。地方では、土地、農業資源、基本的な

サービスへの女性のアクセスに障壁があり、公職に立候補する機

会、政府における代表、正規経済における雇用が制限され、更に

GBVの割合も高い。その上、多くの政府の政策や予算は、ジェン

ダーの視点を取り入れることなく設計された「ジェンダーブライン

ド」であり続けている。

図 16

コロンビアのSDGジェンダー指標ダッシュボード
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：SDGジェンダー指標の得点は、SDGs目標の望ましい終着点ではなく、対象6カ国に対する相対的なものである。
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i	 Amnesty International, “Colombia 2017/2018,” (London: Amnesty International, n.d.), https://www.amnesty.org/en/countries/americas/colombia/report-colombia/.
ii Council on Foreign Relations (CFR), “Colombia” (New York: CFR, n.d.), https://www.cfr.org/interactive/womens-participation-in-peace-processes/colombia.
iii Ibid.

ボックス 10
成功に焦点を当てる：平和プロセスにおける女性たち

コロンビア政府とFARC-EPの和平合意は、2万件超の性暴力、16
万件の強制失踪、700万人の強制移住が報告された、数十年にわ

たる残忍な内戦に終止符を打つものとなったi。

和平プロセスはジェンダー対応のモデルであり、ジェンダーの平等を

守る強力な制度への道を切り開いた。2013年、市民社会のリーダー

たちは、抱摂的で正式な和平プロセスを要求するために「女性と平和

の全国サミット」を開催し、ジェンダー問題の小委員会の設立につな

がった。

その結果、包括的和平協定を策定する交渉において、政府交渉チー

ムの20％、FARCEPチームの40％を女性が占め、これは和平プロ

セスで記録された参加率の中で高い割合となったii。正式な交渉以外

では、女性グループを含む市民社会団体が、対立する交渉側の連

合体の構築、プロセスへの公的支援の結集、地域の停戦の仲介、道

路封鎖解除におけるゲリラ説得に貢献したiii。

女性の政治参加を促進する特別措置や、紛争に関連した性暴力の

被害者に対する説明責任の確保など、和平合意におけるジェンダー

関連条項にも市民社会が影響を与えた。地域重視の開発プログラ

ムは、コミュニティと協力して地方女性の組織を強化すること、住宅

補助金を地方女性主導の世帯に向けること、紛争で避難した人々

の土地返還政策において、ジェンダーへの配慮を支持することを目

標としている。

ボックス 11
紛争によって避難を余儀なくされた女性の権利を擁護する活動

「武力紛争の結果、私が子どもの頃に住んでいたコミュニティは、1,600
世帯ほどが別の場所に避難を余儀せざるを得ませんでした」とNiniは
言う。

「あまり発展していない場所でしたが、それでも私の故郷でした。私は

6時間離れた町に引っ越しましたが、そこでは人びとが声を上げるこ

とができるコミュニティスペースがあることに気づきました。リーダー

は男性が大半でしたので、議論する社会問題を決めるのも男性でし

た。しかし、当然ながら、私は別の視点から物事を見ることができまし

た。」

「私はコミュニティの提唱活動に積極的に取り組んできましたが、女

性のための土地の権利と武力紛争の結果としての強制避難の課題

に自分の時間とエネルギーを捧げたいと考えています。私の経験で

は、女性は自分の街で財産を所有したり維持したりする機会があり

ません。紛争によって、それまでの家と土地を手放さざるを得なくなっ

てしまったからです。力紛争の影響を最も受けたのは女性であり、社

会・保健サービスへのアクセスに苦労してきたと思います。」

「2017年に（もう一度）補償金を受け取ることもなく、避難しなければ

ならなかったときは、両親はとても心配しました。でも、私がは脅され

ることはありませんでした。私はそこで他のリーダーたちとともに政府

に対して、『どんな支援や保証をしてくれるのか』を交渉しました。」で

すか』と聞きました。」

「何事にもリスクはつきものですが、私は息子のために闘います。最

後に私の町に行ったのは2年半前ですが、もう二度と戻りません。私

たち女性がひとつにまとまって自分たちを守り、私たちにふさわしい

生活をおくれるように前進し、支援を続けていきます。」
コロンビアのメデジン地方に住む提唱者のNiniは、「女性は戦争のために息子や娘を産むのではな

い」と書いた掲示板を持って立ち続けている。
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コロンビアでは、2010～2015年にかけて、平均1時間に16人の女

性が性暴力の犠牲になっている51。武力紛争中に彼らのコミュニ

ティから殺害された3,445人の犠牲者のうち、コロンビア先住民や

アフロ系の女の子や女性が65％を占めており52、あまりにも不釣

り合いに暴力に苦しんでいる53。国立法医・法科学研究所による

と、女の子や女性の殺人事件は近年増加している54。

2016年、7歳の女の子が残酷な拷問とレイプを受け、殺害された事

件は国全体に衝撃を与えた。それを受けてGBV被害者の正義を求

めるために数千人が街頭でデモを行ったポパヤン市では、注目さ

れた集会の中で、女の子と女性に対するあらゆる形態の暴力を拒

否するようコロンビア人に呼びかけた。2016年11月25日の「女性に

対する非暴力の国際デー」には、全国で集会が行われ、女性殺害

に注意を向け、不処罰をなくすための行動を提案した。市民社会が

主導するキャンペーンでは、裁判官にはGBVに関する教育を、弁護

士や検察官には女性殺害の可能性をタイムリーに調査するよう求

めている。また、このキャンペーンでは、政策立案者が法律1257号

（2008年）に基づく保護措置について学ぶこと、警察官が暴力を防

ぐためにもっと努力すること、法医学および医療支援を改善するこ

と、政府が捜査中の事件を監視することを強く求めている。

経済的エンパワーメントと非正規雇用

コロンビアでは、労働力におけるジェンダー平等が改善されたとは

いえ、特に地方や先住民族のコミュニティでは、経済発展の恩恵を

ほとんど感じることができず、大きな不平等が残っている。失業率、

賃金、男女が働く産業の種類、非正規経済における雇用などに

ジェンダー格差があり、2013年のデータでは、コロンビア女性の

58％が非正規で働いているのに対し、男性は50％程度だった55。

有望な動きとしては、経済成長と土地所有のためのプログラムにお

いて、特に地方の女性が優先的に利益を受けられるように、家庭

で働く女性の貢献度を国のGDPの一部として計算することを目的

とした法律902（2017年）56が挙げられる。法律1822（2017年）57

は、産休を14週間から18週間に、父親の育児休暇を8日間に延長

し、労働省は、従業員が妊娠中または授乳中であることのみを理

由に解雇することを禁止した58。

ボックス 12
コロンビアのEM2030パートナー：Ruta Pacifica de las Mujeres
Ruta Pacífica de las Mujeresは、コロンビアの9つの県（地域）にあ

る280以上の草の根、アフロ系、先住民、地方、都市などの女性団体

からなるフェミニスト平和主義の全国組織である。1996年以来、コロ

ンビア全土の暴力と、それが女性の生命、身体、土地に及ぼす影響

を告発してきた。武力紛争を終結させるための政治的交渉を求める

ために運動全体を動員し、コロンビア政府とFARC-EPの交渉におい

てジェンダー・アプローチを提唱した。

2016年の和平協定調印以降、EM2030の支援を受けて、Ruta 
Pacíficaは、紛争後の活動への女性の参加を保証し、和平協定の女

性関連施策の遵守を確認するため、7つの地域で協定の発展と実施

を監視している。監視は、情報公開請求や、地域の女性リーダーや

他の組織から集めた情報をもとに行われている。継続的な監視によ

り、状況に応じた強力な情報が提供され、女の子と女性の権利が守

られ、和平協定内の女性に関する特定の規定が遵守されるよう、提

唱活動のためのデータが収集されている。
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エルサルバドル
全体像

SDGジェンダー指標が取り組む領域で
の前向きな結果

金融サービスへのアクセス

エルサルバドルの女性たちは、資産を所有し、銀行口座を開設

し、銀行ローンを調達する権利が法的に保護されている。それに

もかかわらず、金融や財政への関与は男性に比べて遅れてお

り、2016年に金融機関に口座を持つ女性は32％（男性は40％以

上）、ローンや住宅ローンを組んだ女性は男性よりもずっと少な

かった68。

エルサルバドル政府は、特に地方における女性の金融への関与

と融資へのアクセスを改善するために、デジタル決済の機会を増

やすことを含むいくつかのプログラムを開始した69。

i	� UNICEF, “Global Databases: Child Marriage” (New York: UNICEF, 2014), https://
data.unicef.org/topic/child-protection/child-marriage/.

ii	� Plan International, “Victory: Child Marriage Banned in El Salvador” (Woking: Plan 
International, August 18, 2017), https://plan-international.org/news/2017-08-18-
victory-child-marriage-banned-el-salvador.

iii	 Ibid.

ボックス 13
成功に焦点を当てる：早すぎる強制された
結婚の禁止

エルサルバドルでは、18歳未満の結婚は依然として問題であり、

女性の26％が子ども時代に結婚しているi。 UNFPAの最近の

データでも、2017年には10人中9人の女の子と思春期の若者が

18歳までに非公式な婚姻に入っており、10人中5人は強制的に行

われたものであったii。 このような状況を踏まえ、プランを含む市民

社会団体は、同国の子どもの権利保証機関である全国児童思春

期の若者協議会、サルバドル児童思春期の若者総合ケア研究

所、サルバドル女性開発研究所、国連システムの代表機関ととも

に、早すぎる強制された結婚を禁じる家族法14条の改正を要求す

る政治提言、ロビーイング、会議、ソーシャルメディアキャンペーン

を行った。

こういった努力によって、親の同意や女の子の妊娠による8歳未満

の結婚を認める23歳の例外法の撤廃が実現した。活動家たちは、

この法律がしばしば濫用され、娘が性暴力を受けたことで恥をか

かされた家族が娘をその相手とされる者に嫁がせていることがあ

る、ことを指摘したiii。2017年に成立した法改正により、この法的

抜け穴が塞がれた。

エルサルバドルは、ここ数十年で貧困と不平等を

減らす取り組みで大きな前進を遂げた。ジニ係数で測定される国

内の所得格差は、最貧困層20％の所得増加に牽引され、2007～

2016年の間に約5％ポイント減少した59。この結果、エルサルバド

ルはラテンアメリカで2番目に平等な国となったが、地方では依然

として貧困率が高い60。同じ期間に、安全な水にアクセスできる人

口の割合は79％から89％に、整備された衛生設備にアクセスでき

る割合は56％から95％超に上昇し、医療サービスへのアクセスは

劇的に改善した61。

これらの進展は、女の子や女性の健康や生活にプラスの効果をも

たらしている。だが、女性の政治参加、雇用、賃金、金融包摂など

の分野では、ジェンダー格差が続いている。高確率の暴力、家族

計画へのアクセスの制限、あらゆる状況下での中絶の完全犯罪化

（女性の命が危険にさらされている場合でさえ）は、女性の健康と

重要な権利を損ない続けている62。

エルサルバドルは、ほとんどの領域で女性と子どものための強力

な人権枠組みを有しているが、その実施には課題が残る63。（ジェ

ンダー平等をうたった法律にもかかわらず）GBVの発生率が依然

として高いなど、女の子と女性に対する特定の形態の差別は、政

策と実践との間の著しいギャップを反映している。2011年に「女性

が暴力のない生活を送るための特別総合法」が成立したが、女性

は依然としてGBVを経験しており、当局、特に警察や司法制度か

らの差別や敵意もある64。

暴力団による暴力や脆弱な司法制度は、高いレベルの暴力の一

因であるが、根本的な社会的要因とマチスタ（男性優位の文化）も

不処罰の環境を助長している65。エルサルバドルでは毎日平均15
件の性暴力が報告されており66、そのほとんどが若い女性に対す

るもので、性暴力を経験する女性の10人中7人が20歳未満である

という統計がある67。

図 17

エルサルバドルのSDGジェンダー指標ダッシュボード

国名
SDG 

1
SDG 

2
SDG 

3
SDG 

4
SDG 

5
SDG 

6
SDG 

7
SDG 

8
SDG 
10

SDG 
13

SDG 
16

SDG 
17 合計

エルサルバドル

0 4020 1008060

出典：Equal Measures 2030、2018
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ボックス 14 
「何が起こらなければならないかを知る必要
がある」

 「私の名前はYeniferで、18歳です。私は、この国の女の子と思春

期の若者の権利保護の課題から力をもらっている思春期にある若

者です。 私は、多くの女の子と思春期の若者が、性暴力、身体的暴

力、精神的暴力など、さまざまな形態の暴力を経験している現実を

見る機会がありました。」

「私は15歳の時に、他のユースやその親に人権やジェンダー平等の

問題について教える、コミュニティ活動やキャンペーンを行うグルー

プに参加しました。私は、私のコミュニティから300人の生徒がいる高

校に進学した唯一の女の子です。 最初は大変でした。特に、みんな

から『あの子は妊娠して、結局は中途退学するんだ』と言われたから

です。私のコミュニティでは、そうなる例も見ていました。女の子は学

校を中途退学し、そして妊娠してしまうのです。私にとっては、そのこ

とが学校に通い続ける動機となりました。」

「知識は奪われることはありません。例えば、女性に対する暴力を根

絶するのであれば、何をすべきかを知らなければなりません。私た

ちは法律がありますが、それを施行することはありません。」

「私はいつも成績がよく、いい人になりたいと思っていました。両親は

私に、『あなたには私たちみたいになってほしくない』と言います。母

の子ども時代はひどいもので、虐待や暴力をたくさん目撃しました。」

「ジェンダー平等は、私のコミュニティでは大きな課題です。コミュニ

ティでは、女の子や女性が過小評価されていると感じています。教

養を身につけ、市長に懸念を表明し、なぜ女性が市長に立候補しな

いのかといった質問をすることが重要です。」

Yeniferは、エルサルバドルでプランが主導するプロジェクトの一員で、エルサルバドルでジェンダー

平等を推進するために女の子や女性を対象にトレーニングを行っている。このグループは、ジェン

ダー平等に関するSDG目標5の策定と実施を促進するために結成された。
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2012年には、の女性の借り主が62％となった70。また、エルサル

バドル連邦準備銀行は、2012年に金融包摂同盟に主要メンバー

として参加し、地方や女性など、十分なサービスを受けていない人

びとに焦点を当て、金融サービスの向上に向けた具体的な取り組

みをしている。

健康

2009年の医療制度改革で生まれた勢いに乗って、国民の医療へ

のアクセスを改善した。2013～2015年にかけて、約72％の人が

保健省から補助を受けた健康保険に加入し、残りは社会保障で

賄われていた（25％強）71。

地方や遠隔地でのサービス拡大や、母子待機施設の設置などの

全国的な政策により、過去20年間で母子保健サービスが改善さ

れた72。また、思春期出産率（15～19歳の女性、1000人当たりの

出産数）は2000～2016年の間に20％以上減少した73。

政府の5ヵ年開発計画（2015-2019）では、妊産婦と乳児の死亡率

の更なる低下、ワクチン接種率の拡大、保健に関する家計の直接

支出を3％削減することを目指している74。

SDGジェンダー指標の優先行動分野

思春期の妊娠

2015年、エルサルバドルはラテンアメリカで最も10代の妊娠率が

高く、同国の全妊娠件数の32％を思春期の若者が占めていた
75。最新の全国家族健康調査（2014年）では、15～19歳の女の

子の23％が少なくとも1回は妊娠したことがあると示している。あ

る調査では、初めて妊娠したときに18歳以下だった人の48％が

意図しない妊娠であったことがわかり、家族計画へのアクセス改

善の必要性が強調されている76。GBVの蔓延、学校でのCSEの

欠如、性と生殖医療サービスに対する障壁といったものすべて

が、思春期の若者の高い妊娠率に反映されている77。

これらの要因が、女の子が自らの性と生殖に関する健康について

決定する可能性を奪っているだけでなく、子癇、産褥子宮内膜炎、

全身性感染症のリスクを高めることになり、妊娠後の中途退学を

余儀なくされる78。

エルサルバドル政府は近年、性教育の拡大、地方への保健サー

ビスの導入、女の子と女性の権利を損なう法的枠組みの変更に

取り組んでいる。例えば、2017年には、議員が全会一致で家族法

を変更し、男性が妊娠させた孕ませた法定年齢未満の女の子と結

婚することを認めていた法律を廃止した79。

中絶へのアクセス

エルサルバドルには、世界で最も厳しい中絶法があり、性暴力や

女性の命が危険にさらされている場合でも中絶を犯罪としている
80。中絶が母親の命を救うことを目的としていた場合でも、裁判に

かけられた多くの事例では、女性には2～8年、医療従事者には最

大12年の懲役刑が科される81。例えば、2013年には、16人の女

の子と女性が中絶で告発されたが、そのうち6人は犯罪を申し立

てられた時点で思春期の若者だった。流産や死産によって起訴さ

れるケースもある。最近話題になった事例では、死産を経験した

女性が懲役30年を言い渡された82。

中絶の犯罪化によって、性暴力による妊娠を継続させられた子ど

もや、予防可能な状態で死亡した女性、妊娠を危険にさらす可能

性があるため一部の治療を差し控える医師などの事例が発生して

いる83。合法的な中絶の禁止はまた、女性の健康と安全に壊滅的

な結果をもたらすこととなったために、中絶施術は秘密裏に行わざ

るを得なくなってしまった。2014年、エルサルバドル保健省

は、2005年以降、何万人もの女の子や女性が、しばしば農薬や鋭

利なものを使って、密かに中絶を行い、その結果、11％超の女性

が死亡していることを明らかにした84。

女性の権利団体は、あらゆる形態の人工妊娠中絶を犯罪とする
刑事訴訟法第133条の改革を提唱し続けてきたが、失敗に終わっ

ていた。2017年7月、右派の国民党共和国同盟は、中絶の最高刑

期を8年から50年に引き上げる新法案を提出した。女の子と女性

にとって不吉な前触れである85。

その他、2018年に立法院で検討された刑罰改正は、妊婦の生命

が危険にさらされる場合や、性暴力や近親相姦によって子どもが

妊娠した場合のみ中絶を合法化するなど、有望ではあるが包括的

とは言い難いものである。

ボックス 15
エルサルバドルのEM203：パートナー：プ
ラン・インターナショナル・エルサルバドル

プラン・インターナショナル・エルサルバドルは、40年以上にわた

り、子どもの権利と女の子の平等を促進するために全国的に活動

してきた。EM2030の支援を受けて、そのプロジェクト「Girls and 
Women Leading for Gender Equality」は、女の子のジェン

ダー平等に関するSDG目標5を優先的に実施するよう政府に影

響を与えることを目的としている。プラン・インターナショナル・エル

サルバドルは、9つの団体や女の子や若い女性自身と連携し

て、SDG目標5の進捗を監視し、データを使って国内メディアで問

題意識を高め、政府関係者への説明責任を促している。
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インド
全体像

その他の進展分野としては、乳幼児死亡率の低下（2005/06年の

新生児1,000人あたり57人の死亡から2015/16年には41人に減

少）、発育阻害率の低下（2005/06年の5歳未満の子どもの48％

から2015/16年には38％）などがある。女性の識字率も徐々に上

昇してきており（2005/06年の55％から2015/16年の68％に上

昇）、女性の金融システムへの関与も大きく進んだ（銀行または貯

蓄口座を持つ女性の割合が、2005/06年のわずか15％から

2015/16年の53％に上昇）91。

i	 ��M. Phillips, F. Mostofian, F. R. Jetly, N. Puthukudy, K. Madden and M. Bhandari, 
“Media Coverage of Violence Against Women in India: A Systematic Study of a 
High-profile Rape Case,” BMCWomen’s Health 15, no. 3 (January 2015), DOI: 
10.1186/s12905-015-0161-x.

ii	� S. Khan, “Five Years After Nirbhaya What has Changed for Women in Public 
Places,” The Hindu, December 19, 2017, https://www.thehindu.com/society/
five-years-after-nirbhaya/article21933310.ece.

iii	 Yamini, “Criminal Law (Amendment) Act, 2013: Sexual Offences”, Academike,  
April 8, 2015, https://www.lawctopus.com/academike/criminal-law-amendment/.

iv	� Ministry of Women and Child Development, “One Stop Centre Scheme, 
Implementation Guidelines for State Governments and UT Administrations” (New 
Delhi: Government of India, December 2017), http://wcd.nic.in/sites/default/files/
OSC_G.pdf.

ボックス 16
成功に焦点を当てる：GBV
市民社会は長年にわたり女性に対する暴力に関するキャンペー

ンを行ってきたが、女性に対する暴力事件がここ最近大きく報道

されたことを受けて、市民の意識が高まり、彼らの動員と、関与

が急増しているi。これを受けて、インド政府は同国の性暴力法

（インド刑法第375/376条）を改正し、性暴力の定義を拡大し、盗

撮、ストーカー行為、酸による攻撃も処罰対象としたii。その他の

改革としては、被害者のプライバシーを法的に保護し、被害者の

性的経歴に関する警察の尋問を廃止することを目的とした刑法

改正（2013年改正法案）などがあるiii.

政府はまた、暴力の被害を受けた女性に医療援助、警察援助、

法律援助/事例管理、心理社会的カウンセリング、一時的な支援

サービスを提供するセンターへの資金提供を増やしてい

る。2017年には150以上のワンストップセンター稼働するように

なり、2018年にはさらに50のセンターがオープンする予定である
iv。

女性用ヘルプラインも拡充され、あらゆる機関との連携（警察、ワ

ンストップセンター、病院など適切な機関につなぐ）を通じて、暴力

の被害を受けた女性に24時間即時・緊急対応できるようになっ

た。また、政府出資の女性向けプログラムに関する情報も提供す

る専用の電話番号も設けている。

インドは世界最大の民主主義国家であり、12
億人の人口を抱え、2050年までに世界で最も人口の多い国にな

ると予測されている86。そのことから、インドが開発目標に向けて

前進すれば、数億人の人びとの生活を改善することになる。ここ数

十年、インドは子どもの栄養、予防接種率、教育就学率の改善

や、幅広い経済成長に向けて大きく前進してきた。しかし、急速な

経済成長を背景に、ジェンダー格差は依然として存在する：女性に

対する暴力の割合は高く、女性の政府への参加は低いままで、差

別的な持参金（ダウリー）や相続の慣習も続いている87。

憲法は、法の下での女性の平等を保障し、宗教、人種、カースト、

性別、出生地などによる差別を禁止している。しかし、憲法は個人

的な法律も認めており、その結果、女の子や女性に対する差別を

許容する二重の制度になっている。例えば、民法では、結婚の最

低年齢は女性18歳、男性21歳であるが、イスラム個人法では（成

文化されていないものであるが）イスラム教徒が結婚を許容する

時期（時には思春期）を決めることができる88。

早すぎる結婚禁止法（2006年）などの関連法の施行は、その法令

が個人法に優先するかどうかが不明確であることもあり、不十分

である89。同様に、2005 年のヒンドゥー継承法は、ヒンドゥー教

徒、シーク教徒、仏教徒、ジャイナ教徒の女性に、先祖代々の財

産や共同所有の財産に対する平等な相続権を認めているが、イス

ラム教徒は、娘に息子の半分しか相続させない相続に関するシャ

リア法に従っている可能性がある90。

インドは2010年に「女性のエンパワーメントに関する国家ミッショ

ン」を立ち上げ、女性の福祉と社会経済的発展に関連するすべて

のプログラムを、すべての省庁で調整することを義務付けている。

政府は、ジェンダー平等に焦点を当てた具体的な取り組みや、安

全な水と衛生設備へのアクセス強化など、女の子や女性だけに焦

点を当てたものではないものの、彼女たちに恩恵をもたらすその

他のプログラムを主導している。

図 18
インドのSDGジェンダー指標ダッシュボード
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：SDGジェンダー指標の得点は、SDGsの望ましい終着点ではなく、対象6カ国に対する相対的なものである。
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ボックス 17

動画で世界を変える

「私の名前はSarojです。インドのマディヤ・プラデーシュ州に住んで

いて、ビデオボランティアとして働いています。私はコミュニティの人

にインタビューし、地域の問題に焦点を当て、女の子と女性を代表し

て物語を語るビデオを制作しています。私はこの動画をコミュニティ

のグループに見せることで会話を生み、変化のための行動を促すの

です。」

「私のグループには、50世帯を超える部族や上位カーストなど、普段

は交わることのない人たちが参加してくれています。」

「集会の際に私は普段、伝統的なサリーを着ていますが、女性が必

ずしもルールに従う必要はないことを示すために、男性と同じように

グムチャを着るようになりました。ジェンダー平等を実現するために

は、境界を超える必要があるのです。」

「私の最初の動画は、新生児・妊産婦ケアサービスにおけるジェン

ダーに基づく差別についてでした。女性はしばしば、男の子を出産す

るまで子どもを産み続けることを余儀なくされます。同じ動画で、遠隔

地でのワクチン接種サービスの欠如や、新生児死亡の増加を引き起

こしている不十分で限られた妊産婦ケアサービスについても話しまし

た。」

「私はそれをYouTubeにアップロードし、地元の保健所の職員と共

有しました。フォローアップの後、政府は私たちの地元の保健セン

ターに多くの看護師を派遣し、妊娠関連の家庭訪問の回数を増やし

ました。」

「以前は、政府に問題を提起する場合、正式な手紙を送る必要があ

りましたが、多くの場合、彼らの机の上で未開封のままでした。しかし

今では家族に影響を与えている問題についての証拠やインタビュー

のビデオを送ることができるようになりました。」

「私はずっとソーシャルセクターで仕事をしていますが、政府が今ほ

ど注意深く耳を傾けてくれることはありませんでした。村人は、私の

映像が変化を訴えるのに役立つと言ってくれています。」

「その結果、史上初の女性村長に選ばれたのです。」

「ジェンダー平等を提唱し、推進するためには、女の子や女性に影響

を与える物語を伝える女性レポーターが必要です。私が制作するビ

デオは、現実で何が起きているかを示す証拠です。私たちは、自分

たちの権利を取り戻すことができるよう、覚えておく必要があるので

す。」

Saroj (far right) shows a video that she has made to women in her community to spark a 
conversation about GBV and discrimination. 



48

equalmeasures2030.org

SDGジェンダー指標が取り組む領域で
の前向きな結果

金融システムへの関与

インド政府は、女性の経済参加と金融サービスへのアクセスを強

化するための制度を推進している92。例えば、マハトマ・ガンジー

全国農村雇用保証法は、法律で男女の同一賃金を義務付けてお

り、2017年3月には、インドは26週間の有給出産休暇を義務付け

る連邦法を施行した93。2014年に施行されたPradhan Mantri
Jan-Dhan Yojana制度は、女性の銀行、クレジット、保険、年金な

どの金融サービスへのアクセスを支援し、銀行口座を持たない人

が銀行口座を持つ試みをしている。この制度のもと、2億8000万

口座が新たに開設され、預金額は6390億インドルピー（99億ド

ル）94、2018年8月現在、1億6900万人の女性（地方と都市部の両

方）が恩恵を受けている95。

更に、インド政府は、融資や小規模貸付へのアクセスを促進する

ためにPradhan Mantri Mudra Yojana（Micro Units 
Development and Refinance Agency Ltd）制度を導入し

た。2016/17年の融資対象者の73％は女性だったが、女性は割り

当てられた資金の44％しか受け取っていない（融資を受けること

が有利であることを示しているが、男性がより多額の融資を受け

る傾向がある）96。インドは、現在成人の99％強をカバーしている

革新的なAadhaar National Identification Programmeを通じて、

女性の金融包摂を進めるための措置も講じている。その証拠に、

このプログラムにより、女性は生体情報を使って銀行口座開設に

必要な身分証明書を取得できるだけでなく、男性が妻の銀行口座

のお金にアクセスできないようにして、女性の経済的自律を促進

している97。

SDGジェンダー指標の優先行動分野

息子優先

息子優先は、インドにおけるジェンダー差別の顕著な象徴であり、

健康、栄養、教育など、SDGジェンダー指標に含まれる女の子と

女性に影響を与えるあらゆる問題の根底にある。

インドの男女比は、社会における女の子と女性の価値が引き続き

低いことを示す憂慮すべき指標の一つである。約30年前、経済学

者のAmartya Senは、インドには約4000万人の「行方不明の女

性」がいると算出した98。2011年の国勢調査データによると、インド

の性別比は男性1000人あたり女性933人だった。当時、女性比率

が高かったのはケララ州で（男性1000人あたり1084人）、ハリヤナ

州とデリー州は、それぞれ男性1000人あたり879人と868人という

最も低い比率だった99。この問題は、市民団体が大規模な公共

キャンペーンを行ってきた。

しかし、多くのキャンペーンメッセージは女性の生殖の役割に焦点

を当て、インドの不均衡な性別比における性選択的中絶の役割を

過度に強調することにつながっている。現実には、男女比の差は

中絶だけでなく、嬰児殺しや、特にそのような偏見を克服する収入

や権力を持たない家庭における、女の子の一般的なネグレクトに

よって生じることが多い100。これに対し政府は、出生前の性選択

を防止し、女の子の生存、保護、教育を促進することを目的とした

Beti Bachao Beti Padhao（「女の子を救い、女の子を教育する」）

を開始した。

ボックス 18
インドにおけるEM2030のパートナー：
Society for Health Alternatives
(SAHAJ)

SAHAJはグジャラート州に拠点を置くNGOで、コミュニティ主導

のプログラム、調査、政策提言を通じて、疎外された女の子や

女性の健康と教育の向上に努めている。EM2030の支援によ

り、SAHAJはインドの6つの州で国レベルでのパートナー連合と

協力し、提唱活動のためのデータスキルを構築している。女の

子と女性のためのSDGs、特に健康に関するSDGs目標3とジェ

ンダー平等に関するSDG目標5をデータに基づいて実施するこ

との重要性について、政府関係者の政治的意思と対話を高め

ることを目的としている。プロジェクトは、既存のデータと草の根

組織による現場レベルの証拠を分析し、最も取り残されやすい

女の子と女性のグループに焦点を当て、提唱活動を推進す

る。2018年の国レベルの提唱活動は、保健省・女性開発

省、NITI Aayog（インド変革のための国家機関）、統計・計画実

施省に焦点を当てた。
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インドネシア
全体像 

インドネシアは世界で4番目に人口の多い国

で、現在アジアで最も識字率の高い国の一つである（女性

93.59％、男性97.17％）101。同国は、世界最大の国民健康保険

制度の一つであるJKNなど、女の子と女性を支援する多くの法

律、規制、制度を導入している。これは現在、人口のほぼ4分の3
に無料の医療を提供し、妊産婦死亡を減らすための多額の投資

も含まれている102。

しかし、家父長的な文化や宗教的な保守性と相まって、いくつか

の重要な分野では法的な障壁があり、女の子や女性がその権利

を実現することを阻み続けている。例えば、税法や相続法は女性

を差別しており、セクシャルハラスメントや家庭内暴力から女性を

守るための法律は弱く、施行されていない103。

2016年の「女性の健康と生活経験調査」によると、インドネシアの

15～64歳の女性の3人に1人が、生涯で身体的および/または性

暴力を経験したと回答している104。女性はまた、経済における法

的障壁と差別に直面している：2017年のインドネシアの女性の労

働力率は51％で、男性のそれ（約80％）を大きく下回り、同等の開

発段階にある国の平均よりも低い105。最近の研究によると、インド

ネシアにおける女性の労働参加率が低い主な要因は、結婚、家

庭内に2歳未満の子供がいること、教育水準が低いこと（高等学

校水準未満）、特に地方から都市部への移住の結果、農業部門

が衰退した経済構造の変化である106。

SDGジェンダー指標が取り組む領域で
の前向きな結果

医療制度改革

JKNの結果、インドネシアの健康保険加入率は近年大幅に上昇

し、2004年の27％から2017年には73％になった107。2019年ま

でにインドネシアはJKN制度で人口の95％を網羅することを目

指している。

図 19
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vi	� Ibid.

ボックス 19
成功に焦点を当てる：女子教育

インドネシアでは、普遍的な初等（または基礎）教育に向けて大

きな進展があった。同国は1994年に導入した9年間の義務教育

から2016年に12年間の普遍教育を導入し、18歳までの子どもの

教育への平等なアクセスを確保することを目指しているi。初等教

育への就学率は2015年に99％に達し、現在では約2700万人の

子どもが初等教育を受けているii。

しかし、学校に通っていない人口の64％は依然として女の子が

占めており、この不平等は早い時期から始まっている。初等教育

前の就学率は男の子が64％であるのに対し、女の子は57％だ
iii。しかし、識字率の格差は縮まっており、15～24歳の男女の識

字率はほぼ同じで、インドネシアの非識字人口の69％を占める

16歳以上の全女性の数字とは明らかに対照的であるiv。 

教育への投資拡大により、初等教育への就学率はほぼ普遍

的になったが、世界銀行のデータによると、2014年には貧困

家庭の子どもの55％しか中等教育に就学していないv。インド

ネシアは最近、特に貧困家庭の子どもの初等・中等教育への

アクセスを高めるためにKIP制度を導入した。この制度で

は、KIPを利用できる6～21歳の者、または家族福祉カードを

保有する世帯の者は、教育補助金を受け取ることができる。

この制度は2014年に開始され、2015年までに就学資格を有

する子どもの数は1120万人から2030万人に増加したvi。

0 4020 1008060

出典：Equal Measures 2030、2018
注：SDGジェンダー指標の得点は、SDGsの望ましい終着点ではなく対象6カ国に対する相対的なものである。
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ボックス 20
女性の行政サービスへのアクセスを向上させるためのデータ活用

Sukaesihは、ジャカルタ都市部にある自身のコミュニティで暴力が蔓

延していることを理解し、コミュニティの女性グループとともに、家庭内

暴力や早すぎる強制された結婚の事例を記録し、出生証明書などの

適切な書類を持つ女性の数や、政府から何らかの社会支援を受けた

女性の数を追跡するようになった。

この情報は、国民健康保険証や教育関連補助金などの支援を、女性

が受けやすくするための提唱活動にとって重要なものである。

Ningは女性グループのフィールドコーディネーターとして、Sukaesih
のような女性とともに、女性の権利の確保に取り組んでいる。Ning
は、家族ともこのような問題について話し合うようになった。「家事労

働は女性だけでしなければいけないのではなく、男性もできるんだ

よ」と、彼女は家族に話す。以前は、夫に 「なぜこのグループに参加

したのか」と聞かれた。

Ningは、「今では、彼は家庭を支え、貢献してくれています」と言う。

「家事を手伝うのは男らしくないということで、首長から抵抗されました

が、私たちはこうした固定観念に挑戦しています」

NingとSukaesihは、女の子が家に閉じこもる最大の理由の一つ

が貧困であることを知り、経済的に自立できるように学校に通うこ

とを勧めている。

彼女たちは、コミュニティの女性に関するデータを収集し、地元政

府と共有することで、女性が政府のサービスを利用するよう促して

いる。「女性が適切なサポートを受けられるように、社会保障管理

者や社会局と協力して、政府の制度、特に国民健康保険にアクセ

スしています。」とNingは言う。「これまでに、40人の女性がこの制

度を通じて支援を受けています。」

また、女性グループは地区開発計画にも参加しており、政府が収

集したデータと自身のデータを照らし合わせ、検証・承認するため

に、社会保護プログラムの恩恵を受ける女性の数について、コミュ

ニティが作成したデータを計画会議で共有している。

インドネシア・ジャカルタの女性グループで音楽

セッションに参加するSukaesih（下段左端）と

Ning（下段左から2番目）。即席の楽器でドラムの

練習をしたり、自身でキャンペーンソングを作った

りしている。
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女の子と女性の健康面に関しては、明確な結果が得られてい

る：4回以上の妊産婦ケア訪問を受ける妊婦の割合は、2002年

の64％から2017年には77％に増加し108、5歳未満児死亡率

は、2002年の1,000人の出生あたり46人から2017年には32人

に減少した109。だが、妊婦死亡率は依然として高い。SDGジェン

ダー指標で使用された2015年の出生10万人あたり126人という

推定値は、世界の公式SDGデータベースからの引用である。し

かし、2015年のIndonesian Intercensal Surveyに基づく公表さ

れた政府データでは、出生10万人あたり305人の死亡というは

るかに高い割合が見積もられている110。 また、2013年には

39％の子どもが発育不良とされた111。

SDGジェンダー指標の優先行動分野

女性の政治参加

インドネシアでは、国会や地域代表者会議への女性の政治参加は

依然として比較的低い水準にある。2013年、インドネシアは国会

における女性の議席占有率を高めるため、30％のジェンダー

クォーター制を導入した。しかし、2014年の選挙では、クォータ規

定の執行強化、女性候補者を支援する市民社会主導の拡大努

力、有利な報道にもかかわらず、国会に選出された女性の割合は

わずか17.3％と前回とほとんど変わらなかった112。州レベル、地

区・市レベルでは、女性の政治参加は国レベルより更に低く、2014
年はそれぞれ14.6％と14.2％を獲得するに留まった113。

国や地方で選出された団体における女性の代表権（SDG5.5）が進

んでいない理由は主に5つある。第一に、政党は男性によって支配

されており、選挙管理委員会は、採用しなければならない女性の

新参者よりも、長年の忠実な男性会員を好む傾向がある。第二

に、省・県・市レベルの政党支部は、30％枠を遵守する意向を盛り

込むことだけが求められているため実行を回避することは可能で

ある。

第三に、女性候補者の採用はしばしば場当たり的に行われ、男性

政治家と関係のある女性を優遇する縁故主義の傾向が見られ

る。あるいは、選挙人によく知られ、票を獲得できると期待されて

選ばれ、その票が男性候補に移ることも多い。第四に、女性が政

党への金銭的な寄付や政治運動のための費用を賄うことが難し

いことにもあるだろう114。

最後に、インドネシアにおけるリーダーシップの規範は、依然とし

て男性を支持している。インドネシアで実施された最新のWorld 
Values Surveyでは、回答者の59％が「政治指導者としては、男

性がより優れているになる」という意見に同意または強く同意して

おり、2014年の選挙に向けた世論調査では、男性候補を好む有

権者は、の44％で、女性候補はわずか3％だった115。

早すぎる強制された結婚

インドネシアでは、推定14％の女の子が18歳未満で結婚しており、
毎年5万人以上の15歳未満の女の子が結婚している116。これは、
インドネシアの人口の多さから、子どもの花嫁の絶対数が最も多い
世界のトップ10カ国に入ることを意味する。2016年の最新データに
よると、この数字は地方における早すぎる強制された結婚の普及
率を大幅に過小評価しており、経済的圧力、持参金の慣習、その
他の要因によって、一部のコミュニティでは35%にも達している117。

インドネシアの早すぎる結婚に関する法律は、法定結婚年齢を、

男の子は19歳としているのに対して、女の子は16歳と、女の子を

差別している。早すぎる結婚問題に対する進展が停滞しているの

は、法律の抜け穴（「免除」）により、宗教裁判所や民事裁判所の

支持があれば、親は事実上、子どもの年齢を問わず合法的に結婚

を認めることができるためでもある118。

女性アドボケイターと政府の女性エンパワーメント・児童保護省

は、1974年の婚姻法からこの免除を取り除くために何年もキャン

ペーンを行ってきた。2018年初め、EM2030のパートナーである

KAPAL Perempuanを含む18の女性の権利団体が119、ジョコ・ウィ

ドド大統領に会い、この慣習を違法化する大統領令をの支持を嘆

願した。

その結果、人間開発・文化省の調整省と女性のエンパワーメント・

児童保護省の2つの政府省庁が、差別的な1974年法を改正する

ための正式な政令を準備中である120。

ボックス 21
インドネシアのEM2030パートナー：
KAPAL Perempuan

KAPAL Perempuanは、批判的思考、連帯、ジェンダー正義、

多元主義、非暴力を重視し支持する社会の創造を目指す女性

団体だ。EM2030の支援を受けて、KAPAL Perempuanは早す

ぎる結婚に関連する問題に焦点を当て、SDGs目標の達成を確

実にするためにデータに基づく提唱活動を構築している。このプ

ロジェクトは、早すぎる結婚率が高い2つの主要な地域であるロ

ンボクとグレシクでデータを収集し、影響力を行使し、草の根の

女性グループ、複数の関係者ネットワーク、国や地域レベルの

政府との協力や対話を通じて強化されている。

このプロジェクトでは、これまでKAPAL Perempuanが、早すぎ

る結婚の防止と根絶を支持する回状を発行するように地区政府

に影響を与えてきた。また、KAPALは、Bappenasや女性のエ

ンパワーメントと子どもの保護省などの国家機関や大統領府と

も大きく関わり、特にSDGs目標のなかでも特に、目標

1、2、3、4、5、10を達成するために、12年間の義務教育プログ

ラムの達成、MMRの減少、貧困連鎖の解消、女性の人身売買

防止、人的資源の増大などの約束を確保した。
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ケニア
全体像 

ケニアは、2008年に開始されたジェンダーと

開発に関する国家政策を実施するための行動計画など、ジェン

ダー平等を促進するための制度、インフラ、政策を構築するため

に、近年大きな行動を起こしている121。この国は、MMRで一定の

進展を見せ、初等教育就学率でジェンダー平等を達成し、中等教

育では平等に近づいてきている。

しかし、実効性の欠如とジェンダー課題への予算不足から女の子

と女性の人生に関わる法律や政策の枠組みに支障が出ている。

早すぎる強制的な結婚、FGM、食料安全保障と栄養、金融と技術

へのアクセスにみられる根強い差別と文化的規範は、女性の土地

保有と労働市場への参加に大きな悪影響を与えている。多くの女

の子と女性は基本的なサービスを受けられず、意思決定や政治

的リーダーシップにおける女性の代表性については、まだ進展の

余地が見られる。

SDGジェンダー指標が取り組む領域で
の前向きな結果

これらのサービスにより、女性は安全に銀行を利用でき、銀行へ

の移動時間を短縮し、利益率を高め、家計をよりコントロールでき

るようになる128。2015年には、約96％の女性がこうしたサービス

を知っていると答え（男性とほぼ同じ）、77％が過去1ヶ月に利用し

たことがあると回答した129。しかし、女性は送金や貯金・ローン商

品の利用でこうしたサービスを使う傾向が低かった130。

i	� National Council for Law Reporting (NCLR), The Constitution of Kenya, 2010 
(Nairobi: NCLR, 2010), http://www.klrc.go.ke/index.php/constitution-of-kenya/112-
chapter-four-the-bill-of-rights/part-2-rights-and-fundamental-freedoms/193-27-
equality-and-freedom-from-discrimination.

ii	� P. Domingo, A. McCullough, SF. Simbiri and B. Wanjala, Women and Power: 
Shaping the Development of Kenya’s 2010 Constitution (London: Overseas 
Development Institute, 2016), https://www.odi.org/sites/odi.org.uk/files/
odi-assets/publications-opinion-files/10292.pdf.

iii	� National Democratic Institute (NDI,) and Federation of Women Lawyers (FIDA 
Kenya) A Gender Analysis of the 2017 Kenya General Elections, (Washington, DC: 
NDI and Nairobi: FIDA Kenya, 2018). https://www.ndi.org/sites/default/files/
Gender%20Analysis%20of%202017%20GeneralElections%20FINAL%20
High%20Res%20for%20Printer%20-%20NEW%20COVER_small.pdf.

iv	� IPU, “Women In Parliaments” (Geneva: IPU, 2018,) http://archive.ipu.org/wmn-e/
classif.htm.

v	� Ibid.

ボックス 22 
成功に焦点を当てる：政治参加

ケニアの2010年憲法は、選挙で選ばれた団体のメンバー

の3分の2以上は1つの性別であってはならないという原則

を定めておりi、女性運動が積極的に働きかけた重要な成

果であるii。また、キャンペーン参加者は、ケニア政府に対

し、選挙過程における女性に対する暴力の排除を求め、

ジェンダー平等に関する市民教育を提案し、登録官事務所

による候補者リストの監視を強化するための規制を提言し

た。一つの成果は、政党が候補者リストに3分の2のジェン

ダー・ルールの適用を維持することを要求したことであるiii。

しかし、3分の2のルールに関する現在進行中の法的およ

び実施上の問題によって、この憲法上の約束の完全な達

成が成し遂げられていない。2017年のケニアの総選挙で

は、記録的な数の女性が選出されたがiv、それでも国会議

員の22％、上院議員の31％に留まっているv。

GBV
GBVの予防と対応に関する国家政策（2014）122は、GBVを排除

を目的とした政府間の枠組みを提供するものである。家庭内暴

力からの保護法（2015）123 は、差別的な文化的規範、慣習、伝

統に取り組んでいる。家庭内暴力の被害者を保護し、配偶者とそ

の扶養家族にシェルターを提供するだけでなく、同法が認める家

庭内暴力の形態には、婚姻中の性暴力、早すぎる強制的な結

婚、FGM、近親相姦、汚辱、妻の相続の強制、義理の両親から

の不法な干渉が含まれる124。しかし、ケニアの女性のほぼ半数

が生涯に身体的または性暴力を経験し、男女ともに1/3を超す

人々が「状況によっては、夫は妻を叩くことが正当である」と同意

した125。

金融包摂

Women's Enterprise Fund126は、数万人の女性に金融サービス

と融資へのアクセスを提供しており、2022年までに100万人超の

女性に技術訓練を提供すると予測されている。ケニアはまた、世

界でも、そして東アフリカでも最も成熟したモバイルマネー市場の

一つであり、2014年には成人の58％がモバイルマネー口座を開

設している（タンザニアとウガンダでは成人の約35％）127。

図 20
ケニアのSDGジェンダー指標ダッシュボード
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出典：Equal Measures 2030、2018
注：SDGジェンダーの得点は、SDGsの望ましい終着点ではなく、サンプル6カ国に対する相対的なものである。
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ボックス 23
土地の権利を主張する女性たちのパワーの運動の力

「私たちは、自分たちに大きく影響する課題のことで集まっています」

と語るAliceは、女性が自分たちの権利を主張するためにツール、知

識、自信を身につけさせるGROOTS Kenyaのメンバーだ。女性が主

導し、女性のためのコミュニティグループからなるこの草の根運動

は、ケニアの土地所有に関する法律や規制を改革するための運動を

推進している。

彼らの最初の目標は、共同土地所有権を提唱し、女性がより早く、よ

り簡単に、より安く土地証書に名前を追加できるようにすること、そし

てこのプロセスを（全国的ではなく）地域限定で利用できるようにする

ことによって、土地継承のプロセスを簡素化することであった。

2,430世帯の女性に「土地の権利を持っているか」「自分の土地を所

有しているか」とインタビューし、土地所有に関するデータを収集し

た。この調査結果は公開フォーラムで発表され、GROOTS Kenyaは

男性に配偶者と共同で土地の所有権を取得するよう促し、何年もか

かる相続手続きを迅速化した。

「私たちの文化では、土地の所有権は男の子にあります」と、Aliceの

グループのメンバーであるMaryは言う。「でも、大きな改善が見られ、

今日、土地は少なくとも男の子と女の子の両方で共有されるようにな

りました。」

GROOTS

Alice

SDGジェンダー指標の優先行動分野

妊産婦の健康

公衆衛生において劇的な進歩があったにもかかわらず、妊産婦

の罹患率と死亡率は依然高いままだ。2015年には、出生10万人

あたり147人というMDG目標をはるかに超える推定510人の女性

が死亡した131。更に、2012年の推定によると、ケニアでは出産時

に死亡した女性1人につき推定20～30人の女性が妊娠・出産時

の合併症の結果、重傷または障害を負っているとみられる132。

この犠牲者数を減らすための政府の政策として、2013年以来、す

べての公的医療施設での妊産婦ケアとサービスの無料化が行わ

れている。しかし、医療インフラが整備されたにもかかわらず、多く

の女性が住んでいる場所から医療機関が遠く離れているために、

質の高い妊産婦保健サービスを受けられず、出産時に熟練した

サポートを受けられないままである。ケニアの人口保健調査2014
のデータによると、熟練した出産介助者が監督する出産はわずか

62％で、2015年に設定されたMDG目標の90％を大きく下回って

いる133。

最近の改善にもかかわらず、妊産婦の健康上の課題は、特に地

方における家族計画ツール （避妊の方法）の不足によって深刻化

している。2014年には、生殖年齢にある女性（既婚・未婚を問わ

ず）の約43％が現代的または伝統的な避妊法を用いていたが
134、避妊具法の使用は家計の豊かさによって大きく異なり、家計

が厳しい層では32％であるのに対し、豊かな層では58～66％に

達していた135。
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しかし、2014年に生殖年齢にあるケニアの全既婚女性の18％が家

族計画ツールの必要性が満たされていないと答えているが、その

内訳は都市部では13％に対し、地方では20％と大きく差がみられ

る136。

中等教育

2000年以降、初等教育でジェンダーの均等、中等教育でほぼ均等

を達成したケニアは、ユース女性の識字率が劇的に向上し、2014
年には15～24歳の86％が識字者と報告されている137。しかし、全

員の初等教育への入学は実現しておらず、中等教育への就学率

は男の子（51％）、女の子（48％）と低いままだ。

女の子の中等教育への就学に対する課題は、乾燥・半乾燥地帯

の郡部で深刻で、就学に対する否定的な態度、FGMや早すぎる結

婚、質の低い教育、治安の悪さが女の子の教育の妨げになってい

る。

女の子の中等教育への就学率を改善のために政府は、恵まれな

い生徒への奨学金、乾燥・半乾燥地域の寄宿学校への支援、妊娠

や早すぎる結婚で中途退学した女の子の復学を認める再入学政

策などの取り組みを行っている。

女性の土地所有権

農業はケニアのGDPの26％を超える産業で、地方では成人の

70％以上が従事している138。政府は、食糧生産と供給の拡大、食

糧価格の引き下げ、食品加工バリューチェーンの改善によ

り、2022年までにすべてのケニア人に食糧安全保障と適切な栄養

を保証することを目指している。しかし、その努力も女性の土地利

用制限によって妨げられている。多くの地域の慣習法では、女性

は結婚しても父親の財産を相続することができず、亡くなった夫の

財産を請求することもできない。ケニアFIDAによると、2017年に女

性が単独で保有する土地はケニア全体のわずか1％、男性と共同

で保有する土地はわずか5％であった139。多くの法律が女性の土

地所有権を認めているにもかかわらずが、地元地方当局の公的能

力の不足が法律の履行を妨げており、ケニアの幅広い経済成長に

対する女性の潜在的貢献は限定されてしまっている。

ボックス 24
ケニアのEM2030パートナー：GROOTS
Kenya

GROOTS Kenyaは、開発途上分野における　女性たちの効果

的な関与を促進することを使命とする全国的草の根女性運動だ。

EM2030の支援を受け、GROOTS Kenyaは、利用可能な国の

ジェンダー統計と、独自の調査から導き出された地域に根ざした

ジェンダーデータを用いて、ジェンダー・トランスフォーマティブな

SDG目標に関する説明責任を追及していく。草の根データアドボ

ケイターが追跡している優先的なテーマ別課題には、土地へのア

クセス、金融・デジタルサービスへのアクセス、性と生殖に関する

健康、無報酬ケアワーク、安全な公共空間、エネルギーへのアク

セスなどがある。このプロジェクトの初期の成功例としては、ライ

キピア郡における家庭用水へのアクセス向上と郡レベルの気候

変動政策の策定を求めるロビー活動の成功や、主流メディアや

ソーシャルメディアにおいてデータによるコンテンツを推進するた

めの地元有名人との提携がある。
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セネガルのSDGジェンダー指標ダッシュボード
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セネガル
全体像

セネガルは、失業率と出生率が高いにもかか

わらず、世界銀行140によれば、高い経済成長率を予測している比

較的安定したアフリカの民主主義国家である。しかし、膨大な数の

ユース人口を抱えるだけでなく、高い貧困水準と低い社会的保護水

準という課題に直面しており、これらはすべてジェンダー平等に密

接に関わりあっている。

セネガルは、女性の平等を確保するための法的進歩を遂げており、

憲法を改正してすべての選挙における選挙人名簿の男女比の均等

化を義務付ける2010年平等法（ボックス25参照）などがある
141。2012年の立法選挙でその実施が行われ、女性の代表が2007
年の22％から42％にほぼ倍増した142。セネガルは、女の子、女性、

男の子、男性が開発に参加し平等に恩恵を受ける同じ機会を得ら

れるよう「公平とジェンダー平等に関する国家戦略（2016〜2026）」

を採択した143。この戦略は国家レベルでのジェンダー予算も義務付

けている。

しかし、OECDのSIGIスコアでは、資産の所有権、相続、その他

の法的権利に関する差別的な家族法を考慮し、セネガルのジェン

ダー差別尺度を「中」（「非常に低い」から「非常に高い」までの尺

度）としか評価していない144。1972年の家族法は、土地へのアク

セスを男女平等に認めているが、伝統的慣習により実際には平等

が損なわれており、女性が土地の相続ができない例が頻繁にみ

られ、夫も妻の土地取得に反対する場合がある。同様に、家族法

第108条で早すぎる強制的な結婚が禁止されているが、いまだに

広く行われている145。

SDGジェンダー指標が取り組む領域で
の前向きな結果

教育

セネガルの教育は16歳まで無料で義務教育であり、小学校への

就学率も大きく前進している：2000年の67％から2015年には

85％に上昇した146。2009～2016年の間に、中学校の試験に

合格した学生の数は、2009年の20500人から2016年の54500
人と倍以上に増加している147。しかし、最新の推計によれば、

中等教育に関しては、女の子も男の子もまだ遅れをとっている。

中学校修了率は、女の子では20％、男の子では23％に留まって

図 21

i	� M. Tøraasen, “Gender Parity in Senegal – A Continuing Struggle,” CMI Insight, no. 
2, May 2017. (Bergen: Chr. Michelsen Institute, 2017), https://www.cmi.no/
publications/6230-gender-parity-in-senegal-a-continuing-struggle.

ii	� Ibid.
iii IPU, 2018, http://archive.ipu.org/wmn-e/classif.Htm.
iv Tøraasen, 2017, https://www.cmi.no/publications/6230-gender-parity-in-senegal-

a-continuing-struggle.

ボックス 25
成功に焦点を当てる：進歩的なジェンダー
クォーター法

セネガルの女性運動は、政治家や国際的なドナーの支援を受け
て、2010年に世界で最も進歩的なジェンダークォーター法の一つ
である「平等法」の採択を推進したi。すべての政党は、候補者名
簿に女性と男性を交互に記載し、男女比50％を目指すことが義務
づけられた。この法律は、選挙管理委員会に対し、違反した場合
には候補者リストを却下する（つまり、政党を選挙から除外する）
権限を与えている。

2009年当時、女性は地方自治体の議席の16％、国会議員の議

席の22％しか占めていませんでした。法律が成立して初めて実

施された2012年の選挙では、国や地方議会で投票された女性

の割合が劇的に上昇しました。現在では、地方自治体の議席の

47％を女性が占めii、国民議会の議席の42％を女性が占めてい

るiii。

しかし、深刻な課題が残っている。ジェンダー平等はセネガル

の政策に組み込まれているが、その実施は一部の宗教団体

に反対されている。そのため、宗教団体には平等の適用除外

が設けられ、法律が弱体化している。宗教的な反発は、「平

等」という言葉の使い方にも影響を与え、セネガルの一部の

地方では、「平等」は「私はもう夫の権威を認めない」という意

味に使われるようになったiv。

0 4020 1008060

出典：Equal Measures 2030、2018
注：SDGジェンダー指標の得点は、SDGs目標の望ましい終着点ではなく、対象6カ国に対する相対的なものである。

いる148。識字率に至っては、16歳以上の男性が53％に達してい

るのに対し、女性は34％と引き続き遅れをとっている149。

着実な経済成長は教育への投資拡大にも寄与しており、教育部

門の資金は2009～2016年の間に48％増加した150。政府は強固

な教育法・政策を整備し、教育問題で世界をリードしている。
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ボックス 26
妊娠が教育を終わらせるとき：女の子を学校に通わせるためのデータ

Diarra（取材時23歳）が妊娠したとき、彼女

は校長先生であるYaye Kandiaに学校に

留まらせてほしいと頼んだ。しかし、コミュ

ニティからは否定的な反応が相次いだ。

Diarraは当初、子どもの父親 との結婚を

迫られ、学業を放棄するように言われたの

だ。しかし、粘り強く努力した結果、結婚せ

ず出産後に学校に復帰することができた。

「私はいつも教育を大切にしてきました」と

Diarraは言う。学校ではクラブに所属し、教

育や女の子の権利に関する学校セッション

やキャンペーンを開催していた。「最初は多

くの反発もありましたが、今ではみんな私

たちに耳を傾けてくれます。」

Diarraが暮らし働くカフリン地方（セネガル中

央部）では、女の子の就学と就学継続が難

しい課題となり得る。女の子は成績優秀な

生徒であることが多いものの、卒業まで学校

にとどまるには激しく葛藤する必要があ

る。2017年、カフリンで理系の学位を取得し

て卒業した女の子はわずか1人で、大学入

試に合格した学生のうち女の子が占める割

合はわずか12％であった。この地域の新し

い母親のうち、学校に戻るのはわずか20％

だと、Yaya Kandiaは言う。

Diarraは現在、学校の事務局と協力して、何

人の女の子が妊娠しているか、そのうちの

何人が学校を卒業したかというデータを集め

ている。

この知識は、Diarraや学校がこの問題に取

り組む上で必要な道具になる。

Yaya Kandiaは、「女の子の復学を支援す

る一つの方法として、教育省が女の子に奨

学金を支給し、学校関連の費用を個人で負

担できるようにすることが考えられます」と

述べた。「そうすることで、女の子はもっと自

由に自分の将来を選択できるようになりま

す」。

「教育は、暴力を予防し、暴力と闘うための

手段です」とDiarraは言う。"女の子が教育

を受けると、私たちのコミュニティで起きてい

ることに対して、異なる意見を持つことがで

きるようになります。物事を違った角度から

見ることができるようになり、変化を促すこ

とができるのです」。

セネガルのカフリン地方にある学校の教室でのYaye Kandia
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例えば、セネガルは最近、2018年のGPE補充を共同開催し、ド

ナーとしてGPEに貢献する最初の開発途上国となった。女の子の

教育の権利の実現には課題が残りますが、現在の教育への投資

は、同国が世界的な公約を達成するための軌道に乗っていること

を意味する。

SDGジェンダー指標の優先行動分野

貧困の軽減

セネガルは世界の最貧国の一つであり、人間開発指数（2017
年）では188カ国中162位である151。数十年にわたる非常に緩や

かな経済成長の後、セネガル政府は2014年に低成長と弱い貧

困軽減のサイクルを断つための開発計画である「Plan Senegal
Emergent（PSE）」を採択した。速報値では、セネガルの経済成

長率は2017年までに6.8％となり、3年連続で6％を超える成長率

となっており、貧困レベルも4～7％と緩やかに低下している152。

しかし、SDGジェンダー指標によると、人口の47％が貧困ライン

未満で生活している。貧困に関連する指標の他の側面には、社

会支援プログラムによって網羅されている人口の最貧困層5分の

1の割合がわずか5％であることや、土地の使用、管理、所有に

対する女性と男性の平等かつ安全なアクセスを法律がどの程度

認めているか、があるが、現在のところセネガルの法律では完全

に認められてはいない。セネガルの民法およびイスラム法（シャリ

ア法）の両方を認める二元的制度は、特に相続に関連して、事実

上女性を差別している153。

ボックス 27
セネガルのEM2030パートナー：FAWE 
FAWEセネガルは、女子教育、訓練、女性のエンパワーメントに対

する政策、実践、前向きな姿勢の採用を奨励することにより、教育

における公平性とジェンダー平等を促進することを目的としてい

る。

EM2030の支援を受けたFAWEのプロジェクトは、ジグィンチョー

ルとセディウの地域に焦点を当てている。これらの地域では、早す

ぎる強制された結婚、早期妊娠、GBVのために、女の子が教育を

修了する上で特に大きな課題に直面している。生徒、親、教師、教

育関係者を対象とした一次調査では、課題の規模の特定を目的とし

た。

この証拠をもとに、各地域の擁護団体は、SDG目標4の教育とSDG
目標5のジェンダー平等の達成成功のために、データに基づいた提

唱活動とメディアによる国民動員に取り組んでいる。
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本報告書は、ジェンダーに関する確かなデータを、それを必要とす

る人々に、必要な時に、最大限の効果をもたらすために利用できる

形で届けることの重要性を強調し、データを利用してジェンダー平

等に関する変化に影響を与える上で、アドボケイターが果たす重要

な役割について概説している。また、6カ国におけるジェンダー平等

とSDGsの現状について新たな視点を提示し、女の子と女性の生

活を変革する方法として、データが彼女たちの手に委ねられること

でその絶大な力を発揮することを強調した。

この報告書は、アドボケイターによるアドボケイターのための

EM2030 SDGジェンダー指標を紹介した。これは、世界中のジェン

ダー活動家の表明したニーズに根ざした、SDGsに沿ったジェン

ダー平等に関する最も包括的な指標である。そして、12のSDGs目

標と対象6カ国において、この指数が実際にどのように機能するか

を示し、その後、ジェンダー平等の「深堀り」調査を提供する一連の

国別プロファイルを紹介した。

指数から何を学んだか

6カ国の調査結果によって、さまざまなテーマ領域にわたって実効

性を向上させ、女の子と女性たちにより広範な平等を届けるために

共通する課題と機会が指標で示された。いくつかの国では、法律

や公約の存在が、女の子と女性のための真の変化に結びついて

いない（エルサルバドルのGBVの継続的な深刻な蔓延やケニアの

女性の土地所有権の欠如、などの例）。一方、他の国では、女の

子と女性の権利を促進し、保護する強力な法的枠組みが慣習法に

上書きされることがある（インド、インドネシア、セネガルの結婚年

齢に関する法律など）。

これら6カ国で近年見ることができたジェンダー平等の達成と政策

の勝利を祝うことと同じように、その課題と後退についても認識しな

ければならない。すべての女性が同じように進歩を実感できるわけ

ではないが、各国には祝うに値する進歩があり、データや証拠の

活用を含め、女の子や女性が変化を推進している例もある。

SDGジェンダー指標の次のステップ

EM2030は現在、SDGジェンダー指標の次のステップを準備中で、

来年にかけて規模を拡大することを目標としている。2019年6月に

は、データの制約を考慮し、可能な限り多くの国を含む拡張した指

数を発表する予定だ。

健康や教育といった身近な分野だけでなく、ジェンダー平等を確保

するために取り組まなければならない付属書4で説明したような課

題についても、より多くの優れたデータで指標を拡大することを目

指す。

すべてのSDG目標にジェンダー平等の成果が組み込まれている

ため、SDGジェンダー指標は、SDGs全体の主要な進歩を監視す

るための重要なツールとなる。同様に、このは、世界的に比較可能

なデータが不十分であるために指数に含められなかった重要な

ジェンダー平等問題の「欠落」があることを強調しなければならな

い。提唱者たちは世界全体で比較可能なデータと証拠を抽出でき

るよう十分な投資の拡大を呼びかけるべきだ。

監視や説明責任の取り組みが進んでいるとはいえ、データ収集だ

けでは不十分であり、はあくまで手段であることを私たちは認知し

ている。データが持つ影響力を十二分に活用するべきだ。

EM2030の支援により、6つの国内パートナー団体は、データと証

拠を現在使用して、コミュニティで優先されるSDGの課題に目下、

影響を与えている。

EM2030のパートナーや世界中のジェンダー提唱者たちに課せら

れた課題は、SDGジェンダー指標に含まれるデータを自身の目的

に適合させること、つまり、本当に変化を促すことができる人たちに

メッセージを届けるために、説得力があり魅力的な方法で再パッ

ケージ化し、自国にとって最も重要な問題を深く掘り下げ、データを

活かして、女の子や女性が生きている現実の物語を語ることであ

る。
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2018年に世界中で行われたEM2030の調査で、最も不利な立場

にある女の子や女性の支援におけるSDGを大きく躍進させるため

には、関連データがなければ不可能だ、と89％もの世界の提唱者

たちが同意している。であれば、私たちはアプローチを変えなけれ

ばならないことがわかるだろう。

一緒に次に何ができるだろうか

EM2030の信条は「協働」だ。SDGsは協働によってのみ達成する

ことができ、ジェンダー平等には、権力の回廊にいる政治指導者か

ら、小さな村の女の子や女性主導の運動まで、あらゆるレベル、あ

らゆる部門のジェンダー平等支持者の協働が必要である。

そこでEM2030では、SDGジェンダー指標をより強化するた

め、2019年にできるだけ多くの国のデータを用いて同指標を発表

する前に、あらゆるセクターにまたがる幅広い関係者からのフィー

ドバック、提案、関与を募集している。SDGジェンダー指標に関連

するご意見は、info@equalmeasures2030.org までお寄せいただ

きたい。

つながろう

www.equalmeasures2030.org および新しい Gender 
Advocates Data Hub (www.data.em2030.org) にアクセスし

てつながろう。また、ニュースレターに登録し、ツイッターで

@Equal2030をフォローして欲しい。皆様のご協力とアドバイス

により、私たちは、世界中の女の子と女性の物語を変えるため

に使用できる指数の作成を目指す。


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私たちは、SDGジェンダー指標が出発点、会話のきっかけに過ぎ

ず、女の子と女性の生きた現実をより完全に語るために、提唱者

による、提唱者のために開発されたより完全に近い物語、証拠、

ツールによって補完されなければならないことを認識している。

データ、説明責任、SDGS

本報告書の冒頭で、私たちは2030年アジェンダの野心的な目標達

成まであと12年しかないことを認識し、女の子と女性のための進歩

を推進するために取り組むべき解決策とギャップについて問いか

けた。

この報告書が、6カ国に対する私たちの指標の結果を通じて示した

ことは、法律、クォータ、公約、資金配分が、女の子と女性のため

の真の変化に結びつかなければならないということだ。提唱者や

ジェンダー平等の支持者は、どのようにその進捗を監視し、これら

の取り組みについて政府に責任を負わせることができるのだろう

か。一つの解決策はデータだ。

データは、政治的な意思を喚起し、ジェンダー平等が政策課題とし

て浮上し、政府の優先事項であり続けることを確実にする極めて重

要なツールである。

私たちは、報告書のセクション4にある国別プロファイルで示されて

いるように、アクセス可能で、適切かつタイムリーなジェンダー別の

データを提唱者と勝者の手に渡すことが重要な役割であると認識

しているが、目標の進捗を測定し追跡する上で、データの大きな課

題が存在する。

政府のデータにギャップが残っていると思う理由を尋ねたところ、

私たちのグローバル調査でジェンダー平等提唱者の91％が、「女

の子と女性に影響を与える問題についてのデータ収集は優先され

ていない」と考えていた。どうすれば優先されるのだろうか。
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付属書1：
EQUAL MEASURES 2030 SDG GENDER INDEX FRAMEWORK 

Ref   Indicator

SDG indicator 
reference/   

complementary

Gender- 
specific 

indicator Data source

1a Proportion of the population living below the 
national poverty line 1.2.1 No World Development Indicators (World Bank) 

1b Proportion of the poorest quintile of the population 
covered by social assistance programs Complementary No Aspire database (World Bank)

1c
The extent to which laws afford women and men 
equal and secure access to land use, control and 
ownership (score)

5.a.2 Yes Women, Business and the Law (World Bank)

2a
Prevalence of stunting among girls (height for age 
<-2 standard deviation from the median of the 
WHO Child Growth Standards) <5 years of age 

2.2.1 (girls only) Yes

Demographic and Health Survey for 
Colombia,Kenya, Senegal, NFHS for India, 
UNICEF MICS for El Salvador, RISKEDAS for 
Indonesia

2b Prevalence of obesity among women aged 20+ 
years Complementary Yes Global Nutrition Report dataset (WHO)

2c Prevalence of anaemia amongst non-pregnant 
women (aged 15 - 49 years) Complementary Yes Global Health Observatory Repository (WHO) 

3a Maternal mortality ratio (per 100,000 live births) 3.1.1 Yes SDG Indicators Global Database beta 0.2.52 
(UNSD)

3b Adolescent birth rate (births per 1,000 women 
ages 15-19) 3.7.2 Yes

Demographic and Health Survey for 
Colombia,Kenya, Senegal, NFHS for India, 
UNICEF MICS for El Salvador, RISKEDAS for 
Indonesia

3c

Proportion of women married or in a union of 
reproductive age (aged 15-49 years) who have 
had their need for family planning satisfied with 
modern methods

3.7.1 Yes SDG Indicators Global Database beta 0.2.52 
(UNSD)

3d Incidence of HIV per 1,000 uninfected women of 
reproductive age (aged 15-49 years) 3.3.1 Yes SDG Indicators Global Database beta 0.2.52 

(UNSD)

4a Percentage of female students enrolled in primary 
education who are over-age Complementary Yes Institute for Statistics (UNESCO)

4b
Percentage of young women aged 3-5 years 
above upper secondary school graduation 
age who have completed secondary education

Complementary Yes Institute for Statistics (UNESCO), WIDE 
(UNESCO) for Indonesia 

4c Proportion of women  (15+ years) who have basic 
literacy skills Complementary Yes Institute for Statistics (UNESCO)

5a Proportion of women aged 20-24 years who were 
married or in a union before age 18 5.3.1 Yes UNICEF

5b
Percentage of women who agree that a husband/
partner is justified in beating his wife/partner under 
certain circumstances

Complementary Yes Demographic and Health Survey 
StatCompiler, UNICEF MICS

5c The extent to which there are legal grounds for 
abortion (score based on 10 legal grounds) Complementary Yes Global Abortion Policies Database (WHO)

5d Proportion of seats held by women in national 
parliaments  5.5.1 Yes Inter-Parliamentary Union

5e
The extent to which women are represented in 
senior levels of government (score based on five 
positions)

Complementary Yes Wikipedia

5f Proportion of women who have made or received 
digital payments in the past year Complementary Yes Global Findex Database (World Bank)

6a Proportion of population using at least basic 
drinking water services 6.1.1 No Joint Monitoring Program for Water Supply, 

Sanitation and Hygiene (WHO/UNICEF)
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6b Proportion of population using at least basic 
sanitation services 6.2.1 No Joint Monitoring Program for Water Supply, 

Sanitation and Hygiene (WHO/UNICEF)

6c

The extent to which a country’s policies and plans 
have specific measures to reach women and 
specific measures for the financing plan to target 
resources to women in relation to a) sanitation and 
b) drinking water (score)

Complementary Yes Glass report (WHO)

7a Proportion of population with access to electricity 7.1.1 No SDG Indicators Global Database beta 0.2.52 
(UNSD)

7b Proportion of population with primary reliance on 
clean fuels and technology 7.2.1 No SDG Indicators Global Database beta 0.2.52 

(UNSD)

7c The extent to which national energy frameworks 
take a gender responsive approach (score) Complementary Yes International Union for Conservation of 

Nature

8a
Ratio of the share of young women (15-24 years) 
relative to men not in education, employment or 
training (NEET)

Complementary Yes International Labour Organization

8b
Ratio of women to men recognized as 
“contributing family workers” (as a % of total 
employment for female and male employment)

Complementary Yes International Labour Organization

8c Unemployment rate for women (% of female 
labour force) 8.5.2 Yes International Labour Organization

8d
The extent to which the country has laws 
mandating women’s workplace equality (score 
based on 5 factors)

Complementary Yes Women, Business and the Law (World Bank)

10a
Palma inequality ratio (the share of income of 
the richest 10% of the population divided by the 
share of income of the poorest 40%)

Complementary No Palma Dataset (Cobham, Schlogl, Sumner, 
2016)

10b Expert perceptions of women’s political power 
(score) Complementary Yes Varieties of Democracy Initiative

10c The extent to which the national constitution 
addresses gender equality (score) 5.1.1 Yes WORLD Policy Analysis Center

13a Number of deaths, missing persons and persons 
affected by disaster (per 1,000 population) 1.5.1/13.1.1 No International Disaster Database (UNISDR)

13b
The extent to which the delegation representing 
the country at the UNFCCC is gender balanced 
(score)

Complementary Yes
United Nations Framework Convention on 
Climate Change and Women’s Environment 
and Development Organization

13c The extent to which a country’s emissions 
reductions target is within their “fair share” (score) Complementary No Christian Holz, Sivan Kartha and Tom 

Athanasiou, 2017 

16a
Percentage of women ages 15+ who report that 
they “feel safe walking alone at night in the city or 
area where you live”

16.1.4 Yes Gallup

16b Proportion of children <5 years of age whose 
births were registered with a civil authority 16.9.1 No SDG Indicators - Global Database beta 0.2.52 

(UNSD)

16c Female victims of intentional homicide (per 
100,000 population) 16.1.1 Yes United Nations Office On Drugs and Crime

16d Number of those displaced by conflict per 1,000 
people (total/stock displacement) Complementary No Internal Displacement Monitoring Centre

17a Social expenditure as a % of GDP (for all types of 
social assistance programs) 1.a.2 No Aspire database (World Bank)

17b Progressive structure and incidence of tax 
(standardised tax score) Complementary No Commitment to Reducing Inequality Index 

(Oxfam)

17c The extent to which countries are committed to 
gender budgeting (score) Complementary Yes International Monetary Fund

17d Openness of gender statistics (score) Complementary Yes Open Data Watch

Ref   Indicator

SDG indicator 
reference/   

complementary

Gender- 
specific 

indicator Data source
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付属書 2:
SDG GENDER INDEX INDICATOR TABLE

Colombia El Salvador India Indonesia Kenya Senegal

Ref   Indicator Unit Va
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ar
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lu

e
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e
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1a
Proportion of the 
population living below 
the national poverty line

% 28 2016 38 2016 22 2011 11 2017 36 2015 47 2011

1b

Proportion of the poorest 
quintile of the population 
covered by social 
assistance programs

% 81.4 2014 71.4 2014 26.6 2011 75.6 2015 34.4 2005 5.1 2011

1c

The extent to which laws 
afford women and men 
equal and secure access 
to land use, control and 
ownership (score)

0 = no laws 
exist; 100 = 

extensive laws 
exist

100 2017 100 2017 100 2017 50 2017 75 2017 50 2017

2a

Prevalence of stunting 
among girls (height 
for age < - 2 standard 
deviation from the 
median of the WHO Child 
Growth Standards)  
<5 years of age 

% <5 years old 11 2009 
- 10 12 2014 38 2015 

- 16 38 2013 22 2014 15 2016

2b
Prevalence of obesity 
among women aged 20+ 
years

% 26 2014 27 2014 7 2014 8 2014 11 2014 15 2014

2c

Prevalence of anaemia 
amongst non - pregnant 
women (aged 15 - 49 
years)

% 21 2016 22 2016 52 2016 28 2016 26 2016 49 2016

3a Maternal mortality ratio 
(per 100,000 live births)

ratio per 
100,000 live 

births
64 2015 54 2015 174 2015 126 2015 510 2015 315 2015

3b
Adolescent birth rate 
(births per 1,000 women 
ages 15 - 19)

rate per 1,000 
15 - 19 year 

olds
75 2015 74 2014 51 2015 

- 16 48 2012 96 2015 72 2016

3c

Proportion of women 
married or in a union of 
reproductive age (aged 
15 - 49 years) who have 
had their need for family 
planning satisfied with 
modern methods

% 87 2016 82 2014 72 2016 78 2017 78 2016 47 2016

3d

Incidence of HIV per 
1,000 uninfected women 
of reproductive age 
(aged 15 - 49 years)

ratio to 1,000 
uninfected 

women aged 
15 - 49 years

0.04 2016 0.17 2016 0.08 2016 0.25 2016 3.09 2016 0.12 2016
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4a

Percentage of female 
students enrolled in 
primary education who 
are over - age

% 14.9 2016 12.2 2016 10.0 2013 2.5 2016 24.6 2012 11.9 2016

4b

Percentage of young 
women aged 3 - 5 years 
above upper secondary 
school graduation 
age who have completed 
secondary education

% 76.9 2015 56.7 2014 39.6 2016 50 2012 39.1 2014 6.1 2016

4c
Proportion of 
women  (15+ years) who 
have basic literacy skills

% 94 2015 86 2015 59 2011 94 2016 74 2014 34 2013

5a

Proportion of women 
aged 20 - 24 years who 
were married or in a union 
before age 18

% 23 2015 26 2014 27 2015 
- 16 14 2013 23 2014 31 2015

5b

Percentage of women 
who agree that a 
husband/partner is 
justified in beating his 
wife/partner under 
certain circumstances

% 3 2015 8 2014 45 2015 
– 16 35 2012 42 2014 49 2016

5c

The extent to which there 
are legal grounds for 
abortion (score based on 
10 legal grounds)

0=no 
grounds exist; 

100=most 
grounds exist

60 2017 0 2017 60 2017 30 2017 20 2017 0 2017

5d
Proportion of seats held 
by women in national 
parliaments 

% 19 2018 32 2018 12 2018 20 2018 22 2018 42 2018

5e

The extent to which 
women are represented 
in senior levels of 
government (score 
based on five positions)

0=no 
representation; 

100 = 
extensive 

representation

0 2018 20 2018 50 2018 40 2018 40 2018 0 2018

5f

Proportion of women 
who have made or 
received digital payments 
in the past year

% 33 2017 18 2017 22 2017 35 2017 75 2017 36 2017

6a
Proportion of population 
using at least basic 
drinking water services

% 97 2015 93 2015 88 2015 90 2015 58 2015 75 2015

6b
Proportion of population 
using at least basic 
sanitation services

% 84 2015 91 2015 44 2015 68 2015 30 2015 48 2015

6c

The extent to which a 
country’s policies and 
plans have specific 
measures to reach 
women and specific 
measures for the 
financing plan to target 
resources to women in 
relation to a) sanitation and 
b) drinking water (score)

0=no 
measures; 
100=many 
measures

100 2015 0 2015 50 2014 25 2015, 
est. 0 2014 100 2016

Colombia El Salvador India Indonesia Kenya Senegal
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7a
Proportion of 
population with access 
to electricity

% 99 2016 99 2016 85 2016 98 2016 56 2016 65 2016

7b

Proportion of 
population with primary 
reliance on clean fuels 
and technology

% 92 2016 86 2016 41 2016 58 2016 13 2016 32 2016

7c

The extent to which 
national energy 
frameworks take a 
gender responsive 
approach (score)

0=not gender 
responsive; 
100=most 

gender 
responsive

75 2017 25 2017 25 2017 25 2017, 
est. 0 2017 0 2017

8a

Ratio of the share of 
young women (15 - 
24 years) relative to 
men not in education, 
employment or training 
(NEET)

ratio of shares 
by sex 2.5 2017 2.6 2015 6.2 2012 1.8 2017 1.3 1999, 

est. 1.5 2015

8b

Ratio of women to 
men recognized as 
“contributing family 
workers” (as a % of total 
employment for female 
and male employment)

ratio of shares 
by sex 2.8 2017 1.6 2017 3.0 2017 4.3 2017 1.8 2017 2.8 2017

8c
Unemployment rate for 
women (% of female 
labour force)

% female 
labour force 11.4 2017 3.9 2017 4.2 2017 3.9 2017 15.3 2017 5.0 2017

8d

The extent to which 
the country has laws 
mandating women’s 
workplace equality 
(score based on 5 
factors)

0=no laws; 
100=extensive 

laws
20 2018 20 2018 60 2018 40 2018 100 2018 0 2018

10a

Palma inequality ratio 
(the share of income of 
the richest 10% of the 
population divided by 
the share of income of 
the poorest 40%)

ratio of top 
10% income 

to bottom 
40% income

3.97 2012 2.05 2012 1.50 2012 1.49 2010 2.91 2005 1.89 2011

10b
Expert perceptions of 
women’s political power 
(score)

0=no power; 
100=extensive 

power
50 2016 25 2016 50 2016 50 2016 50 2016 75 2016

10c

The extent to which the 
national constitution 
addresses gender 
equality (score)

0=does not 
address 

gender; 100= 
addresses 

gender

100 2017 25 2017 100 2017 25 2017 75 2017 100 2017
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13a

Number of deaths, 
missing persons and 
persons affected by 
disaster (per 1,000 
population)

rate per 1,000 
population 0.11 2015 

- 17 3.87 2014 
- 17 9.46 2015 

- 17 0.19 2015 
- 17 2.26 2015 

- 17 0.07 2013 
- 16

13b

The extent to which the 
delegation representing 
the country at the 
UNFCCC is gender 
balanced (score)

0 = no gender 
balance; 100 = 
gender balance

100 2012 60 2012 20 2012 60 2012 60 2012 60 2012

13c

The extent to which a 
country’s emissions 
reductions target is 
within their “fair share” 
(score)

0 = does not 
meet fair share; 
100 = exceeds 

fair share

25 2017 25 2017 75 2017 75 2017 75 2017 100 2017

16a

Percentage of women 
ages 15+ who report that 
they “feel safe walking 
alone at night in the city 
or area where you live”

% 36 2017 43 2017 69 2017 73 2017 54 2017 40 2017

16b

Proportion of children 
<5 years of age whose 
births were registered 
with a civil authority

% 96.8 2015 98.5 2014 79.7 2015 
 - 16 72.5 2016 66.9 2014 68.3 2015

16c
Female victims of 
intentional homicide (per 
100,000 population)

rate per 
100,000 
females

4.20 2016 15.69 2016 2.67 2016 0.26 2014 2.62 2016 2.67 2015

16d

Number of those 
displaced by conflict per 
1,000 people (total/stock 
displacement)

rate per 1,000 
people 132.7 2017 48.0 2017 0.60 2017 0.01 2017 3.3 2017 1.37 2017

17a

Social expenditure as a 
% of GDP (for all types 
of social assistance 
programs)

% 3.01 2015 0.81 2014 1.52 2016 0.84 2013 
- 15 0.37 2016 0.99 2015

17b
Progressive structure 
and incidence of tax 
(standardised tax score)

0 = least 
progressive; 
100 = most 
progressive

59 2015 55 2015 46 2015 67 2015 46 2015 40 2015

17c

The extent to which 
countries are committed 
to gender budgeting 
(score)

0=no gender 
budgeting; 

100= extensive 
gender 

budgeting

33 2017 66 2017 66 2017 33 2017 0 2017 33 2017

17d Openness of gender 
statistics (score)

0 = no open 
data; 100 = 

extensive open 
data

40 2017 40 2017 40 2017 60 2017 40 2017 35 2017
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This annex provides a rationale for the inclusion of each of the 12 
SDGs in the SDG Gender Index, the issues captured in our Index, 
and why those issues must be tackled if the world is to uphold the 
rights of girls and women. It also includes a set of key facts for each 
SDG.154 

One word is inescapable throughout this section, and that 
is ‘disproportionate’. Across the 12 goals, we see that every 
challenge that the world must overcome has a disproportionate 
impact on girls and women. From poverty to poor health, and from 
lack of education to the effects of climate change and conflict, it is 
girls and women who feel the impact most acutely. 

The disadvantage experienced by girls and women is often 
masked by data that present the average picture, leading to 
assumptions that progress is fairly evenly distributed across 
nations, communities and even within households. This only 
reinforces the urgent need for more and better data, disaggregated 
by sex (as well as other dimensions), to achieve the SDGs by 2030.

As this is the first iteration of the SDG Gender Index, EM2030 
invites feedback on the indicators presented in this section. Such 
feedback will inform the scale-up and full launch of the Index in 
2019. 

SDG 1
POVERTY

KEY FACTS

l	 �Nearly 1.1 billion people moved out of extreme poverty 
between 1990 and 2018.i

l �Yet in 2013, almost 11 per cent of the world’s people still 
lived on less than $1.90 each day.ii

l �Women are more likely to live in extreme poverty than 
men: in 2017, 122 women aged 25-34 lived in extreme 
poverty in developing countries for every 100 men,iii
rising to 132 women for every 100 men in Latin America 
and the Caribbean.

l �In 2011, women accounted for only 10-20 per cent of all 
land holders in developing countries.iv

i	� World Bank, “Poverty Overview” (Washington, DC: World Bank, 2018), http://www.
worldbank.org/en/topic/poverty/overview.

ii	� Ibid.
iii	� UN Women, 2018, http://www.unwomen.org/en/digital-library/sdg-report.
iv FAO, 2011, http://www.fao.org/docrep/013/i2050e/i2050e.pdf.

WHY SDG 1 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY

Despite enormous achievements in halving the 1990 poverty rate 
during the era of the MDGs, a continuing lack of disaggregated 
data blurs the different ways in which poverty today affects men 
and women, with assumptions that those within a household share 
the same standard of living. In reality, intra-household gender 

inequities mean that girls and women feel the impact of poverty 
most severely. Analysis by UN Women and the World Bank also 
finds that women are 4 to 8 per cent more likely than men to live 
in extreme poverty, with the widest gap in Central and Southern 
Asia.155 

As well as leaving girls and women more vulnerable to poverty, 
gender inequities deny them the resources to cope, including 
education, incomes, banking and credit, control of assets and 
decision-making power. In hard times, poverty and gender 
inequities combine to undermine their prospects, with girls and 
women more likely to stop education, start unpaid labour, eat last 
and go without healthcare.156 


A Poverty Assessment of Grenada showed that 
the labour force participation rates of women 
were substantially lower than for men. The 

Government became aware of the issue and started 
designing policies to address it.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 1

Issue 1: Households living below the national poverty line
Indicator 1a: Proportion of the population living below
the national poverty line

National poverty lines provide a useful way to assess the people 
or households seen as poor in each country by setting a line 
below which people will struggle to meet their basic needs. The 
women living in households below the poverty line have difficulties 
accessing basic services and productive economic activities. The 
indicator also illustrates the reach of social protection provided 
by a government, as well as women’s access to such protection. 
The measurement of a proportion is also a useful starting point for 
national assessment of gender dynamics and poverty. 

Issue 2: Social protection for the poorest households
Indicator 1b: Proportion of the poorest quintile of the 
population covered by social assistance programmes

While poverty heightens existing gender inequalities, social 
protection can ease the impact of poverty on the poorest 
households and prevent backsliding on gender equality. Social 
protection can include government provision of cash or food, 
protection for livelihoods, enhancing the rights of marginalized 
people and policies that encourage women’s employment. Yet 
women are disproportionately excluded from effective social 
protection schemes,157 even though these have been shown to 
narrow gender gaps in poverty rates and provide an economic 
lifeline for poor women.158 

Evidence suggests that social protection schemes do the most 
good for the most people when they target women, who are 
more likely than men to invest social protection resources in the 
health, nutrition and education of their children.159 The resulting 
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multiplier effect leaves families healthier, better educated and more 
economically stable.160 

Issue 3: Laws on women’s access to land use, control 
and ownership
Indicator 1c: The extent to which laws afford women and 
men equal and secure access to land use, control and 
ownership (score)

Control of resources, including land, is skewed by discriminatory 
legislation and customary laws that exacerbate poverty and 
gender inequality. Most of the 189 nations in the World Bank’s 
Women, Business and the Law 2018 survey161 have at least one 
law constraining women’s economic participation, and women’s 
property rights are limited in 75 countries. Widows in 36 countries 
lack the same inheritance rights as widowers, and 39 countries 
stop daughters from inheriting the same proportion of assets 
as sons.162 Women’s inability to hold land titles limits their ability 
to use land as a source of productive income or as collateral for 
bank loans, leaving them with fewer assets and undermining their 
potential contribution to the economy, as well as their rights. 

Strong property rights for women, on the other hand, enable asset-
based lending where land is used as collateral. Ensuring women’s 
ability to secure and use land could accelerate global poverty 
reduction. When two Indian states reformed the Hindu Succession 
Act in 1994 to give women and men identical inheritance rights, 
parental investment in daughters increased, more women had 
bank accounts and community sanitation improved.163

SDG 2
HUNGER

KEY FACTS

l	 �In 2015, women accounted for 60 per cent of 
chronically hungry people worldwide.i

l	 �Estimates from 2011 suggest that if women had the 
same access to productive resources as men, they 
could increase farm yields by 20-30 per cent, lifting 
100-150 million people out of hunger.ii

l	 �Malnourished mothers are more likely to give birth to 
underweight babies, and underweight babies are 20 
per cent more likely to die before the age of five.iii

l	 �The rate of obesity nearly tripled globally between 
1975 and 2018.iv

i	� World Food Programme (WFP), Gender Policy 2015-2020 (Rome: WFP, 2015), 
https://www.wfp.org/content/2015-wfp-gender-policy-2015-2020-0.

ii	� FAO, 2011, http://www.fao.org/docrep/013/i2050e/i2050e.pdf.
iii WFP, 2018, https://www.wfp.org/our-work/preventing-hunger/focus-women/

women-hunger-facts.
iv	� WHO, “Obesity and Overweight: Key Facts” (Geneva: WHO, 2018) http://www.who.

int/news-room/fact-sheets/detail/obesity-and-overweight.

WHY SDG 2 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY

Today an estimated 789 million people are undernourished, and 
women account for 60 per cent of the world’s chronically hungry 
people.164 Hunger poses severe risks to women’s health, and the 
health of their children. Malnourished mothers are more likely to 

give birth to underweight babies, and underweight babies are 
20 per cent more likely to die before the age of five.165 While food 
insecurity varies across countries, women are more likely than men 
to experience such insecurity in most countries. The gender gaps 
in food insecurity are widest in Africa, South America, and South 
Asia: in Pakistan, for example, food insecurity among women was 
11 percentage points higher than among men in 2014/15.166 

Such gaps are often linked to women’s lack of control over 
household assets, land and agricultural technologies. Crises can 
exacerbate such inequities, as seen across many other SDGs. UN 
Women has found that when crises hit or food prices rise, girls and 
women often become household ‘shock absorbers’,167 spending 
more time finding food while consuming less food (and less 
nutritious food) than others.

Progress on hunger means empowering the girls and women 
who collect, produce, cook, process and sell so much of the 
world’s food. Their access to productive agricultural resources can 
increase incomes and enhance the well-being of their children, 
as well as move the world towards SDG target 2.3: doubling 
the agricultural productivity and incomes of small-scale food 
producers. 

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 2

Issue 1: Stunting among girls
Indicator 2a: Prevalence of stunting among girls (height 
for age <-2 standard deviation from the median of the 
WHO Child Growth Standards) <5 years of age

Those who survive stunting (being too short for their age) due 
to malnutrition in early childhood face lasting damage to their 
cognitive development, educational achievement, health and their 
productivity as adults.168 While similar stunting rates for boys and 
girls exist at the global level,169 recent research reveals close links 
between stunting and gender inequalities in some countries.170 
Stunting may be more prevalent, for example, among girls in 
countries with a strong son preference, such as India.171 

It is also more prevalent in the poorest households, where it 
combines with other risks for girls, such as early marriage and child 
bearing to increase the dangers of perinatal and neonatal death. 

Children of undernourished mothers are themselves more likely 
to be stunted – as documented in Ethiopia, Mozambique, Nigeria 
and Tanzania – with stunting rates offering a proxy measure for 
women’s nutrition.172 Given its impact on development, the World 
Health Assembly positions stunting as a key indicator for nutrition.

Issue 2: Obesity among women
Indicator 2b: Prevalence of obesity among 
women aged 20+ years

While not reflected in the SDG targets, obesity has serious 
implications for global health and has almost tripled since 1975.173 
According to WHO, more people now live in countries where 
obesity is a bigger killer than lack of food.174 Worldwide, at least 
2.8 million people die each year from conditions related to being 
overweight or obese.175
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While women’s obesity rates are double those of men in the 
WHO regions with the widest gender gaps – Africa, Eastern 
Mediterranean and South East Asia – the rates are similar in higher-
income countries. The gender distribution of obesity offers a 
measure of gender equality.176 Where more women than men are 
obese, they are affected in different ways by the inequalities that 
cause obesity.177 

Obesity also contributes to many non-communicable diseases, 
such as heart disease, diabetes and gestational diabetes, 
the latter of which can lead to significant maternal and foetal 
complications.178 As the global obesity and diabetes epidemics 
expand, they will increasingly affect women of childbearing age: 
in many countries of sub-Saharan Africa, for example, women are 
already more likely to be obese or overweight than men and have a 
higher prevalence of diabetes.179 

Issue 3: Anaemia in women of reproductive age
Indicator 2c: Prevalence of anaemia amongst 
non-pregnant women (aged 15-49 years)

Anaemia contributes to one fifth of all maternal deaths 
worldwide.180 The links between anaemia and maternal and infant 
mortality and morbidity are clear, as are the benefits of low-cost 
programmes to distribute fortified foods and iron supplements 
that can prevent anaemia. According to WHO, such interventions 
improve pregnancy outcomes, children’s school performance and 
women’s productivity.181 

Yet progress towards the goal set in 2012 by the World Health 
Assembly of halving anaemia in girls and women of reproductive 
age remains painfully slow. Its prevalence has fallen only a few 
percentage points in South Asia, for example: from 55 per cent in 
1990 to 49 per cent in 2016.182 

Anaemia underscores health disparities between and within 
countries. Affecting nearly one in three girls and women worldwide, 
it is life-threatening primarily for those living in developing 
countries. Within countries, prevalence rates are highest among 
girls and women who are already vulnerable, including those living 
in rural areas, the poorest and those with limited education.

SDG 3 
HEALTH

KEY FACTS

l	 �The global maternal mortality ratio fell by 44 per cent 
between 1990 and 2015.i

l	 �Around 16 million girls aged between 15 and 19 years 
give birth each year.ii

l	 �There are approximately 380,000 new HIV infections 
among adolescent girls and young women globally 
every year.iii

l	 �Globally, there were still more than 1.4 million pregnant 
women with HIV in 2015.iv

l	 �In 2008, deaths caused by unsafe abortion accounted 
for an estimated 13 per cent of all maternal deaths.v

l	 �In 2017, more than one in ten married women worldwide
had an unmet need for family planning services.vi

i	 UNICEF, 2017, https://data.unicef.org/topic/maternal-health/maternal-mortality/.
ii WHO, 2018, http://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/adolescent-

pregnancy.
iii	�� Ibid.
iv WHO, n.d., http://www.who.int/gho/hiv/epidemic_response/PMTCT_text/en/.
v WHO, “Unsafe Abortion Incidence and Mortality,” Information Sheet (Geneva: WHO, 

2012), http://apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/75173/WHO_RHR_12.01_
eng.pdf;jsessionid=5D27DC0A27E17D3FAEA758B98F2DFF97?sequence=1.

vi	� WHO, World Family Planning (Geneva: WHO, 2017), http://www.un.org/en/
development/desa/population/publications/pdf/family/WFP2017_Highlights.pdf.

WHY SDG 3 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Gender inequalities often determine who suffers the heaviest 
burden of disease and who can access healthcare, with women’s 
health undermined by GBV, lack of control over household 
resources, and unpaid and unhealthy work.183 Girls and women 
cooking on open fires in their homes, for example, breathe in 
pollutants that contribute to hundreds of thousands of deaths 
each year.184 They face gender-specific health risks, including 
FGM, and complications during pregnancy and childbirth such as 
obstetric fistula.
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Girls and women are not only more vulnerable to health problems 
– they also have less access to healthcare. In some communities, 
medical treatment for girls and women is not a priority. Furthermore, 
women bear a disproportionate responsibility for unpaid care work 
– including caring for the sick. Unpaid care work is thought to cost 
around 13 per cent of global GDP each year ($10 trillion).185

When girls and women have good prenatal care and safe birthing 
facilities, infant mortality rates fall and child health improves. 
Investment in adolescent girls’ health increases their chances of 
finishing secondary school and of finding productive work. And 
ending the disproportionate burden of poor health on girls and 
women would enhance progress on education, gender equality 
and economic growth (SDGs 4, 5 and 8).


Because we had enough data on the health 
situation of working mothers in rural areas in 
southern Tunisia, we were able to accordingly 

launch an SRHR campaign that targeted these women and 
linked them with medical centres in the southern 
governorates.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 3

Issue 1: Maternal mortality
Indicator 3a: Maternal mortality ratio (per 100,000 live births)

Safe pregnancy and childbirth are linchpins of women’s health. 
The vast majority of maternal deaths are preventable, with 
over three quarters of deaths during pregnancy and childbirth 
caused by the dangers of severe bleeding, infections, unsafe 
abortion, hypertensive disorders (e.g. pre-eclampsia), or delivery 
complications.186 The rest are caused by medical conditions 
complicated by pregnancy (e.g. cardiac disease, malaria, diabetes 
or HIV/AIDS). 

Every leading cause of maternal mortality can be mitigated by 
access to safe and accessible health or medical facilities with 
skilled attendants, such as doctors, midwives or trained nurses.187 
While maternal mortality has fallen globally since 1990, inequities 
persist across regions and within countries, with the highest rates 
of mortality among the poorest girls and women and those living 
in rural areas. Sub-Saharan Africa is the region with the highest 
MMR with 556 deaths for every 100,000 live births in 2015, 
accounting for two thirds of all global maternal deaths.188 

Issue 2: Adolescent birth rate (girls, ages 15-19)
Indicator 3b: Adolescent birth rate 
(births per 1,000 women aged 15-19)

Gender inequalities drive high birth rates among adolescent 
girls, while early childbearing denies them vital opportunities. An 
estimated 16 million girls aged 15 to 19 give birth each year.189 
Early pregnancy is linked to lack of access to reproductive health 
services and to the harmful practices of child, early and forced 
marriage.

Adolescents are vulnerable to complications in pregnancy and 
childbirth, including obstetric fistulas that are common in girls who 

give birth before their bodies have matured.190 In 2017 the WHO 
reported pregnancy and childbirth as the leading cause of death 
among girls aged 15 to 19 worldwide.191 Early childbearing also 
undermines girls’ prospects: young mothers are less likely to finish 
school,192 which diminishes their earning potential and leaves 
them more vulnerable to intergenerational poverty.

Issue 3: Access to modern methods of family planning
Indicator 3c: Proportion of women married or in a union of 
reproductive age (aged 15-49 years) who have had their 
need for family planning satisfied with modern methods

Modern methods of family planning enhance the well-being 
of women and adolescent girls. They enable girls and women 
to makes choices about their own bodies, avoid unwanted or 
dangerous pregnancies and space out their births, a practice that 
reduces the risks for women and babies and increases household 
investment in each child. Modern family planning also supports 
a woman’s participation in social and economic life – including 
paid employment. Adolescent girls need access to reproductive 
healthcare to avoid early pregnancy and stay in school. 

Family planning counselling and access to contraception also 
reduce abortion, including unsafe abortion in countries where 
it is illegal, restricted or prohibitively expensive. In all, 214 million 
women in developing countries who want to avoid pregnancy 
are not using any modern contraceptive method.193 In Latin 
America and the Caribbean, more than 24 million girls and 
women of reproductive age reported an unmet need for modern 
contraception in 2017.194

Issue 4: HIV incidence in women 
Indicator 3d: Incidence of HIV per 1,000 uninfected women 
of reproductive age (aged 15-49 years)

Adolescents and young people represent a growing share 
of people living with HIV and those newly infected worldwide. 
Globally, in 2016, there were an estimated 2.4 million adolescent 
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girls and young women living with HIV, with adolescent girls and 
young women constituting 61 per cent of all young people living 
with HIV.195

In sub-Saharan Africa – the region most affected by HIV – girls 
and young women aged 15-24 accounted for almost 70 per cent 
of new infections and the world’s fastest growing infection rate.196

Yet UNICEF data suggest that only 23 per cent of adolescent girls 
in the region in 2017 were tested for HIV in the past 12 months.197 

Sexual violence increases the risk of infection.198 Once a woman 
contracts HIV, she is vulnerable to more violence, poor health 
and complications during pregnancy and childbirth, as well as 
poverty. A study in sub-Saharan Africa found that stigma around 
HIV deterred reporting of violations of property and inheritance 
rights.199 Women’s HIV status, therefore, links to most other SDG 
targets, including those on poverty. 

SDG 4
EDUCATION

KEY FACTS

l	 �It was estimated in 2013 that if all girls completed 
secondary education, child, early and forced 
marriages would fall by two thirds.i

l	 �Increased education for women has prevented more 
than four million child deaths over the past 40 years.ii

l	 �In 2014, women accounted for two thirds of the world’s 
774 million illiterate adults – a proportion that had not 
changed for 20 years.iii 

i	 �UNESCO, 2013, https://en.unesco.org/gem-report/sites/gem-report/files/
girls-factsheet-en.pdf. 

ii	� CARE International, “Education” (Geneva: CARE, n.d.), https://www.care-
international.org/home-page/our-focus-on-women-and-girls/education-2. 

iii	� UNESCO, “Women and Girls’ Education: Facts and Figures” (Paris: UNESCO, 2014), 
http://www.unesco.org/new/en/unesco/events/prizes-and-celebrations/
celebrations/international-days/international-womens-day-2014/women-ed-facts-
and-figure/. 

WHY SDG 4 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY

SDG 4 has a strong gender perspective, grounded in evidence on 
the close links between girls’ education and social and economic 
development, including poverty reduction: one additional school 
year can increase a woman’s earnings by 10 per cent to 20 per 
cent; each year of secondary education reduces the likelihood of 
marrying as a child by five percentage points or more; and a child 
whose mother can read is 50 per cent more likely to live past the 
age of five.200

To date, only two thirds of the world’s countries have achieved 
gender parity in primary school enrolment, and just over one 
third have achieved parity in lower secondary enrolment.201 Girls 
living in rural poverty still face the greatest barriers to education, 
and families that cannot afford to send all children to school 
may choose to send only their sons. Such educational gaps 
can undermine a girl’s earnings in later life, and her chances of 
genuine participation in society. 

However, SDG 4 goes far beyond enrolment. It also recognizes 
the challenges presented by a lack of the necessary increases in 
resources, infrastructure and teachers to cope with the growing 
number of students in schools, often resulting in poor learning 
outcomes. United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization (UNESCO) estimates from 2012 suggested that, 
globally, approximately 250 million children of primary school 
age had not acquired basic literacy or numeracy skills, some 
even after four years of schooling.202 

SDG 4 emphasizes learning outcomes driven by curricula 
reform, teacher training and the reduction of violence against 
girls in school, and covers all types of learning (formal, informal, 
technical and vocational).


We use the Days for Girls program and use data
to track how many girls stay in school as a result 
of the training. Using data to show that our work 

is accomplishing our goal helps with additional support.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 4

Issue 1: Girls’ who are over-age in primary school
Indicator 4a: Percentage of female students enrolled in 
primary education who are over-age

In many poor and conflict-affected countries there is a mismatch 
between a child’s age and their school grade. According to 
the UNESCO Institute for Statistics (UIS), of the 84 per cent 
of adolescents of lower-secondary age in formal education 
worldwide in 2014, nearly one in every five was in a primary 
class.203 

Many poor children start late, repeat classes or drop out, but 
girls are more likely to drop out or be pulled out of school when 
they are the wrong age for their grade, particularly during the 
transition between primary and secondary education.204 Where 
their education is a low priority and they do not attend school 
regularly, families may not see the benefits of keeping them 
in school or fending off the social pressures that drive child 
marriage.

It is vital to keep girls in school beyond puberty. According to 
UNESCO in 2013, if all girls had a secondary education, there 
would be two thirds fewer child, early and forced marriages.205 

Issue 2: Girls’ (upper) secondary school completion
Indicator 4b: Percentage of young women aged 3-5 years 
above upper secondary school graduation age who have 
completed secondary education

The development impact of girls’ secondary education is clear. 
Research has shown that when a girl in the developing world 
receives seven years of education, she marries four years later 
and has 2.2 fewer children – and those children are likely to be 
healthier.206 Recent data show that for every additional year of 
schooling a girl receives on average, her country’s resilience to 
climate disasters can improve by 3.2 points on the Notre Dame 
Global Adaptation Index.207
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Secondary education is the most important predictive factor not 
only for poverty reduction, but also the reduction of human rights 
violations. According to the World Bank “each year of secondary 
education may reduce the likelihood of marrying before the 
age of 18 by five percentage points or more,”208 and the GPE 
notes that even one year of secondary education for a girl can 
correlate with an increase of up to 25 per cent in her wages later 
in life.209 

Issue 3: Women’s literacy
Indicator 4c: Proportion of women (15+ years) 
who have basic literacy skills

The literacy rate among youth aged 15 to 24 increased globally 
from 83 per cent to 91 per cent between 1990 and 2015.210 
However, of the world’s 123 million illiterate youth in 2014, 76 
million were female. These gender disparities have changed 
very little over time.211 Given that literacy and numeracy are 
basic learning outcomes, a focus on literacy provides a proxy 
measure for the quality of education in schools. Where literacy 
and numeracy skills increase, it signals an improvement in the 
quality of education, and the benefits of girls’ education – such 
as reduced early marriages, increased earnings and healthier 
children – will become apparent. 

While the official SDG indicator 4.6.1 examines the percentage 
of the population in a given age group achieving a minimum 
proficiency level in (a) literacy and (b) numeracy, by sex, the SDG 
Gender Index narrows this down to look at the proportion of 
women (15+) with literacy skills. 

SDG 5
GENDER EQUALITY

KEY FACTS

l	 �In 2013, around 35 per cent of women worldwide
reported having experienced physical or sexual 
violence in their lifetime.i

l	 �In the period 1982-2011, up to 38 per cent of murders 
of women were committed by their partners,ii and 49
countries currently have no laws to tackle domestic 
violence.iii

l �Women still earn 25 per cent less than men, on 
average.iv

l	 �Women’s political representation has risen by 10 
percentage points on average worldwide over the 
past 20 years,v however just 20 current heads of state 
or government are female.vi

l	 �38 per cent of the 146 nations studied by the WEF have 
had a female head of government or state for at least 
one year in the past half-century; in over 90 per cent of 
these countries, women led for five years or less.vii

l	 �Women’s representation among cabinet ministers 
increased from 6 per cent in 1994 to 18 per cent in 
2015.viii 

i	� WHO, 2017, http://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/violence-against-women. 
ii Ibid. 
iii UN Women, 2017, http://www.unwomen.org/en/digital-library/multimedia/2017/7/

infographic-spotlight-on-sdg-5. 
iv	� UNFPA, Worlds Apart: The State of the World’s Population 2017. (New York: UNFPA, 

2017), https://www.unfpa.org/swop. 
v	� UN Women, 2017, http://www.unwomen.org/en/digital-library/multimedia/2017/7/

infographic-spotlight-on-sdg-5. 
vi	� Women in International Politics, “Women and Political Leadership – Female Heads of 

State and Heads of Government”, February 20, 2018 (Madrid: Women in 
International Politics), https://firstladies.international/2018/02/20/2018-women-
and-political-leadership-female-heads-of-state-and-heads-of-government/.

vii	 �WEF, 2017, http://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2017.pdf.	
viii UNDP, “The World’s Women: Power and Decision-making” (New York: UNDP, 2015), 

https://unstats.un.org/unsd/gender/downloads/WorldsWomen2015_chapter5_t.pdf. 



73

equalmeasures2030.org

WHY SDG 5 MATTERS FOR  
GENDER EQUALITY 

SDG 5 is unique in focusing on one population group: girls and 
women. However, its achievement requires strong progress for girls 
and women across every other SDG. SDG 5 creates clear linkages 
between its overall goal of gender equality and the empowerment 
of women, including its own targets on ending discrimination and 
eliminating violence against women, and other SDG targets that 
reflect specific gender issues: the SDG 3 targets for family planning 
and reproductive health; the SDG 4 targets for gender parity in 
education; and the SDG 16 targets on the elimination of sexual 
exploitation and trafficking, among many others. 

SDG 5 is also aspirational. While no nation on earth has ended 
discrimination against women, target 5.1 represents a catalytic 
call to action. Other targets were hotly contested, including 5.4 on 
recognizing and valuing unpaid care and domestic work, and 5.6 
on universal access to sexual and reproductive health. Their very 
presence within the final SDG agenda provides a strong mandate 
for advocacy on responsive and transformative legislation and for 
far greater investment in girls and women. 


On a recent trip to Indonesia, the fact that child 
marriage rates were disaggregated to the district 
and below level by UNICEF allowed us to 

demonstrate to elected officials that although the country 
has a 12-14% official [child marriage] rate, there are areas 
where rates of child marriage are above two thirds – which 
allowed us to demonstrate to them that the problem was 
significantly holding back progress on their education, 
health, poverty and nutrition SDG goals.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 5

Issue 1: Child, early and forced marriage 
Indicator 5a: Proportion of women aged 20-24 years who 
were married or in a union before age 18

Child marriage is a formal marriage or informal union before the 
age of 18.212 The proportion of women married as children has 
fallen from one in four to approximately one in five over the past 
decade.213 Nevertheless, more than 650 million of the world’s 
women were married as children, and an estimated 12 million 
girls under the age of 18 are married each year.214 

Child marriage links discrimination and poverty: where resources 
are scarce and girls are valued primarily as potential mothers, 
they are more likely to be forced into marriage. In 2012, UNFPA 
reported that girls from poor families were three times more 
likely to marry as children than their wealthier counterparts.215 

The impact of child marriage on girls is disproportionate to boys, 
undermining their health, education and economic prospects. 
The World Bank has estimated that ending child marriage would 
increase national earnings by, on average, 1 per cent.216 Child 
marriage is, therefore, a proxy measure for progress towards 
gender equality. 

Issue 2:  Perceptions of domestic violence
Indicator 5b: Percentage of women who agree that a 
husband/partner is justified in beating his wife/partner 
under certain circumstances

According to the WHO, almost one third (30 per cent) of women 
who have been in a relationship reported having experienced 
physical or sexual violence at the hands of their intimate 
partner.217 The impact on their physical, mental, sexual and 
reproductive health is profound.218 

Domestic violence and IPV emerge from social norms that 
govern attitudes and behaviours, including within relationships. 
According to UNICEF “data on attitudes towards wife-beating 
offer clues on how girls and women are perceived within a given 
society.”219 

Evidence shows that gender inequities are predictors of IPV. 
Research from Bangladesh, for example, linked IPV with women’s 
limited financial and household decision making.220 Such 
research is relatively new, as noted in a briefing note by the UK 
Department for International Development (DFID): “the evidence 
base on what works to tackle social norms that drive violence is 
at an early stage in scope and scale.”221 

Issue 3: Extent of legal frameworks related to abortion
Indicator 5c: The extent to which there are legal grounds 
for abortion (score based on 10 legal grounds)

Safe abortion services are critical to women’s choices about 
their own bodies. Yet it has been calculated that 6 per cent of the 
world’s 1.6 billion women of reproductive age live in countries 
where abortion is banned, and only 37 per cent in countries 
where it is allowed without restriction, leaving the vast majority 
living in countries with some restriction on abortion.222 

Safe induced abortion (with trained people using WHO-
recommended methods) is often limited by law, stigma, lack 
of services and information, as well as cost – all of which fuel 
unsafe abortions. Of the 56 million induced abortions each 
year between 2010 and 2014, an estimated 25 million were 
unsafe under WHO standards.223 The consequences are 
both devastating and preventable, with estimates suggesting 
that over 22,000 women worldwide die as a result of unsafe 
abortions each year,224 and that abortion is safer in countries 
where it is legal than in countries where it is restricted. 

Issue 4: Women’s political participation 
Indicator 5d: Proportion of seats held 
by women in national parliaments225

Women’s political participation is essential for gender 
equality and genuine democracy. Women become more 
engaged in decision making and government becomes more 
accountable to women.226 Their access to political power 
is a first step towards laws and policies to safeguard the 
rights of disadvantaged people, particularly girls and women. 
Measuring their participation in political life, therefore, charts 
progress on social norms, as well as the fundamental right to 
participate. Women are under-represented worldwide in national 
parliaments. But where they have exercised political power, they 
have proven to be important drivers of gender equality policy.227 
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Issue 5: Women’s representation in 
senior positions in government
Indicator 5e: The extent to which women are represented 
in senior levels of government (score based on five 
positions: Head of Government, Defense Minister, Finance 
Minister, Foreign Minister, President of Assembly)

Data from the IPU reveal that as of 2017 only 6.4 per cent of the 
world’s political leaders (Head of State or Government) were 
women and only 18.3 per cent of government ministers were 
women.228 Women are also less likely than men to hold cabinet 
positions, or leadership roles in ministries of home affairs, 
finance, defense and justice; the most commonly held portfolios 
by women ministers are environment, natural resources, social 
affairs, education, and the family.229 

Women government officials are more likely than men to 
champion issues of gender equality and to implement policies 
regarding GBV, parental leave and childcare, pensions, and 
electoral reform to make politics more inclusive.230

Strong gender stereotypes about leadership persist in all 
regions of the world. In the most recent World Values Surveys in 
2010-2014, over 80 per cent of respondents in Egypt, Ghana, 
Jordan, Qatar and Yemen agreed with the statement that men 
make better political leaders than women.231 Political party 
dynamics that favour men, patronage systems, differential 
access to resources in campaigns and other factors can also 
limit women’s entry to political office.232 Policies (e.g. a gender 
quota at the party level) or political commitments (e.g. a prime 
minister’s pledge for gender parity in a cabinet) can help remedy 
these barriers and foster women’s leadership at the highest 
echelons of government.233

Issue 6: Women’s access to and use of digital 
financial services
Indicator 5f: Proportion of women who have made or 
received digital payments in the past year

When women make their own decisions about how to spend 
their own money, and when they have more control over their 
own finances and those of their household, they are more likely 
to channel resources to food, water, children’s education and 
healthcare.234 

Access to credit opens up economic opportunities for women, 
and bank accounts can be the first step in the use of additional 
financial services. However, women often face restrictions in 
opening bank accounts, such as requiring the permission of 
a male family member. They may also lack access to savings, 
digital payment methods and loans, as well as the financial 
education that could help them access financial services. 

According to the World Bank in 2014, “in developing economies 
women are 20 per cent less likely than men to have an account 
at a formal financial institution and 17 per cent less likely to have 
borrowed formally in the past year.”235 

SDG 6
WATER AND 
SANITATION

KEY FACTS
l	 �Diarrhoea caused by dirty water and poor toilets kills a 

child under five years every two minutes.i

l	 �Globally, it has been estimated that girls and women 
spend 200 million cumulative hours each day collecting 
water,ii and are responsible for water collection in 80
per cent of households without running water.iii

l	 �In sub-Saharan Africa, about three quarters of 
households rely on water sources outside the home 
and an average trip to collect water in 2016 was 
estimated to cover over three miles and take more than 
an hour.iv

l �In 2015, half a billion women globally, or 13 per cent 
of all women, lacked a toilet and a private place for 
menstrual hygiene management (MHM).v

i	� WaterAid, “Facts and Statistics,” (London: WaterAid, n.d.) https://www.wateraid.org/
facts-and-statistics.

ii	� UNICEF, “Collecting Water is a Colossal Waste of Time for Women and Girls,” August 
29, 2016 (New York: UNICEF) https://www.unicef.org/media/media_92690.html.

iii	� UN Women, 2018, http://www.unwomen.org/en/digital-library/sdg-report.
iv UNESCO, Water and Jobs: The United Nations World Water Development Report 

2016 (Paris: UNESCO, 2016), http://unesdoc.unesco.org/
images/0024/002439/243938e.pdf; and UNICEF, 2016, https://www.unicef.org/
media/media_92690.html.

v	� L. Loughnan, “Lack of Access to a Toilet and Handwashing Materials Hits Women 
and Girls Hardest, Especially When Menstruating,” The Water Blog, April 14, 2017, 
(Washington, DC: World Bank), http://blogs.worldbank.org/water/health/
lack-access-toilet-and-handwashing-materials-hits-women-and-girls-hardest-
especially-when.

WHY SDG 6 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

It has been estimated that 800 million people lack access to 
clean water and an estimated 2.5 billion people lack access to 
proper sanitation,236 with girls and women feeling the greatest 
impact. They are responsible for water collection in 80 per cent 
of households without access to running water.237 Based on 
data across 24 sub-Saharan countries from 2005 to 2012, an 
estimated 13.5 million women made round trips of more than an 
hour each day to collect water.238 Those walking long distances 
to collect water faced the risks of sexual violence,239 fatigue, 
injuries, and bone and muscle damage, as well as waterborne 
diseases.240 

Girls collecting water each day were also more vulnerable to 
pregnancy, exploitative labour and school dropout.241 A 2011 
study in Ghana found that even a 15-minute reduction in water 
collection time increased the share of girls attending school 
by up to 12 per cent.242 Poor sanitation in schools also fuels 
gender gaps in primary and secondary school attendance. Girls 
in Bolivia, for example, have reported feeling fear, shame and 
lack of privacy at school during menstruation.243 Worldwide in 
2015, half a billion women, or 13 per cent of all women, lacked 
toilets.244 Studies estimate that lack of access to clean water and 
sanitation costs up to 7 per cent of GDP in some countries each 
year.245 
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SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 6

Issue 1: Household access to clean drinking water
Indicator 6a: Proportion of population using at least basic 
drinking water services

Access to clean drinking water from a protected external source 
(such as boreholes, protected springs and piped water) or in the 
home (whenever needed and free of contamination) is critical to 
the daily lives of girls and women. Improved water sources limit 
the amount of time they spend walking to sources, queuing and 
hauling water, freeing up hundreds of hours each year that they 
can devote to education or productive employment.

Access to clean water also reduces the risks to girls’ and women’s 
health posed by drinking and washing in contaminated water. 
Access to clean water is particularly crucial for pregnant women, 
new mothers, babies and growing children. They are all particularly 
vulnerable to water-related diseases, and giving birth in places 
with unclean drinking water and inadequate sanitation increases 
the risk of disease, infection (including sepsis) and death.246 

Issue 2: Household access to sanitation services
Indicator 6b: Proportion of population using at least basic 
sanitation services

Sanitation services are essential for overall development. A 2012 
WHO study calculated returns of $5.50 for every $1.00 invested 
in sanitation in reduced health costs and premature deaths, 
as well as increased productivity.247 Yet women in developing 
countries – particularly the poorest, most marginalized and 
those displaced by conflict or disaster – often rely on communal 
sanitation facilities that are unsafe and also expose them to 
sexual violence. In India, poor sanitation and water supply 
contributed to a life expectancy for a Dalit woman in 2012 that 
was 11 years shorter than for a woman from a higher caste.248

It was estimated in 2010 that less than half of all primary schools 
had access to safe water and just over one third had adequate 
sanitation facilities.249 Research from Bolivia, Cambodia, Ethiopia, 
India, Kenya and Tanzania shows that lack of separate toilets and 
menstrual hygiene management  in schools deters girls from 
attending during menstruation, disrupting their learning.250 

Issue 3: Whether WASH plans and budgets 
address the needs of women
Indicator 6c: The extent to which a country’s policies and 
plans have specific measures to reach women and specific 
measures for the financing plan to target resources to women 
in relation to a) sanitation and b) drinking water (score)

Adequate and equitable water and sanitation for all requires 
government spending that targets the needs of girls and women 
explicitly. WASH programmes and budgets that are not gender-
responsive may fail to account for the ways in which water 
collection and management affects the daily lives of the main 
collectors, users and managers of household water. In Rajasthan, 
India, for example, a government programme to subsidize 
toilets for rural households with no running water experienced 
lower than expected uptake. This was because women saw the 
additional time they would have to spend on collecting extra 
water to run the toilets as more costly than beneficial.251

SDG 7 
ENERGY

KEY FACTS
l	 �1.1 billion people worldwide lacked access to 

electricity in 2015.i

l	 �More than 3 billion people worldwide relied on 
combustible fuels in 2012.ii

l	 �Women and children bear the burden of fuel collection 
and transport, with women in many developing 
countries spending from one to four hours a day 
collecting biomass for fuel.iii

i	� International Energy Agency (IEA) “Energy Access” (Paris: IEA, n.d.), https://www.iea.
org/energyaccess/.

ii	� UN Women, 2018, http://www.unwomen.org/en/digital-library/sdg-report.
iii World Bank, Household Cookstoves, Environment, Health and Climate Change:  

A New Look at an Old Problem (Washington, DC: World Bank, 2011), http://
cleancookstoves.org/resources_files/household-cookstoves.pdf.

WHY SDG 7 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Access to affordable, clean energy can power global poverty 
reduction. Yet more than one billion people lacked access to 
electricity in 2015, and three billion people relied on fuels such 
as wood, coal, kerosene and animal dung that undermine health 
and contribute to climate change.252 Over half the population 
of the developing world cooks over open fires.253 In 2012, the 
resulting air pollution contributed to around four million deaths 
from illnesses such as cancer, pneumonia and lung disease, with 
women and children – those most likely to be in the house during 
food preparation – accounting for 60 per cent of these deaths. 254 

On average, the rural poor travel the furthest to collect fuel that 
is, in turn, the most inefficient in converting to energy. As with 
water collection, girls and women often travel long distances 
for heavy loads of firewood,255 with the average wood load 
carried by women in sub-Saharan Africa weighing around 20 
kilograms.256 The risks are also similar: sexual violence, fatigue, 
and lost time that could be spent in school or earning an income. 

Problems intensify during crises, when the world’s most 
vulnerable people become those most acutely affected by a 
lack of clean energy. The UN High Commissioner for Refugees 
(UNHCR) and FAO found that access to fuel was one of the most 
pressing daily issues for the over 65 million people displaced 
worldwide by 2015.257 And a 2016 study of a refugee camp 
in Tanzania found that attacks on girls and women collecting 
firewood spiked during influxes of new refugees, when increased 
demand meant that they had to travel further for firewood.258 
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SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 7

Issue 1: Household access to electricity
Indicator 7a: Proportion of population 
with access to electricity

Men and women have different needs for energy use, and benefit 
in different ways from increased access to electricity. Electricity 
is, for example, important for household chores managed mostly 
by women, including food preparation, and for home-based 
microenterprises. 

National data confirm links between electricity access 
and gender equality. A study in South Africa in 2011 
found that electrification in rural communities raised local 
female employment by 9.5 per cent by enabling women’s 
microenterprises.259 Similarly, a study in 2015 of nearly two 
million women and men in rural Brazil found that those with 
access to energy were more than 10 per cent more likely to 
be employed than those without access, and that household 
appliances improved female labour force participation.260 

The same research confirmed the educational benefits of 
reliable electricity at night: girls who had access to electricity 
were 59 per cent more likely to complete primary education by 
the age of 18 than those without.261

Issue 2: Household use of clean fuels
Indicator 7b: Proportion of population with 
primary reliance on clean fuels and technology

The use of clean fuels can improve the health of women and 
children. A study on traditional firewood fuel and maternal health 
in Nigeria, for example, found increased systemic inflammation 
(an indicator of cardiovascular disease) in pregnant women and 
low birthweights among babies born to those cooking with 
traditional firewood, rather than cleaner-burning fuels.262 

Evidence has suggested that the use of clean fuels and efficient 
cook-stoves can reduce household costs by up to 70 per 
cent.263 One study found that switching to improved cook stoves 
or liquefied petroleum gas could save a typical South Asian 
household about $30 per year.264

Clean fuels can also ease time burdens for girls and women, 
particularly in rural areas. Girls in households using clean 
fuels have been found to spend five hours a week on average 
gathering fuel, compared to 18 hours for households using 
solid fuels.265 Access to clean fuels can also spur women’s 
engagement in local economies.

Issue 3: Gender-responsiveness of clean 
energy policy frameworks
Indicator 7c: The extent to which national energy 
frameworks take a gender responsive approach (score)

Data show that energy policies are more effective when they 
are gender-responsive, taking into account the likely different 
impacts on men and women.266 In practice, this means that 
projects will be designed to factor in the ways in which men and 
women use energy in their households and how they may be 
affected by new initiatives. 

A 2017 assessment by the International Union for the 
Conservation of Nature (IUCN), the United States Agency 
for International Development (USAID) and other partners 
analysed the degree to which gender considerations have been 
addressed in energy policies, plans and strategies worldwide.267 
The analysis of a sample of 192 national energy frameworks 
from 137 countries found that less than one third of the 
frameworks include gender considerations, and that women are 
often characterized as potential stakeholders or beneficiaries 
but seldom as agents of change.

SDG 8
WORK AND GROWTH

KEY FACTS
l �Greater equality for women could add up to $12 trillion 

– or 11 per cent – to global GDP by 2025.i

l �Women are more likely to have informal jobs: in South 
Asia, over 80 per cent of women in non-agricultural 
jobs are in informal employment, in sub-Saharan 
Africa, 74 per cent, and in Latin America and the 
Caribbean, 54 per cent.ii

i	�� McKinsey Global Institute, “How Advancing Women’s Equality Can Add $12 Trillion 
to Global Growth” (London: McKinsey Global Institute, 2016), https://www.mckinsey.
com/featured-insights/employment-and-growth/how-advancing-womens-equality-
can-add-12-trillion-to-global-growth. 

ii	� UN Women, ”Facts and Figures: Economic Empowerment,” (New York: UN Women, 
2018), http://www.unwomen.org/en/what-we-do/economic-empowerment/
facts-and-figures. 

WHY SDG 8 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Women’s access to decent work and to incomes not only 
improves their agency over their own lives, but can also reduce 
poverty and maternal mortality, and improve health, nutrition 
and educational outcomes for women and their families.268 
Advancing women’s equality to close existing economic and 
social gender gaps could boost global GDP by $12 trillion – or 11 
per cent – by 2025 if every country matched the progress of the 
fastest-improving country in their region. 269 

Gender equality in employment gives women more decision-
making power and enhances family well-being: they will typically 
invest more of their income than men in the health, nutrition and 
education of their children. National evidence from Brazil, China, 
India, South Africa and the UK also demonstrates that women’s 
ability to earn and take part in financial decisions increases 
families’ resilience to economic shocks.270 

Yet labour inequalities are pervasive, with women often facing 
legal and social hurdles around the types of jobs available to 
them and their ability to own and use land – also an issue for SDG 
1. Meanwhile, they do twice as much unpaid work as men.271

Women in developing countries are more likely than men to work 
in informal, poorly paid or unsafe jobs. SDG target 8.8 on labour 
rights recognizes the risks of exploitation, trafficking and forced 
labour, while target 8.7 aims to eradicate such violations, which 
affect more than 40 million people mostly girls and women – 
undermining global development and stability.272



77

equalmeasures2030.org


Attitudes have not changed, women have come
out for work, but burden and running family is 
still there, this is not recognized. We have to 

strike a balance.”
- Female respondent to EM230 Policymaker Survey, India

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 8

Issue 1: Young women not in education, employment or 
training (NEET) (compared to young men)
Indicator 8a: Ratio of the share of young women 
(15-24 years) relative to men not in education,
employment or training (NEET)

The share of youth who are NEET (the NEET rate) reflects 
their vulnerabilities, including market factors that hamper their 
employment, poor school attendance and drop out, and the 
proportion working in the informal economy or as unpaid carers. 

Higher NEET ratios among young women signal that they 
struggle to find work because of cultural barriers against 
women working outside the home, legal barriers that leave them 
unable to access credit, or structural barriers such as limited 
secondary education or vocational training. The International 
Labour Organization (ILO) found that most NEETs in almost every 
country surveyed in 2015 were young women fully occupied 
with household tasks.273 The gender gap in national NEET rates, 
therefore, shows girls’ and women’s unpaid labour burden and is 
a useful proxy measure for their access to decent work.

Issue 2: Vulnerability of women’s work (compared to men)
Indicator 8b: Ratio of women to men recognized as 
“contributing family workers” (as a % of total employment 
for female and male employment)

High rates of women’s work in particularly vulnerable roles within 
the informal economy are linked to women’s lack of access to 
secondary education and vocational training, barriers to their 
legal entry into the formal workforce, and a lack of government 
policies to support their work (such as progressive policies on 
care for children and the elderly). 

Their informal and household work goes uncounted in typical 
measures of economic productivity, even though its support for 
family incomes, in effect, subsidizes the global economy.

The ratio of women to men in vulnerable employment indicates 
gender inequalities, with women’s higher representation in work 
as “contributing family workers” (often unpaid) leaving them 
particularly vulnerable to exploitation and economic shocks. 
Contributing family workers are considered self-employed but 
work in an establishment operated by a relative, with too little 
authority over its operation to be considered a partner.  The 
percentage of women contributing family workers is at least 
twice that of men in all regions except Eastern Europe and 
Central Asia where it is roughly the same.274 

Issue 3: Women’s unemployment
Indicator 8c: Unemployment rate for women 
(% of female labour force)

Women face high rates of unemployment and 
underemployment. Globally, their labour force participation rate 
holds at 63 per cent, compared to 94 per cent for men.275 There 
are marked regional differences in women’s unemployment as 
a result, in part, of the proportion of women in informal jobs. The 
widest gaps are found in Northern Africa and Central, Southern 
and Western Asia, where female labour force participation rates 
are below 40 per cent.276 Without access to decent work and 
an income, women are more likely to live in poverty, suffer poor 
health and experience social exclusion. Their unemployment 
and underemployment also cause significant economic losses 
to families, communities and nations.

Conversely, bringing more women into the labour force reduces 
poverty, produces macroeconomic benefits and eases 
demographic challenges in rapidly ageing nations. Japanese 
Prime Minister Shinzo Abe, for example, has made ‘womenomics’ 
a core pillar of Japan’s economic growth strategy. 

Issue 4: Laws mandating women’s workplace equality
Indicator 8d: The extent to which the country 
has laws mandating women’s workplace equality 
(score based on 5 factors)

The World Bank’s Women, Business and the Law 2018 report 
notes that most of the 189 economies surveyed have at least 
one law inhibiting women’s economic participation.277 Women 
still face legal barriers to economic participation, including lack 
of access to identification documents and obstacles to owning 
and using property, getting a job or building credit. 

The job choices for a staggering 2.7 billion women worldwide 
are legally restricted.278 In 18 countries, a woman cannot get a 
job without permission from her husband or male guardian.279 
And while nearly 80 per cent of countries prohibit gender 
discrimination in employment, only 40 per cent have legislation 
on equal pay for equal work.280

The need for more equitable legal frameworks is recognized in 
SDG target 8.5 on full and productive employment and decent 
work, though this lacks indicators on legal reform or targets for 
women’s economic rights.
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SDG 10
INEQUALITY

KEY FACTS
l �Of the wealth generated in 2017, 82 per cent went to 

the richest 1 per cent of the world’s population, while 
the poorest half of the world’s population saw no 
increase in their wealth.i

l �In 2013, more than 75 per cent of people in developing 
countries lived in societies where income distribution 
was more unequal than it was in the 1990s.ii

l �Only five countries worldwide offer constitutional 
rights to people regardless of their sexual orientation 
and gender identity.iii

l �Discrimination was deemed to be increasing in 63 per 
cent of countries in 2017.iv 

l �Rural women are still up to three times more likely to 
die during childbirth than urban women.v

i	� Oxfam, Reward Work, Not Wealth (Oxford: Oxfam, 2018), https://www.oxfam.org/en/
research/reward-work-not-wealth.

ii	� UNDP, “Humanity Divided,” (New York: UNDP, 2013), http://www.undp.org/content/
undp/en/home/librarypage/poverty-reduction/humanity-divided--confronting-
inequality-in-developing-countries.html.

iii	 The countries are Britain, Bolivia, Ecuador, Fiji, Malta. See J. Heyman, “LGBT Rights 
and Protections are Scarce in Constitutions Around the World, UCLA Study Finds,” 
June 27, 2016 (Los Angeles, CA: UCLA Fielding School of Public Health), https://
ph.ucla.edu/news/press-release/2016/jun/lgbt-rights-and-protections-are-scarce-
constitutions-around-world-ucla.

iv	 �The World Justice Project measures perceptions of discrimination and other 
fundamental rights. Out of 113 countries, 71 saw worsening scores on fundamental 
rights (which includes discrimination in their 2017-18 survey. SeeWorld Justice 
Project, 2017-18WJP Rule of Law Index (Washington, DC: WJP, 2018), https://
worldjusticeproject.org/news/2017-2018-wjp-rule-law-index.

v	� WHO, “Maternal Mortality” (Geneva: WHO, 2018), http://www.who.int/news-room/
fact-sheets/detail/maternal-mortality.

WHY SDG 10 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Widening income inequality within many countries signals that 
the world’s wealth is captured increasingly by its richest people. 
While growing income inequality can destabilize societies281 and 
harm entire nations, its most acute impact falls on those who are 
already disadvantaged, including girls and women.

For them, gender inequalities in health, education, work 
and access to civic participation intersect with multiple 
discriminations linked to race, ethnicity, caste, religion, location, 
sexuality, age, class or disability.282 Indigenous women around 
the world, for example, face a disproportionate lack of access to 
health care.283

Evidence suggests that gender inequality also fuels overall 
income inequality:284 the poorest people overall earn less when 
women earn less.285 In 2016, UN Women reported that household 
inequality between women and men may account for up to 30 
per cent of all income inequality.286

Greater equality, however, is associated with higher growth, better 
development outcomes and greater income equality. SDG 10 
recognizes the linked objectives of gender and social equity 
in target 10.1 (accelerated income growth for the poorest 40 
per cent); target 10.3 (equal opportunities); and target 10.4 (to 
support greater equality).

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 10

Issue 1: Income inequality (population-wide)
Indicator 10a: Palma inequality ratio (the share of income 
of the richest 10% of the population divided by the share 
of income of the poorest 40%)

Studies from WEF and the International Monetary Fund (IMF) 
find that inequality in distribution of income across a population 
has strong associations with gender inequalities.287 Countries 
where women lack equal rights and access to services, and 
where their outcomes are poorer than those of men, also tend 
to be countries with large gaps between their richest and 
poorest citizens. As Oxfam has argued, the processes that 
drive extreme concentration of wealth, political capture and 
market fundamentalism also stand in the way of gender equality 
and women’s rights: deliberate policy actions (such as more 
progressive tax systems and investment in public services) must 
be taken to redistribute the proceeds of economic growth to 
women.288 Rising economic inequality in many countries in the 
world shows that in most countries there has been systemic 
failure to take these actions.289 

The Palma Ratio is an indicator of overall income inequality, 
which captures the top and the bottom ends of the income 
distribution better than the more widely used Gini Index.290

Issue 2: Expert perceptions of women’s political power
Indicator 10b: Expert perceptions of women’s political 
power (score)

In addition to measuring women’s representation in political 
bodies, it is also crucial to assess how much real political 
power women yield. It is telling that just 20 heads of state or 
government around the world are women: just 6.3 per cent of 
international leaders.291 Underlying gender biases limit women’s 
chances of gaining political office and also reaching higher levels 
of political power. 

The Wilson Center’s new Leadership Index aims to measure 
where women are in governments around the world, how 
much power they hold and how they got to their positions of 
leadership.292 However gaps in global data continue to make 
it difficult to measure these issues systematically across 
countries. 

As an assessment of women’s political power, we have drawn 
on the Varieties of Democracy Initiative, which gathers expert 
perceptions of how political power is distributed between 
women and men.293 

Issue 3: Constitutional guarantees related to 
gender equality
Indicator 10c: The extent to which the national 
constitution addresses gender equality (score)

Constitutions are the fundamental documents that shape a 
country’s legal and political systems, and are crucial foundations 
for legal guarantees of rights for girls and women. The WORLD 
Policy Database294 examines whether countries take at least 
one approach to protecting gender equality in their Constitution, 
and finds that nearly all Constitutions take some approach to 
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protecting equality for girls and women. While laws on paper do 
not guarantee equality in practice, this articulation of rights is 
vital for women’s access to justice.295

Women have used constitutional guarantees to advance their 
rights. In 2002, for example, the Supreme Court of Nepal annulled 
a criminal code provision that exempted husbands from marital 
rape, paving the way for parliament to enact policies to enforce 
the law and strengthen prosecution in 2018.296 Women in 
Botswana used the courts to have customary law that barred 
them from passing their nationality to their children ruled 
unconstitutional. And conflict-affected countries – including 
Colombia, Egypt and Tunisia – have used post-conflict transitions 
as opportunities to expand women’s constitutional rights.297

SDG 13
CLIMATE

KEY FACTS

l �In 2014, poor women were 14 times more likely than 
men to be killed in climate-fuelled disasters.i

l �Four women died for every man in the Indian Ocean 
tsunami in India and Sri Lanka in 2004.ii

l �In 2015 only 0.01 per cent of climate finance projects 
tackled both climate change and gender inequalities.iii

l �In 2010/11 women comprised 43 per cent of 
agricultural labourers in developing countries, but 
owned or managed only 15 per cent of land in sub-
Saharan Africa, falling to 9 per cent in Indonesia.iv

l �Men held 96 per cent of leadership positions on 
national energy committees in 2015.v

i	� UN Women, 2018: 119, http://www.unwomen.org/en/digital-library/sdg-report.
ii Oxfam, The Tsunami’s Impact onWomen, Oxfam Briefing Note (Oxford: Oxfam, 

2005), https://policy-practice.oxfam.org.uk/publications/the-tsunamis-impact-on-
women-115038.

iii	� L. Aguilar, M. Granat and C. Owren, Roots for the Future: The Landscape and Way 
Forward on Gender and Climate Change (Washington, DC: International Union for 
Conservation of Nature (IUCN) and Global Gender and Climate Alliance (GGCA), 
2015), http://genderandenvironment.org/roots-for-the-future/.

iv	� B. Burns with L. Hall, V. Zhou and S. Gama, Pocket Guide to Gender Equality Under 
the UNFCCC (Oxford: European Capacity Building Initiative, 2017: 4), https://wedo.
org/wp-content/uploads/2017/11/Final-Gender.pdf.

v  Ibid.

WHY SDG 13 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Women are vulnerable to climate change,298 because, as we saw 
in relation to SDG 1, they are more likely to be poor.299 They are 
more likely to die in a climate-fuelled disaster than men,300 and 
more likely to be displaced.301 They grow much of the world’s 
food, but often on the most degraded land.302 And climate 
change forces them to walk further to gather firewood and water, 
which as we saw for SDGs 6 and 7, takes time and puts them in 
danger.303 

Women’s equal access to agricultural resources could support 
SDG 2 on hunger.304 It has been estimated that tackling gender 
inequalities in Malawi, for example, could increase crop yields 
by 7.3 per cent and boost national GDP by 1.8 per cent.305 
When women have secure land tenure they are more likely to 

adopt climate-friendly practices:306 evidence from the forestry 
sector reveals that women’s participation in forest management 
enhances the outcomes. 

There are clear synergies between climate change and gender 
inequality,307 and as the group most affected by climate change, 
women need to be heard.308 Yet climate change responses 
are often ‘gender blind’, ignoring or even exacerbating existing 
inequalities.309 Research in Vietnam shows that women’s views are 
rarely considered in the design of gender-sensitive approaches 
to projects that aim to reduce emissions from deforestation and 
forest degradation (REDD+), which are more likely, therefore, to 
reflect male priorities.310 

The measurement of progress on SDG 13 needs to assess how 
climate change affects women and whether climate programmes 
tackle gender inequality, requiring a shift from readily available data 
to more ‘difficult-to-measure’ indicators.


Data has helped the public better respond to the 
current climatic change and the consequences if 
certain practices are not abolished.”

- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 13

Issue 1: People affected by disasters (population-wide)
Indicator 13a: Number of deaths, missing persons and 
persons affected by disaster (per 1,000 population)

Poor women are 14 times more likely to be killed in a climate-
fuelled disaster such as a hurricane, typhoon or cyclone than 
men.311 They die because of cultural factors, such as the care of 
children and the elderly that keeps them at home, their relative 
lack of access to information about the impending disaster, and 
because their clothing may hamper their ability to escape danger. 
Similarly, women are more likely to be displaced by such disasters, 
and to have their health undermined.

Displaced women face specific disadvantages in many 
humanitarian and recovery efforts after disasters. After the 
2010 floods in Pakistan, for example, single women and female 
heads of households in particular, were the most likely to lack the 
national identity cards required to get help from the government 
compensation scheme.312 

Issue 2: Women’s representation in the 
climate change political process
Indicator 13b: The extent to which the delegation
representing the country at the UNFCCC is gender 
balanced (score)

Women’s participation at the UN climate negotiations has 
improved, but women remain under-represented, particularly at 
the head of delegation level.313

A balanced representation of women and men in climate change 
decision making can provide the cross-cutting experiences 
necessary for climate change policies that embody social equity 
and reflect and serve the needs of society.314 A 2005 study 
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indicated that countries with higher proportions of women in their 
national legislative bodies are more likely to approve environmental 
agreements.315 Balanced representation would also contribute 
to SDG target 5.5 on women’s full and effective participation in 
political, economic and public life. 

Issue 3: Scale of ambition in setting of emissions targets
Indicator 13c: The extent to which a country’s emissions 
reductions target is within their “fair share” (score)

Climate change caused by greenhouse gas emissions is having 
a profound impact on women. In the past year, there have been 
extreme hurricanes in the Caribbean, unusually heavy monsoon 
rains in South Asia, devastating drought in the Sahel region and 
rising sea levels in the Pacific, as well as widespread floods across 
South America.316 No policy measures can compensate for such 
events. It is essential, therefore, to keep global warming below 2oC, 
as agreed at the 2015 Paris Climate Conference.317 

To contribute to the Paris goal, developed countries are committed 
to their own climate change mitigation and the provision of finance 
for mitigation and adaptation in developing countries. Developing 
countries are committed to domestic mitigation. The expected 
actions vary according to a country’s historical responsibility 
for climate change and its capacity to act. Assessments have 
examined whether countries’ current actions are a fair reflection of 
the actions expected of them. 

SDG 16
PEACE, JUSTICE AND 
INSTITUTIONS

KEY FACTS

l �Women hold 24 per cent of parliamentary seats 
worldwide.i

l �Between 1992 and 2011, women accounted for fewer 
than 4 per cent of signatories to peace agreements 
and only 9 per cent of negotiators.ii

l �In 2010 the global female homicide rate stood at 2.3 
per 100,000.iii

l �In 2017 it was estimated that 35 per cent of women 
worldwide had experienced physical and/or sexual 
violence at some point in their lives.iv

l �Rates of sexual violence and GBV increase during 
conflict: the majority of 86 civil wars around the world 
between 1980 and 2009 saw at least one year of 
numerous or massive reported rapes.v

l �By the end of 2017, 68.5 million people worldwide had 
been forcibly displaced by persecution, conflict and 
widespread violence.vi

i	� As of May 2018. IPU, 2018, http://archive.ipu.org/wmn-e/classif.htm.
ii CFR, n.d. https://www.cfr.org/interactive/womens-participation-in-peace-processes. 
iii UN Women, 2018, http://www.unwomen.org/en/digital-library/sdg-report. 
iv As of November 2017. See WHO, 2017, http://www.who.int/news-room/fact-sheets/

detail/violence-against-women. 
v	 D.K. Cohen, A.H. Green and E.J. Wood, Wartime Sexual Violence: Misconceptions, 

Implications and Ways Forward (Washington, DC: United States Institute of Peace, 
2013), https://www.usip.org/sites/default/files/resources/SR323.pdf. 

vi	� UNHCR, “Figures at a Glance” (Geneva: UNHCR, 2018), http://www.unhcr.org/en-us/
figures-at-a-glance.html. 
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WHY SDG 16 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Progress on every SDG requires strong government institutions. 
SDG 16 spans institutional issues from peace to participatory 
decision making, and each one matters for girls and women. 
Government institutions that criminalize violence against women 
(target 16.1) codify their rights to live free of violence. 

The rule of law (target 16.3) requires judicial systems that offer 
women legal protection. And women are crucial for participatory 
decision making (target 16.7).318 

Women in parliaments, for example, are more likely to sponsor 
legislation and compromise across political lines, and less likely 
to be corrupt.319 Yet, as seen in SDG 5, women face barriers to 
political power. Amongst female parliamentarians surveyed in 
2016, more than four in ten (44 per cent) had been threatened 
with death, rape, beating or abductions while in office.320

The general breakdown in law, order and state institutions that 
occurs during conflict has particularly dangerous effects for 
women, including increases in rates of sexual violence and 
GBV.321 Such upticks have been documented in nearly every 
region of the globe, from Bosnia and the Democratic Republic 
of Congo to El Salvador and Myanmar. The majority of 86 civil 
wars around the world between 1980 and 2009 saw at least one 
year of numerous or massive reported rapes.322 Girls and women 
experience violence during conflict not only at the hands of 
combatants, but also civilians: reports find that rates of intimate 
partner sexual violence and domestic violence increase during 
conflict.323

Post-conflict situations are key moments to rebuild strong 
institutions that guarantee accountability and women’s 
participation. UNDP suggests that inclusive post-conflict 
political processes help to foster community resilience, restore 
the social contract between states and citizens, consolidate 
peacebuilding and promote progress towards development 
goals. 

In Rwanda, for example, post-genocide policies since 1994 have 
enabled more women to participate in the legislature, supporting 
the country’s development successes, including gender parity 
in literacy and primary enrolment. Today, Rwanda’s parliament is 
comprised of over 60 per cent women, the highest percentage 
in the world.324 

Another measure of institutional strength is a woman’s ability to 
register her children’s births (target 16.9) to ensure their access 
to a range of government services. Yet millions of babies go 
unregistered every year and are, therefore, excluded from official 
statistics.325


Men often do not believe that gender-based 
violence is “bad‘’ in their own country; being able 
to provide recent data on the prevalence rate as 

well as the age groups tends to ‘shut down’ this pushback.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 16

Issue 1: Women’s perceptions of personal safety
Indicator 16a: Percentage of women ages 15+ who report 
that they “feel safe walking alone at night in the city or 
area where you live”


Qualitative research about women’s perception 
of their safety and human security helped to  
make the link between violence against women 

and girls in conflict-affected contexts and violence against 
women and girls in communities not in conflict.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

Gender gaps in perceptions of safety show how women around 
the world – in both developed and developing countries – face 
restrictions on mobility, access to public spaces, transport 
and their ability to decide where and what hours to work. 
Gender gaps in perceptions of physical safety may also point 
to underlying issues with institutions and access to justice if 
reporting structures for acts of violence against women are 
lacking and perpetrators go unpunished. 

Even in high-income countries, men are far more likely than 
women to report feeling safe walking alone at night in their 
communities: Gallup polls in 2012 found that, worldwide, 72 per 
cent of men and 62 per cent of women said they would feel safe 
in this situation. Double-digit gender gaps appeared in 84 of the 
143 countries studied, including high-income countries such as 
New Zealand, Malta, Italy, France, Australia, and the US.326 

Issue 2: Coverage of birth registration systems
Indicator 16b: Proportion of children <5 years of age 
whose births were registered with a civil authority

Civil registration systems give governments basic information 
about their citizens, and give individuals the identity documents 
they need to participate in society.327 Yet around 230 million 
children (35 per cent of all children) under the age of five had not 
had their births registered as of 2013.328 

While registration rates for girls and boys are almost equal, 
lack of registration has a disproportionate impact on girls 
and women. It denies girls birth certificates that can prove 
their age and prevent child marriage.329 In Bhutan, Nepal and 
Nicaragua, children cannot be registered unless a male relative 
is named on the birth certificate, which disempowers women 
who are illiterate or women who become pregnant after sexual 
violence and who do not want to (or cannot) share the father’s 
name.330 Registration gaps also hamper government planning 
for maternal health and post-natal care and lack of legal 
documentation undermines access to vital vaccinations. 

Issue 3: Women killed by intentional homicide
Indicator 16c: Female victims of intentional homicide 
(per 100,000 population)

While most victims of lethal violence are men, violence against 
women is pervasive. As noted on SDG 5, an estimated 35 per cent 
of women have experienced physical or sexual violence at some 
point, with some national studies suggesting rates approaching 
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70 per cent.331  As we have seen, up to 38 per cent of women 
homicide victims die at the hands of an intimate partner,332 while 
only 6 per cent of murdered men fall into this category.333

Women face the world’s highest rates of lethal violence in 
Central America. Killings are on the rise in Guatemala, Mexico, 
Honduras and El Salvador and are often linked to organized 
crime, despite civil society advocacy and numerous laws to end 
these crimes. Conflict and post-conflict countries also report 
high rates of violence against women, reinforcing the need to 
protect women’s rights and promote their inclusion in post-
conflict disarmament, transitional justice and reconstruction.334

Issue 4: People displaced by conflict (population-wide)
Indicator 16d: Number of those displaced by conflict per 
1,000 people (total/stock displacement)

While men are more likely to die on the world’s battlefields, 
girls and women are hit hard by conflicts that result in mass 
displacement. By the end of 2017, more than 68 million 
people had been forcibly displaced worldwide by persecution, 
conflict or generalized violence.335 Displaced girls and women 
face heightened risks of sexual violence, and femicide rates 
rise during and shortly after conflict. Sexual violence fuels 
displacement, weakens governance and communities, and 
hampers post-conflict reconciliation and stability.336

The average length of displacement is 17 years, meaning 
generations of children may miss out on education.337 Around 34 
million children and adolescents in conflict-affected countries 
are out of school, with girls around 2.5 times more likely to be 
out of school than boys.338 Displaced girls are also vulnerable to 
child marriage, with families seeing it as a buffer against poverty 
or a way to protect girls from sexual violence. 

SDG 17 
PARTNERSHIPS

KEY FACTS

l	 �Domestic taxation in developing countries offers the 
largest source of funding for gender equality and the 
SDGs, while domestic finance for development provides 
twice as much funding as all international resource 
flows.i

l	 �Funding from bilateral donors for “women’s equality 
organizations and institutions” amounted to less than 
0.5 per cent of official development assistance (ODA) in 
2015/16.ii

l �Corporate tax avoidance has been estimated to deprive 
developing countries of around $190 billion each year.iii

l �According to the IMF, 40 per cent of low-income 
developing countries are in (or at high risk of) debt 
distress currently.iv

l �In 2016, only three of the World Trade Organization 
Secretariat’s 20 directors were women.v

i	� IMF, “Domestic Resource Mobilization and Taxation” (Washington DC: IMF, 2016), 
http://www.un.org/esa/ffd/wp-content/uploads/2016/01/Domestic-resource-
mobilization-and-taxation_IMF-and-World-Bank_IATF-Issue-Brief.pdf.

ii	� OECD, Aid in Support of Gender Equality and Women’s Empowerment: Donor 
Charts (Paris: OECD, 2018), http://www.oecd.org/development/financing-
sustainable-development/development-finance-topics/Aid-to-gender-equality-
donor-charts-2018.pdf.

iii	 �A. Cobham and P. Jansky, “Global Distribution of Revenue Loss from Corporate Tax 
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WHY SDG 17 MATTERS FOR GENDER 
EQUALITY 

Financing for the SDGs is rarely seen as key to gender equality, 
yet gender equality commitments require the mobilization of 
resources for public services. Cuts to services such as health, 
education, social services and social protection are especially 
damaging for women.339 Research from 2017 shows, for example, 
that 57 million unpaid workers – most of them women – step in to 
fill the gaps caused by inadequate healthcare provision.340 

ODA alone cannot fill such gaps. In 2015/16 around 40 per cent 
of screened ODA had some focus on gender equality, but less 
than 0.5 per cent supported women’s equality organizations and 
institutions.341 

More domestic resources – particularly from taxation – are 
essential. However, most countries, rich or poor, favour tax cuts.342 

Economic inequalities can be magnified by taxation.343 Direct 
taxation, for example, can be more progressive if the richest 
people or entities pay more. Indirect taxation on goods and 
services, such as value added tax (VAT), tends to be more 
regressive, with the poorest paying proportionately more.344 
Yet VAT dominates the tax base in developing countries.345 
Women tend to spend more of the money they control on goods 
subject to VAT, including food, fuel, children’s clothes and school 
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supplies, as well as medicines.346 So the greater the proportion 
of VAT in a country’s tax mix, the greater the impact on women, 
unless such goods are VAT exempt.347 

Other fiscal policies addressed by SDG 17 – including 
investment in public services and trade and partnerships for 
technological progress – are also critical for the rights of girls and 
women and for greater equity overall. 


Disaggregated data help to expose patterns of
how indicators of health are distributed 
throughout a population. Data will help policy 

makers and practitioners on how to include the 
disadvantaged people. It will help to prioritize the 
distribution of resources in the areas of need.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

SDG GENDER INDEX ISSUES FOR SDG 17

Issue 1: Government spending on social assistance
Indicator 17a: Social expenditure as a % of GDP (for all 
types of social assistance programmes)

Social assistance includes unconditional or conditional cash 
transfers, social pensions, school feeding, in-kind transfers, 
fee waivers and public works. Social assistance is particularly 
important for girls and women who, as we have seen across the 
SDGs, have particular economic and social vulnerabilities and 
bear a greater burden of care within families. 

Evidence suggests that cash transfers have a positive impact on 
their education and employment, in particular.348 Cash transfers 
can also increase their decision-making power on marriage and 
fertility, and reduce physical abuse by male partners.349 

Conditional cash transfers – with payments conditional on, for 
example, a child attending school – have been criticized from 
a feminist perspective for adding to women’s responsibilities 
while removing their autonomy on how the money should be 
spent.350 Programmes that are not gender-sensitive may also 
have negative consequences.351 However, while the selected 
indicator is not perfect, cross-country data are available and it 
demonstrates investment in public services.

Issue 2: Progressiveness of the tax system
Indicator 17b: Progressive structure and incidence of tax 
(standardised tax score)

Tax laws can show gender bias, where, for example, tax 
deductions that are granted to men are denied to women. In 
general, progressive taxation, with richer people and entities 
paying more, benefits women who tend to earn less than men 
and do more unpaid care work.352  

There is also a gender gap on VAT, which accounts for around 
two thirds of tax revenue in low-income countries.353 Women 
tend to spend more of the money they control on goods subject 
to VAT.354  In Ghana in 2012, for example, revenue from direct 
taxes – primarily from men – accounted for 13 per cent of tax 
revenue, compared to 43 per cent from indirect taxes, with a 
disproportionate effect on women who spent more of their 

income on consumer goods.355  The selected indicator draws on 
Oxfam’s new Commitment to Reducing Inequality Index.356 


Interviews with the [Barbados] public about a
sugar-sweetened beverage tax showed that 
[they] did not understand the items being taxed 

nor did they know when the tax came into effect or where 
the money collected would be spent.”
- Respondent to the EM2030 Global Advocates Survey

Issue 3: Government commitment to 
using gender budgeting
Indicator 17c: The extent to which countries are 
committed to gender budgeting (score)

Gender budgeting applies gender concepts to a budgetary 
process, and is a key measure of a government’s fiscal 
commitment to gender equality. The Council of Europe suggests 
a definition of gender budgeting: “a gender-based assessment 
of budgets, incorporating a gender perspective at all levels 
of the budgetary process and restructuring revenues and 
expenditures in order to promote gender equality.”357 

Recognizing that many fiscal policies have gender-related 
implications, the IMF has suggested fiscal policy instruments 
that are known to have a positive impact on gender equality, 
including tax and tax benefits to increase female labour supply, 
improved family benefits, subsidized childcare, social benefits 
that increase the return on women’s work, and incentives for 
businesses to hire women. As of 2017, almost half of the OECD 
countries (including Austria, Belgium, Finland, Israel, Japan, 
Korea, Mexico and Sweden) reported having introduced gender 
budgets.358

Issue 4: Accessibility and transparency of gender statistics 
Indicator 17d: Openness of gender statistics (score)

Gender statistics and sex-disaggregated data are vital for 
responsible policy decisions. However, for young girls and 
women, many of the statistics that should reflect the most basic 
aspects of their lives are lacking. Within the SDGs, 53 indicators, 
or 23 per cent of the total, specify sex-disaggregated or sex-
specific indicators. These are needed to plan programmes 
and to ensure accountability for SDG 5 on gender equality 
and to measure the impact of other goals by tracking sex-
disaggregated indicators. 

CONCLUSION
This section has explored the SDG Gender Index findings 
across 12 of the SDGs, revealing the value of gender-
focused data to gain a more accurate picture of both the 
goals and their potential contribution to gender equality. 
Annex 4 examines issues that we would like to include in 
the Index, but cannot because of a lack of data. Data on 
every one of these issues are also critical for a full picture 
of the well-being of girls and women. 
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Goal Missing issue requiring improved global measurement

SDG 1: Poverty l �Intra-household income and resource allocation
l �Access to nationally relevant social protection floors (women and men)
l �Women with secure tenure rights to land, with legal documentation

SDG 2: Hunger l �Low birth weight
l �Food insecurity (disaggregated by sex) 
l �Average income of small-scale food producers (women and men)

SDG 3: Health l �Inequality in essential health coverage, poorest to richest quintile
l �Mental health and suicide (girls and women)
l �Age at first pregnancy

SDG 4: 
Education

l �Youth and adults with information and communications technology (ICT) skills (disaggregated by sex)
l �Comprehensive Sexuality Education (CSE) as part of national curriculum and activities within schools 
l �Girls under five years of age who are developmentally on track in health, learning and psychosocial well-being 

SDG 5: Gender 
equality

l �Women’s household decision-making power
l �Women making their own informed decisions regarding sexual relations, contraceptive use and 

reproductive health care
l �Prevalence of violence against girls and women (especially intimate partner violence)
l �Assessment of CEDAW implementation
l �Extent of laws that discriminate against women

SDG 6: Water 
and sanitation

l �Inclusive local administration for WASH management
l �Menstrual hygiene management

SDG 7: Energy l �Women’s participation in energy policymaking roles

SDG 8: Work 
and growth

l �Time use (unpaid care and domestic work)
l �Average hourly earnings of female and male employees
l �Mandatory paid parental leave policies (including ‘use it or lose it’ paid paternity leave)
l �Level of national compliance with labour rights (freedom of association and collective bargaining) (by sex)
l �Gender-based violence in and around the workplace

SDG 10: 
Inequality

l �Discriminatory laws and policies (e.g. based on ethnicity, religion, or caste)
l �Proportion of the population reporting having personally felt discriminated against or harassed within the 

previous 12 months (broken down by sex and other dimensions)
l �Whether data are broken down not just by sex but by other dimensions such as age, ethnicity, language, 

religion or region

SDG 13: 
Climate

l �Impact of slow onset crises on women compared to men, specifically in relation to male migration related to 
climate change without female family members

l �Impact on women, compared to men, of challenges/decrease in agricultural production related to climate 
change

l �Women’s inclusion in national decision making on climate policies

SDG 16: Peace, 
justice and 
institutions

l �Referred cases of sexual and gender-based violence against women and children that are investigated and 
sentenced

l �Young women and men aged 18-29 years who experienced sexual violence by age 18
l �Women’s participation in police, security forces, and the judiciary

SDG 17: 
Partnerships

l �Government spending on social infrastructure (including education, essential health services, early 
childhood education and childcare, other social care)

l �Tax paid and income earned data broken down by sex and by type of tax 
l �Inclusion of gender provisions in trade agreements
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付属書 4: 
A SAMPLING OF CRITICAL GENDER EQUALITY ISSUES WITH INSUFFICIENT GLOBAL DATA 
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SDG 1 – POVERTY

Issue: Intra-household income and resource allocation

Relevance: Surveys are designed to collect primarily information about households which pools the income and assets of 
individuals living in the same home, and considers only household access to collective resources such as water, 
sanitation and clean energy. The interpretation of these data often assumes that resources are shared equally within 
a home, but people living under the same roof often experience markedly different living standards. Many important 
components of the dimensions of individual well-being are still only measured at the level of the household, thus 
masking important differences in how men and women, boys and girls experience poverty. A study of intra-household 
consumption in Senegal from 2006/07, for example, showed that household inequality accounted for nearly 16 
percent of the country’s total income inequality.359 Girls and boys often receive different levels of nutrition and 
education and the bargaining power of men and women within the household impacts the allocation of resources.360 

Promising 
measurement 
approaches: 

Some World Bank Living Standards Measurement Surveys (LSMS) are used to collect data on the consumption 
of certain goods at the individual level, and the European Union Statistics on Income and Living Conditions 
(EU-SILC) has a module on material deprivation and another on intra-household sharing of resources, where 
some of the questions capture individual-level information. The Individual Deprivation Measure (IDM) is a new, 
gender-sensitive and multidimensional measure of poverty.361 It has been developed to assess deprivation at 
the individual level and overcome the limitations of current approaches that measure poverty, collectively, at the 
household level. The IDM is currently being piloted in selected countries with the goal that by 2020 it is ready for 
global use as an individual measure of deprivation.

Issue: Access to nationally relevant social protection floors (women and men)

Relevance: An estimated four billion people worldwide are unprotected by any social benefit,362 with women disproportionately 
excluded from social protection schemes and their specific risks and needs often unaddressed by existing 
policies.363 Yet on average, women earn less, access less credit, and hold fewer assets than men, leaving them 
vulnerable to income insecurity and less able to access government social protection (such as unemployment 
benefits or pensions). Millions of women are also unprotected by maternity benefits: according to the ILO’s World 
Social Protection Report 2017-19, only 41.1 per cent of mothers with newborns receive a maternity benefit, with 
an estimated 83 million new mothers worldwide uncovered.364 Such discrepancies in access to social protection 
policies can limit women’s personal income and leave them more vulnerable to economic shocks, and widen 
gender gaps in poverty rates, particularly for single mothers, widows and disabled persons.365

Promising 
measurement 
approaches: 

The World Social Protection Report provides a global overview of social protection systems, using a range of 
global, regional and country data on coverage, benefits and budgets.366 The report includes gender-specific data 
on protections available to women and men of working age, as well as protections for maternity, unemployment, 
employment injury and disability, as well as pensions.

Issue: Women with secure tenure rights to land, with legal documentation 

Relevance: Lack of a government-recognized identification document may limit a woman’s ability to own land, yet married 
women cannot obtain such a document as easily as married men in 11 countries.367 Women also face 
governance issues. More than 10 per cent of people worldwide have reported having paid bribes when dealing 
with ordinary land issues,368 and Transparency International finds that bribery around land management hits 
women the hardest: they are more likely to be subjected to sexual extortion.369

Promising 
measurement 
approaches: 

The World Bank’s WBL initiative tracks discriminatory laws worldwide, including those governing land ownership 
and tenure. It collects global data on a wide range of indicators – with countries scored on their answers to 
questions such as: can a woman legally apply for a national ID card in the same way as a man? Who legally 
administers marital property? Does the law provide for valuation of non-monetary contributions? Do men and 
women have equal ownership rights to immovable property? The Initiative’s global dataset tracks these and 
related measures, with the 2018 report covering 189 economies and seven topics of relevance for women’s 
economic participation.370

The process of research and consultation that has generated 
the first iteration of the SDG Gender Index has also revealed 
a number of issues that are of critical importance for girls 
and women worldwide that are, at present, ‘missing’ from, or 
insufficiently covered in, the current stock of global data on 
gender equality. Given their importance, these are issues we 
would have included in the Index, if sufficient data were available. 

Taken together, these ‘missing’ issues can form part of an 
advocacy agenda. These are data gaps that need to be filled and 
that can be filled if gender advocates speak with one voice in 
calling for more and better gender data. In this section, we present 
37 ‘missing’ issues across the 12 SDGs reviewed, setting out their 
relevance for gender equality, as well as a sampling of promising 
measurement approaches on these issues where they exist. 



SDG 2 – HUNGER
Issue: Low birth weight

Relevance: Gender inequalities are linked to low birth weight, which indicates undernourishment in the womb. Evidence 
from India suggests that children born with low birth weight are most likely to be born to mothers without 
decision-making power about food.371 Common risk factors around the world include mothers who are under 
the age of 20, HIV positive or lack access to health care.372 The WHO also finds links to women and girls’ 
education, social protection, food distribution and perinatal care.373

Promising 
measurement 
approaches: 

Low birth weight data, which can be used as a proxy for women’s nutrition during pregnancy, is particularly 
patchy in developing countries. The UNSD and UNICEF track low birth-weight births globally, collecting 
nationally reported statistics. Yet many births, particularly in developing nations, do not take place in formal 
health facilities and are often unreported in official figures, resulting in under-estimates. UNICEF suggests that 
nearly half of the world’s infants are not weighed at birth.374 A web-based tracking tool developed by the WHO 
aims to improve measures of low birth weight to help countries set targets to achieve the SDGs and chart their 
progress.375

Issue: Food insecurity (disaggregated by sex) 

Relevance: Challenges to food insecurity and nutrition vary across countries, yet they have a consistent and disproportionate 
impact on women and girls and are linked to other dimensions of gender equality. Gender gaps in who 
experiences food insecurity are biased against women in more countries than they are against men. In Pakistan, 
for example, food insecurity among women is 11 percentage points higher than among men.376 As we have seen, 
women and girls also suffer in unique ways from protracted crises that undermine food security and nutrition. 

Promising 
measurement 
approaches: 

The Food Insecurity Experience Scale (FIES) – a metric on the severity of food insecurity based on people’s 
responses to simple survey questions – has been developed as part of FAO’s Voices of the Hungry project. 
The FIES has been applied in the Gallup World Poll® and can measure food insecurity at the individual level, 
allowing results to be meaningfully disaggregated by gender.377

Issue: Average income of small-scale food producers (women and men)

Relevance: An estimated 500 million households worldwide rely on smallholder farming, accounting for many of those 
living on less than $2 a day.378 Yet male and female farmers have different access to agricultural inputs and 
unequal yields and incomes. In Africa, for example, women make up almost half of the agricultural workforce, yet 
their productivity is lower than that of men. They often face bigger hurdles in accessing agricultural resources, 
banking, credit and markets and in owning and controlling land.379 Progress on food security and poverty 
reduction goals depends, therefore, on their empowerment within the food sector.

Promising 
measurement 
approaches: 

Better sex-disaggregated national data are needed on smallholder farmers’ income and access to resources 
and markets. The African Smallholder Farmers Group (ASFG) collects regional data on the factors that affect 
the capacity of smallholder farmers to improve productivity and access markets.380 The Smallholder Diaries 
managed by the Consultative Group to Assist the Poor (CGAP) aim to bridge agricultural policymaking and 
the challenges faced by smallholder farmers by collecting data from interviews conducted every two weeks, 
generating around 500,000 data points on the lives of smallholder farming families.381 The study is modelled on 
the Portfolios of the Poor approach, which tracked the income, expenses and production of 270 smallholder 
families in three countries.382
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SDG 3 – HEALTH
Issue: Inequality in essential health coverage, poorest to richest quintile 

Relevance: Inequalities in health coverage for a country’s poorest citizens – often those in rural areas – has dire 
consequences for women and girls, who face the greatest risks of disease and poor health. The quality of 
maternal healthcare worldwide is far worse, and MMRs are higher for poorer women.383 Unequal access to 
essential health services also adds to the burden of unpaid work for women and girls who care for sick relatives. 
Lack of access to quality healthcare also hampers women’s ability to earn a livelihood and close the gap 
between the richest and poorest households. Research from India has found that unless explicit attention is 
paid to gender (and its intersectionality with other types of inequality), movement towards universal health 
coverage can fail to achieve gender balance or improve equity, and may even exacerbate gender inequity.384

Promising 
measurement 
approaches: 

To monitor where coverage in a given country is universal, the WHO and World Bank developed the Tracking 
Universal Health Coverage: 2017 Global Monitoring Report, which outlines gaps in essential health services 
across populations, as well as progress towards universal health coverage.385 Another promising new approach 
is the Healthcare Access and Quality (HAQ) Index, developed using the 2016 Global Burden of Diseases study, 
which aims to provide a stronger indication of personal healthcare access and quality across 195 countries 
and territories globally.386

Issue: Mental health and suicide (girls and women)

Relevance: Gender shapes many factors that affect mental health. Women face specific pressures, including 
discrimination, disadvantage and GBV. Sexual violence, in particular, has a disproportionate impact on girls 
and women and significant effects on their mental health – often untreated due to stigma. It can trigger post-
traumatic stress disorder, which affects more women worldwide than men.387 There are gender gaps in other 
common mental disorders too, including depression and anxiety. Unipolar depression, predicted to be the 
second leading cause of the global disability burden by 2020, is twice as common in women as in men.388 Yet 
girls and women may need permission from a male household member to seek treatment for mental health 
issues, and many who seek treatment report discriminatory attitudes towards their mental health.389 

Promising 
measurement 
approaches: 

The quality of global data on mental health and suicide is poor, and there are few sex-disaggregated statistics. 
As of 2018, only 60 WHO member states had vital registration data of sufficient quality to be used to estimate 
suicide rates.390 The WHO suggests vital registration of suicides, hospital-based registries of suicide attempts 
and nationally representative surveys to collect information about mental health and self-reported suicide 
attempts to capture a global picture of mental health and suicide.

Issue: Age at first pregnancy

Relevance: The number of births in early adolescence (10-14 years) is a strong measure of the gender inequalities faced 
by girls. The WHO suggests that they are more likely in marginalized communities where poverty rates are high 
and girls have limited access to education and employment opportunities.391 Girls under the age of 15 are at a 
particularly high risk of complications during pregnancy and childbirth as a result of an underdeveloped pelvis, 
eclampsia, puerperal endometritis and systemic infections. According to research from 2013, the MMR is 
five times higher for girls aged 10-14 than for women aged 20-24, and early adolescents are more likely to 
experience rapid repeat pregnancies.392 

Promising 
measurement 
approaches: 

Despite the severe risks to their lives and health posed by early pregnancy, we lack data for girls aged 10-
14 years, while having decent data on older girls. However, the missing data can be collected or derived 
retrospectively from census and survey data sources. Some organizations measure factors related to early 
pregnancy – for example, Girls Not Brides ranks countries on child marriage prevalence (the percentage of 
women 20-24 years old who were first married or in union before they were 15), based on Multiple Indicator 
Cluster Surveys (MICS), Demographic and Health Surveys (DHS) and other national surveys, which otherwise 
cover only those aged 15 and older.393 
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SDG 4 – EDUCATION
Issue: Youth and adults with ICT skills (disaggregated by sex)

Relevance: An estimated 90 per cent of jobs will soon require skills in ICT, yet the percentage of women in computing jobs 
declined between 1991 and 2015, from 36 per cent394 to 25 per cent (and even lower for women of colour).395 
Yet the world has a shortage of 200 million workers with ICT skills.396 Increasing access to ICT skills for girls and 
young women is crucial to ensure they are not left behind in an increasingly digital world. These skills are also 
particularly empowering for women in their social roles as family caretakers and their production roles, with ICT 
often reducing the need to travel for work, overcoming barriers to access to information and increasing their 
economic opportunities, thus contributing to poverty alleviation.397 This indicator looks at 12 computer-related 
skills, but does not include mobile phone-related use or programming skills, which limits its scope.398 

Promising 
measurement 
approach: 

This is an official SDG indicator, SDG 4.4.1 (tier II),399 though global averages are not yet available and data are 
only available for 42 countries.400 The Partnership on Measuring ICT for Development was established in 2004 
and has developed a core list of indicators of which 12 are disaggregated by sex.

Issue: CSE as part of national curriculum and activities within schools 

Relevance: Research shows that CSE can reduce unintended pregnancies, keep girls in school, reduce rates of sexually 
transmitted infections and even reduce GBV within relationships.401 Yet global statistics on CSE are worrying. 
According to the UN, up to two thirds of girls in some countries said they had no idea what was happening to 
them when they began menstruating and in 2016 only one third of young women had comprehensive and 
correct knowledge on how to prevent HIV infection.402 The Guttmacher Institute has reported that nine out of 
ten teachers surveyed in Ghana taught students that condoms do not prevent pregnancy.403 SDG 4 provides 
no specific targets for CSE but SDG 5 has a target on access to sexual and reproductive health information 
in the context of health systems, rather than education. This stems from the political dynamics of the SDG 
agenda negotiations and the cultural and religious sensibilities around CSE. 

Promising 
measurement 
approaches: 

This issue was not included in the SDG agenda and current methods of measurement are based on UNESCO’s 
guidance, captured in a report that provides voluntary guidelines on CSE, which is available to education 
ministries.404 A UNFPA report published in 2015 on evaluating CSE programmes laid the groundwork for 
building indicators and variables for an ‘empowerment’ approach to CSE.405 The report makes the case for 
universal indicators, with the limited variation in definitions and approaches to CSE offering the potential for an 
indicator framework.

Issue: Girls under five years of age who are developmentally on track in health, learning and psychosocial well-being 

Relevance: Early childhood development (ECD) has life-long benefits, and investment in ECD is a cost-effective way to 
improve adult health, education and productivity.406 Gender discrimination, combined with son preference, 
means that young girls receive less nutrition, and fewer opportunities to play and access early learning than 
young boys, which has impacts on their entire life.407 Stunting in childhood, for example, can lead to anaemia 
in adolescent girls and increases the risks for mothers and babies during pregnancies.408 Equitable ECD can 
also steer girls into non-traditional gender roles through early socialization, helping them to challenge gender 
stereotypes.409

Promising 
measurement 
approaches: 

Despite its importance, universal measures to quantify ECD are lacking, particularly for the youngest children. 
ECD is covered by an official SDG indicator (SDG 4.2.1), and household surveys such as the UNICEF-supported 
MICS have collected data on this indicator through the Early Child Development Index (ECDI) in low- and 
middle-income countries since around 2010, although the data-collection approach is being revisited.410 
Another promising initiative is the WHO 0-3 measurement tool, which aims to develop two harmonized tools 
to measure child development for children 0-3 years. These tools will allow regional, national and global 
monitoring as well as programmatic evaluations among children in specific populations of interest.
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SDG 5 – GENDER EQUALITY
Issue: Women’s household decision-making power

Relevance: Patriarchy undermines a woman’s ability to make her own strategic life choices. Yet improving women’s agency, 
specifically their ability to define and act upon their own goals, is critical for advancing gender equality. This 
measure indicates the ecosystem within which the SDGs are implemented and is a proxy measure for broader 
progress towards gender equality.411 For example, evidence from Mexico shows that increases in labour market 
opportunities improve women’s decision-making power as well as children’s health.412 World Bank research 
from Pakistan also shows that when a woman has more decision-making power, her household is more likely to 
spend its income on footwear, clothing, medical care and education.413

Promising 
measurement 
approaches: 

This indicator is not part of the official SDG framework, but can be measured through the World Values Survey 
(WVS) and DHS. The 6th WVS covered 60 countries414 and DHS decision-making modules are widely available, 
though the methodology behind the survey questions is widely contested.415 For example, individual analyses 
of DHS studies have shed light on the link between women’s empowerment in decision making and increases 
in health outcomes, including dietary diversity.416

Issue: Women making their own informed decisions regarding sexual relations, contraceptive use and reproductive health care 

Relevance: Progress on gender equality is tied to women’s ability to make their own decisions about whether and when to 
have children.417 However, data from 45 countries, mostly in sub-Saharan Africa, reveal that only 52 per cent 
of women aged 15–49 who are married or in a union reported that they make their own decisions about sexual 
relations and the use of contraceptives.418 Increased contraceptive use from 1990 to 2008 contributed to 1.7 
million fewer maternal deaths,419 and if the needs for modern contraceptives were fully met there would be an 
estimated 76,000 fewer maternal deaths each year, based on data from 2017.420 

Promising 
measurement 
approach: 

There is an official SDG indicator (tier II), which is measured through DHS and MICS surveys that cover most 
low- and middle-income countries. The methodology builds on available information from DHS surveys in 
approximately 70 countries, where the indicator can be disaggregated by location, household wealth quintile 
and education. The indicator is also disaggregated by method of contraception. The proposal is to add age, 
marital status (married, in union, unmarried) and disability.421

Issue: Prevalence of violence against girls and women (especially IPV)

Relevance: Violence against girls and women is a common form of gender-based discrimination and abuse, which no 
country has eliminated to date. They are particularly vulnerable to violence, abuse and even femicide by 
those closest to them, including family members and intimate partners. This human rights violation also 
has intergenerational effects: children in families where there is a prevalence of IPV are more likely to have 
subsequent problems with parenting and to maltreat their own children.422

Promising 
measurement 
approaches: 

The main sources of data on IPV are national surveys dedicated to measuring violence against women and 
broader surveys that include a module of questions on experiences of violence by women, mainly the DHS. 
Other surveys also cover violence to a lesser extent, including Reproductive Health Surveys and Crime 
Victimization Surveys,423 which are mostly conducted in developed countries such as the US.424

Issue: Assessment of CEDAW implementation 

Relevance: The extent to which a government has adopted CEDAW provisions into national law is one measure of its 
commitment to gender equality and women’s ability to pursue accountability for cases of discrimination. 
CEDAW, adopted by the UN in 1979 and ratified by 189 of its 193 member states, is considered an international 
bill of rights for women.425 Many countries have incorporated CEDAW principles and language into national 
constitutions, legislation and policies. Civil society organizations and women’s groups have used the 
Convention to hold governments accountable to their formal legal obligations to eliminate discrimination 
against women. Yet constraints to CEDAW implementation at national level include lack of clarity among state 
parties on the meaning of CEDAW principles, ineffective state institutions, lack of political will to promote 
progressive legislation, and the inability of women’s groups to access processes to claim rights.426 

Promising 
measurement 
approaches: 

CEDAW is overseen by the Committee on the Elimination of Discrimination Against Women, elected by state 
parties to CEDAW. All state parties to CEDAW must submit regular reports to the Committee every four years, 
detailing legislative, judicial, administrative and other measures to implement CEDAW principles at national 
level.427 The OECD and UN also facilitate regular regional assessments detailing the best regional practices and 
challenges of CEDAW implementation.
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SDG 6 – WATER AND SANITATION
Issue: Inclusive local administration for WASH management

Relevance: Inclusive implementation and governance of WASH policies could boost awareness of the water-related duties 
carried out by girls and women, which could improve the design of safe, accessible and usable WASH facilities. 
Given their unique use of and dependence on local water resources, women have knowledge on water location, 
quality and storage methods to contribute to local WASH management.

Promising 
measurement 
approaches: 

There is a lack of data on local WASH administration. The Joint Monitoring Programme (JMP) for Water Supply 
and Sanitation reports globally on water supply and the sanitation sector, and its indicator frameworks and 
baseline estimates for the SDG-related WASH targets and open ‘data drive’ represent promising approaches. 
The World Bank’s The Rising Tide report includes survey responses on the perceived top priorities for 
governments in 2017, revealing gender differences in the ways that men and women think about water use 
and management.430 The report highlights exclusive initiatives that have had unintended consequences for 
gender equality. UN Women’s Accountability Framework on Gender, Urban Water and Sanitation assesses 
women’s empowerment within urban water and sanitation management, proposing a self-assessment tool 
for mainstreaming gender in the implementation of the 2030 Agenda for sustainable development in the 
governments of large cities.431

Issue: Menstrual hygiene management (MHM)

Relevance: The availability of water, sanitation and hygiene facilities in schools affects the educational performance of girls 
– especially those from poor, rural or marginalized families. Research from Bolivia, Cambodia, Ethiopia, India, 
Kenya and Tanzania has documented how the lack of adequate sanitation facilities and MHM interventions 
in schools can lead to disrupted classroom engagement and absenteeism among girls.432 Adolescent girls’ 
ability to meet their MHM needs in school is critical to limit school dropout and enable their lifelong ability to 
understand and manage menstruation.433 

Promising 
measurement 
approaches: 

The JMP on Water Supply and Sanitation has introduced updated service ladders for drinking water, sanitation 
and hygiene, including specific MHM indicators. Many national governments do not collect the data required 
to adequately monitor hygiene components of SDG 6. The survey tools for the sixth round of MICS includes a 
women’s questionnaire with new questions on access to materials and facilities for MHM and non-participation 
in school, work or social activities during menstruation. These indicators will be routinely tabulated in future 
survey reports. The new framework for WASH monitoring extends beyond the household with questions on 
schools and healthcare facilities.

Issue: Extent of laws that discriminate against women

Relevance: Discriminatory laws affect the daily lives of girls and women and in significant ways. As noted, the Women, 
Business and the Law 2018 report finds that most of the 189 countries surveyed have at least one law that 
discriminates against women.428 For example, 104 economies still have laws that prevent women from working 
in some specific jobs, 27 countries discriminate against women in their ability to confer nationality to children, 
and over 60 countries deny women equal rights as men to acquire, change or retain their own nationality, 
which can result in statelessness that effectively bars women and children from education, voting and from 
employment opportunities that require proof of citizenship.429

Promising 
measurement 
approaches: 

One promising approach has been elaborated for use in the official monitoring of SDG 5.1.1 by a consortium 
including UN Women, OECD’s SIGI and the World Bank’s WBL. The approach uses a questionnaire of 45 yes/no 
questions in four domains: overarching legal frameworks and public life; violence against women; employment 
and economic benefits; and marriage and family, with a composite score calculated for each domain to reflect 
progress on ending discrimination and achieving gender equality. Initial results have been validated using 
existing sources and governments will submit indicators in the future.

SDG 5 – GENDER EQUALITY (CONTINUED)
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SDG 7 – ENERGY
Issue: Women’s participation in energy policymaking roles

Relevance: Women are predominantly responsible for using household energy, collecting fuel and cooking in the developing 
world. Yet they lack opportunities for equitable participation in crafting energy policy and designing energy 
projects. For clean energy interventions to meet the needs of both female and male household members, they 
should ensure the meaningful participation of women and men in decision-making processes and throughout 
the value chain. Much of the focus on gender in energy policymaking has focused on, for example, women’s 
access to cleaner cook stoves, rather than large-scale energy infrastructure projects that need a gender-
responsive approach. Women’s participation at all levels of energy policy governance is critical, including on 
local energy boards, in energy decision-making bodies, in energy enterprises and in national ministries.

Promising 
measurement 
approaches: 

Greater attention is being paid to monitoring the participation of women in energy-related decision making. The 
Climate Investment Funds’ checklist for gender-mainstreaming projects includes sample output indicators 
such as the number/percentage of women in decision-making bodies, groups and committees, and the 
number of individuals indirectly employed by firms accessing improved electricity sources, disaggregated by 
sex.434 Other promising measurement approaches include intergovernmental initiatives, such as SE4All,435 and 
international programmes, such as the Energy Sector Management Assistance Programme’s (ESMAP) Gender 
programme which maintains a dedicated dashboard on gender and the implementation of energy projects.436

SDG 8 – WORK AND GROWTH
Issue: Time use (unpaid care and domestic work)

Relevance: Entrenched gender norms shape household responsibilities for care and housework, with girls and women 
predominantly responsible for cooking and cleaning, fetching water and firewood, and taking care of children 
and the elderly (see SDG 2, 6, 7). Despite modest improvements in some nations over the past 50 years to close 
the gender gap in household and unpaid labour, women still spend more time than men on unpaid work and 
housework in every country with available data.437 The World Bank estimates that women carry out at least twice 
as much unpaid household and care work than men,438 limiting their time for paid labour. Estimates suggest 
that women perform 75 per cent of the world’s unpaid work, which some economists suggest could amount 
to between 10 and 39 per cent of global GDP if it were assigned a monetary value.439 Yet much of this work is 
overlooked in standard economic measures and is not considered by national economic policies. 

Promising 
measurement 
approaches: 

The World Bank’s Women, Business, and the Law 2018 report assesses regional and national levels of unpaid work by 
women, but the data are not disaggregated by care work specifically across all countries. Household-level time-use 
surveys – which can collect sex-disaggregated data on care for children, the elderly and the sick; collection of fuel 
and water; household tasks; and paid labour – have been employed successfully by some national governments. For 
example, the National Institute of Statistics and Geography (INEGI) in Mexico used time-use surveys to value women’s 
unpaid labour at approximately 20 per cent of GDP in 2012, compared to 6 per cent for men.440 Data2X’s Women’s 
Work and Employment partnership is developing new methodologies to capture women’s paid and unpaid work, 
including testing and harmonizing definitions of work emerging from the 19th International Conference of Labour 
Statisticians, and developing a Light Time Use Survey Module for Labour Force Surveys.441

Issue: Average hourly earnings of female and male employees

Relevance: Globally, women earn on average only 60 to 75 per cent of men’s wages.442 Many women earn less than men for the 
same jobs, and they are less likely than men to hold senior managerial positions. Gender disparities contributing to 
the wage gap include the likelihood that women will work in part-time jobs, industry segregation (with women more 
likely to be wage workers and domestic workers), and women’s over-representation in non-unionized sectors that 
cannot negotiate wage increases.443 Many of these factors relate to their burden of care work. 

Promising 
measurement 
approaches: 

Labour Force Surveys provide crucial data about average hourly earnings of female and male employees—
and about the gender wage gap. All European Union member states are required to conduct a Labour Force 
Survey annually and the surveys are carried out in an increasing number of non-EU countries.444 However, there 
is not yet universal coverage: Labour Force Surveys are not carried out in all countries, there tends to be less 
investment in conducting surveys and making them publicly available in developing nations. One benefit of 
labour force surveys as a measurement approach is that survey questions and modules can be standardized 
across countries—the Mind the Gap Initiative, which aims to measure pay gaps among private sector 
companies, suggests that standardization is among the biggest challenges in measuring the gender pay gap, 
and that measurement methodology should be open-source, publicly available, and uniform.445 
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Issue: Mandatory paid parental leave policies (including ‘use it or lose it’ paid paternity leave)

Relevance: Parental leave policies are linked to women’s access to the economy and autonomy over career choices. 
Gender-neutral paid leave policies are used overwhelmingly by women: while Japan has a 14-week paid leave 
policy, for example, only 2 per cent of fathers take leave, compared with 83 per cent of mothers.446 ‘Use it or 
lose it’ paid paternity leave, however, offers non-transferable paternity leave or a period of leave that includes 
a portion specifically for fathers. In Quebec, where such policies are in place, the percentage of fathers taking 
paternity leave rose from about 10 per cent in 2001 to more than 80 per cent in 2010.447 

Promising 
measurement 
approaches: 

The World Policy Analysis Center at the University of California, Los Angeles, collects global metrics on 
dimensions of paid leave policy, child care and unpaid care work, including if paid leave is available for mothers 
of infants; if paid annual leave is available to workers; and if paid leave is available for fathers of infants. Its report, 
Paid Parental Leave: A Detailed Look at Approaches Across OECD Countries, identifies and analyses types and 
duration of paid leave and wage replacement policies.448

Issue: Level of national compliance of labour rights (freedom of association and collective bargaining) (by sex)

Relevance: Trade unions and collective bargaining can play an important role in improving women’s employment 
conditions, wage equity and gender equality in the workforce. When women have access to trade unions, 
worker organizations, cooperatives and self-help groups they are able to define policy priorities and advance 
gender equality issues – including on pay and career advancement – in bargaining agendas. UN Women finds, 
for example, that the gender wage gap in the US is 11 per cent for unionized women compared to 22 per cent 
for those who do not belong to trade unions, and that the wages of women union members in the UK are 30 per 
cent higher than those of non-unionized women.449

Promising 
measurement 
approaches: 

The Center for Global Workers’ Rights at Penn State University has recently constructed a new indicator of 
freedom of association and collective bargaining (FACB) rights with data for 185 ILO member states for five 
years between 2000 and 2015.450 At present, however, it is not possible to disaggregate the data by sex or 
migrant status (as required by SDG indicator 8.8.2). Further disaggregation is technically feasible, but will require 
additional investment by the ILO.

Issue: GBV in and around the workplace

Relevance: Sexual harassment, discrimination, and GBV violate women’s rights and undermine their equal participation 
in the labour force. One study found that such abuses in the workplace increase financial stress and can 
alter women’s career trajectories.451 Yet 68 countries – at all income levels – have no workplace protections 
for women, leaving 424 million with no legal recourse when faced with an abusive supervisor or hostile work 
environment.452 Industrial Global Union, an organization representing 50 million workers in 140 countries, 
finds that women working in industries such as mining, textiles, agriculture and manufacturing are particularly 
vulnerable to violence in and around their workplaces, and that women cite limited channels to report abuse, 
fear of losing their jobs and stigmatisation if they report abuse.453 There are calls for a convention on GBV in the 
workplace.454

Promising 
measurement 
approaches: 

The World Bank’s WBL initiative tracks laws that discriminate against women worldwide, including legal 
frameworks at the national level that address GBV in the workplace. The 2018 report assesses whether there 
are criminal penalties for sexual harassment in employment and whether there are civil remedies for sexual 
harassment in employment for each country covered. The World Policy Analysis Center also collects global 
metrics on dimensions of gender equity in the workplace, including policies and protections against sexual 
harassment and violence at work in all 193 UN member states.455
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SDG 10 – INEQUALITY
Issue: Discriminatory laws and policies (e.g. based on ethnicity, religion, or caste)

Relevance: Discriminatory laws affect the daily lives of girls and women significantly, in many cases harming their health, 
inhibiting their education and economic participation, limiting their civic participation, and fuelling other 
inequities in society. While SDG 5 captures discriminatory laws on the basis of gender, SDG 10 stresses the 
way in which inequalities intersect, requiring measurement of the extent to which laws discriminate on the basis 
of ethnicity, religion, caste, disability, sexual orientation and many other dimensions. Discriminatory laws and 
policies compound existing gender inequalities. In Myanmar, for example, laws that restrict interfaith marriage 
disenfranchise Rohingya ethnic minority women and limit their ability to access legal documents, inherit assets 
or pursue divorce or child custody.456 

Promising 
measurement 
approaches: 

A promising new measurement approach to monitor the elimination of discrimination against girls and women 
has been elaborated by a consortium including UN Women, SIGI and the WBL, for use in the official monitoring 
of SDG 5.1.1. The approach uses a questionnaire comprising 45 yes/no questions in four domains: overarching 
legal frameworks and public life; violence against women; employment and economic benefits; and marriage 
and family. A composite score will be calculated for each domain. These scores will reflect progress towards 
ending discrimination and achieving gender equality. Initial results have been validated using existing sources 
and national governments will submit indicators in the future.

Issue: Proportion of the population reporting having personally felt discriminated against or harassed within the  
previous 12 months (broken down by sex and other dimensions) 

Relevance: This focuses on self-reported experiences of discrimination, disaggregated by the basis for the discrimination, 
the relationship with the discriminatory person or entity, and where the discrimination occurred.457 Subjective 
experiences of discrimination and bias can hamper women’s ability to realize their rights and undermine their 
productivity. A Pew research study, for example, found that “women are about three times as likely as men (19 
per cent vs 7 per cent) to say their gender has made it harder for them to succeed at their job.”458 

Promising 
measurement 
approaches: 

The World Justice Project459 measures rule-of-law adherence in 113 countries based on more than 110,000 
household and 3,000 expert surveys. The Project uses this considerable data collection to calculate a Rule 
of Law Index460 measuring performance across eight factors, one of which measures the protection of 
fundamental human rights firmly established under the Universal Declaration and closely related to rule of law. 

Issue: Whether data are broken down not just by sex but by other dimensions such as age, ethnicity, language,  
religion or region 

Relevance: The ‘leave no one behind’ agenda has learned lessons from the MDG era, when a lack of understanding 
about how people of different ages, capabilities, or income levels were faring hampered strategies to tackle 
discrimination. Studies also demonstrated that progress has often been made among the groups that are 
easiest to reach or whose situations are the easiest to resolve, often leaving the poorest and most vulnerable 
behind.461 Inequalities between groups, whether they are political, social or economic, have profound 
implications for social stability and the incidence of conflict, as well as for human well-being.462 Disaggregated 
data are vital to reveal who is being left behind. However, a 2017 study by the Centre for Global Development 
on indicators measuring poverty, undernourishment, access to safe drinking water and access to electricity 
found no disaggregated data, with data on other indicators disaggregated across two metrics at most.463 None 
of the indicators intended to represent the bare minimum of ‘leaving no one behind’ had data disaggregated by 
income, race, ethnicity, migratory status or disability.464

Promising 
measurement 
approaches: 

UN Women’s 2018 report contains extensive analysis of intersecting discrimination in Chapter 4.465 UNICEF’s 
MICS (a household survey programme that has been carried out in more than 100 countries to generate data 
on the situation of children and women) disaggregates some data by sex, age, region, ethnicity and other 
measures.466 For example, Save the Children used MICS data from Ghana to show how some groups from 
different ethnicities and religions bear far greater shares of deprivation than other groups.467 When data is 
disaggregated by several different dimensions, it enables analysis of intersecting discrimination.
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SDG 13 – CLIMATE
Issue: Impact of slow-onset crises on women compared to men, specifically with regards to male migration related to 
climate change without female family members

Relevance: Where communities face slow-onset events, such as rising sea levels or increasing droughts and 
desertification, some respond by migrating. Women, particularly poor and marginalized women, are far more 
likely to be ‘trapped’ at home. In the flood-prone Kurigram District of Bangladesh, for example, many female-
headed households lack the resources to migrate.468 In Ecuador, access to land facilitates migration for men, 
while women have fewer opportunities to leave environmentally degraded areas.469

Promising 
measurement 
approaches: 

SDG indicator 10.7.2 (number of countries that have implemented well-managed migration policies) is relevant 
here. Migration policies could be reviewed for gender inclusion (not included explicitly in 10.7.2), including 
support for female-headed households that remain behind. In addition, the Global Compact on Migration, due 
for adoption in December 2018, offers an opportunity to track progress.470 Specific displacement numbers 
can be compiled from the Internal Displacement Monitoring Centre (IDMC) annual Global Report on Internal 
Displacement and their database,471 the International Organization for Migration (IOM) Displacement Tracking 
Matrix (DTM), and the reports released on Relief Web. One example is Oxfam’s Uprooted by Climate Change.472 
This issue is also linked to the next missing issue on the impact of climate change on agricultural production. 

Issue: Impact on women, compared to men, of challenges in agricultural production related to climate change

Relevance: The impact of climate change will be experienced acutely and increasingly in the poorest regions of the 
world, where women grow a significant proportion of the food on the most marginal land with less access 
to inputs such as seeds, fertilisers and water.473 In Vietnam, for example, it has been found that female-
headed households report 20 per cent lower rice yields than male-headed households as a result of limited 
water supplies.474 As we have seen, women often lack tenure, or full decision making, over the land they till. 
Addressing their land tenure rights is seen as crucial in the fight against the impact of climate change. In 
Vietnam, a programme working with women to build understanding and awareness, collect sex-disaggregated 
data, reform land tenure, facilitate access to credit and other measures has been implemented as a climate 
adaptation strategy.475 According to the FAO in 2011, if women’s agricultural activities were supported on an 
equal basis with men’s, global agricultural production would increase by 10 to 14 per cent, decreasing the 
population of those going hungry by 100 million.476

Promising 
measurement 
approaches: 

FAO undertook a ten-country exercise to pilot the methodology for collecting data on SDG Indicator 5.a.2 
(Proportion of countries where the legal framework (including customary law) guarantees women’s equal rights 
to land ownership and/or control), with countries expected to report on this indicator every two years starting 
from 2018.477

Issue: Women’s inclusion in national decision making on climate policies

Relevance: If women have no voice in national decision making on climate policies, countries risk putting in place 
programmes that are less effective. Women and men often have different perceptions of climate change,478 
and engaging them both makes it possible to harness diverse knowledge and experiences. Women’s 
participation can lead to better environmental outcomes,479 but this is difficult to measure.

Promising 
measurement 
approaches:

The IUCN Global Gender Office undertook a gender audit on 192 national energy frameworks from 37 
countries, which identifies the involvement of women’s ministries and organizations.480 In addition, references 
to women’s participation in the Nationally Determined Contributions (NDCs) could be assessed alongside the 
assessment of gender inclusion, and could be expanded to Nationally Appropriate Mitigation Actions (NAMAs), 
National Adaptation Programmes of Action (NAPAs), and National Adaptation Plans (NAPs), in conjunction 
with partners such as WEDO already working in this area. Alternatively, countries could be surveyed, via their 
gender focal points, for their participation policies as part of a gender action plan. This information could be 
supplemented by data collection from women’s organizations on the impact of such policies.
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SDG 16 – PEACE, JUSTICE AND  INSTITUTIONS
Issue: Referred cases of sexual violence and GBV against women and children that are investigated and sentenced 

Relevance: According to UN Women, less than 40 per cent of women globally who experience violence seek help of 
any sort, and less than 10 per cent of those appeal to the police.481 Strong institutions contribute to a culture 
in which sexual violence is less accepted and girls and women have recourse. Yet 37 countries worldwide 
still have legal loopholes that excuse rape in marriage or if a perpetrator marries the victim.482 Investigation 
of sexual violence cases is critical in nations emerging from conflict, where the legacy of sexual violence 
includes unwanted pregnancies, sexually transmitted infections, stigmatization and psychological trauma.483 
Investigating and prosecuting cases through transitional justice mechanisms, including truth commissions and 
special courts, is critical for future accountability.

Promising 
measurement 
approaches: 

One promising measurement approach is the Violence Against Children Surveys (VACS), led by the Center 
for Disease Control and Prevention as part of the Together for Girls partnership. The VACS measure rates 
of physical, emotional and sexual violence against girls and boys around the world through survey tools, 
publishing findings in country reports.484 The Office of the High Commissioner on Human Rights (OHCHR)  
provides technical advice to the International Crimes Division of the High Court to facilitate compliance with 
good practices in handling cases of sexual violence and GBV, including studies of redress for GBV in transitional 
justice and drafting the Guidance Note of the UN Secretary General on Reparations for Conflict-Related Sexual 
Violence.485

Issue: Young women and men aged 18-29 years who have experienced sexual violence by age 18

Relevance: More than one in three girls in some countries report that their first sexual encounter was coerced.486 Most 
girls report this first happened during adolescence – a time when girls are more vulnerable to sexual violence 
and suffer unique long-term consequences, including mental and physical health issues, stigma and shame, 
unintended pregnancy, and complications during pregnancy and childbirth, as well as higher risks of IPV and 
exploitation (including sex work) in adult life.487

Promising 
measurement 
approaches: 

The UN’s SDG Indicators Global Database suggests household surveys as a way to measure the number of 
people who report having experienced sexual violence by age 18. However, there are issues on the accuracy 
of survey data, given the likelihood of under-reporting,488 and such data are unavailable in the WHO’s Global 
Health Observatory data repository for many countries.489 The WHO report Global and Regional Estimates 
of Violence Against Women assesses individual country information on sexual violence, as does the UN 
Women Global Database on Violence Against Women. UNICEF’s report A Familiar Face: Violence in the Lives 
of Children and Adolescents uses available data to assess sexual violence in childhood and adolescence.490 
Governments’ commitments on this issue are reflected in their adoption and implementation of the United 
Nations Security Council Resolution (UNSCR) 1325,491 with most of the 74 countries and territories with NAPs 
including protection from GBV.492 

Issue: Women’s participation in police, security forces and the judiciary

Relevance: The inclusion of women and civil society groups in peace negotiations makes resulting agreements 64 per 
cent less likely to fail and 35 per cent more likely to last at least 15 years, according to data from 1989-2011.493 
Yet, as noted, women make up only 4 per cent of signatories to peace agreements and, as of 2015, only 3 
per cent of UN military peacekeepers and 10 per cent of UN police personnel were women.494 Data from 
39 countries reveal that women are more likely to report GBV to female police officers and peacekeeping 
personnel,495 and the establishment of female security forces in conflict and post-conflict countries is one way 
to mitigate sexual violence and reduce abuses by security bodies. In Liberia, more than 8 per cent of victims of 
sexual violence reported having been assaulted by national security personnel.496 Female security officers are 
more likely to ease tensions and less likely to use force, helping to restore community trust in institutions.497

Promising 
measurement 
approaches: 

In addition to assessment of government nationalization of UNSCR 1325, as noted in relation to sexual 
violence,498 another promising approach is the Women, Peace and Security Index 2017-18, which has used 
international data sources to rank 153 countries on measures of women’s inclusion, security, well-being and 
access to justice.499
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SDG 17 – PARTNERSHIPS
Issue: Government spending on social infrastructure (including education, essential health services, early childhood 
education and childcare, and other social care) 

Relevance: A government’s spending on health and education services signals its fiscal commitment to development 
goals, with particular benefits for girls and women. When countries spend a lower percentage of GDP on 
essential healthcare services, more pregnant and post-natal women and newborns are put at risk.500 When 
governments invest more in early education, childcare and other social care, women are better able to make 
autonomous decisions about their time use and engage in productive economic activities. Social infrastructure 
and social assistance programmes can also reduce inequalities. The South African Child Support Grant (CSG) 
assistance programme, for example, has become one of the most comprehensive social protection systems 
in the developing world since 1998. The grants have had a strong impact for girls, with early receipt of the grant 
increasing their grade attainment by a quarter of a grade.501 

Promising 
measurement 
approaches: 

The ILO’s World Social Protection Report 2017-19 includes all public social security and social protection 
schemes or programmes.502 Regional and multilateral banks also track government spending by percentages 
– the IMF World Economic Outlook is the best source for GDP and total government spending figures.503 The 
information is compiled from a mix of these sources by Oxfam and Development Finance International’s 2017 
Commitment to Reducing Inequality Index (CRI), which uses a ‘tax potential’ measure of tax effort across several 
development measures.504

Issue: Tax-paid and income-earned data broken down by sex and type of tax 

Relevance: As noted, a nation’s tax mix can influence the burden of taxes that fall on women relative to men, with gender 
biases and the form of taxation often increasing that burden. While progressive taxation such as income tax 
ensures that the wealthiest pay more, regressive taxation, such as VAT, is payable by consumers – very often 
the women who buy household basics. With women earning less than men, VAT and other regressive forms of 
taxation can cut into their already reduced resources.505

Promising 
measurement 
approaches: 

Oxfam’s CRI is the first index to measure the commitment of governments to reducing the gap between 
the rich and the poor, including through progressive tax policies. As noted, the CRI Index in 2017 used a ‘tax 
potential’ measure of tax effort across several development measures. The International Centre for Tax and 
Development (ICTD) also tracks taxation in developing countries, and particularly in Africa, including a focus on 
the gender implications of taxes paid. The ICTD’s online tools survey the representation of women in African tax 
administrations and the differing impacts of taxation on men and women.506

Issue: Inclusion of gender provisions in trade agreements

Relevance: Inclusive trade policies can advance gender equality through gender-related assessments of trade measures 
or the inclusion of gender stipulations,507 such as increasing women’s economic participation. The Peru Free 
Trade Agreement, for example, includes a mechanism on the “development of programmes on gender issues, 
including the elimination of discrimination in respect of employment and occupation.”508 Trade reforms that do 
not include gender provisions can exacerbate gender inequalities, as women may lack access to the new jobs 
created as well as markets.509 

Promising 
measurement 
approaches:

 At the 2017 WTO Ministerial Conference, 118 WTO members and observers agreed to support the Joint 
Declaration on Trade and Women’s Economic Empowerment, which aims to increase gender responsiveness 
in trade policies.510 Other promising approaches include UNCTAD’s methodology for gender-related 
assessments of trade reforms. The European Parliament’s Policy Department for Citizens’ Rights and 
Constitutional Affairs and the Committee on Women’s Rights and Gender Equality track gender provisions 
in EU trade agreements and advocate for gender equality objectives in new trade agreements.511 Yet, as of 
January 2018 only 20 per cent of EU trade agreements mention women’s rights.512
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概念的枠組み

この指数の概念的枠組みは、国連加盟国によって採択された持続

可能な開発のための公式アジェンダの枠組みと、IAEG-SDGs通じ

て加盟国によって採択された指標を基礎としており、規範的なアプ

ローチとなっている。この枠組みに基づき、SDGジェンダー指標

は、ジェンダーの平等に関するSDG目標5を超えて、これらの目標

にわたるジェンダーの側面の包括的な尺度を提供することを目指し

ている。

このプロセスでは、17の目標のうち12が領域として選ばれた。この

12のうち9つが選ばれたのは、その目標内のSDGの公式ターゲッ

トが、指標の一部として女の子、女性、ジェンダーの問題を明確に

認識しており、私たちの指数にその目標内の問題を反映させるた

めに、関連するデータ源を特定することができたからである。指数

は、SDGの策定においてジェンダーに盲目的でありながら、暗黙の

うちに女の子と女性の生活に影響を与える他の3つの目標によって

補完された。それらの目標は、エネルギーに関するSDG目標7、気

候に関するSDG目標13、パートナーシップに関するSDG目標

17（財政・税制政策を含む）である。

これら12の目標のそれぞれについて、目標の主要なジェンダーの

側面をとらえた3～6個の指標が選ばれ（それぞれの根拠は付属書

3で議論されている）、合計43個の指標となった。指標には、SDG
枠組みで引用されたものだけでなく、他のデータ源からの補足的な

指標も含まれている。これらの指標は、EM2030のパートナー、女

の子・女性のアドボケイター、そして様々な協議メカニズムを通じて

世界中から集まった団体によって優先された、十分なデータがある

問題を含んでいる。43の各指標は、政策との関連性、データの入

手可能性、その他の基準を評価するために見直された。その目的

は、各目標の最も重要なジェンダーの側面を捉えつつ、指標のセッ

トを合理的な数に抑えることであった。

指数の設計とそのプロセスに関する詳細は、本報告書のセクション2
を参照のこと。

指数の適用

試験版で少数の国を扱うことには、利点と限界の両方があった。主

な利点のひとつは、最新のデータ、つまりSDGのベースラインであ

る2015年に最も近い年（±3年）の最新の指標が利用可能であった

ことである。試験用6カ国で、古いデータや単純な推計技法が使用

された例外は、いくつかあるだけであった（付属書2参照）。

各指標は同じ方向に進むように調整され（すなわち、得点が高い

ほど女の子、女性、ジェンダー平等の条件が良いことを意味す

る）、6カ国の分布における国別スコアの位置を示すパーセンタイ

ル順位手法を用いて、各指標について0から100までの標準化され

た得点が作成された。国数が少なく、世界的に見ても分布が限定

的であるという制約があるにもかかわらず、6カ国の指標値には十

分な広がりがあった。目標得点の算出には、3つから6つの指標の

平均得点が用いられた。そのため、指数全体の得点は目標間で加

重されていないが 、目標内の指標数に応じた加重がなされてい

る。つまり、6つの指標を持つ目標内の指標は、3つの指標を持つ

目標内の指標よりも得点の重みが小さくなる。簡素化と透明性を

確保するため、指数全体を算出する際には、12の目標すべてに等

しい加重がかけられている。

この手法は、EM2030の焦点となる6カ国のデータを用いて試験的

に実施されたものであり、この試験的研究に対するフィードバックを

受けてさらに改良される予定である。2018年9月以降、含まれる目

標、課題、指標から、概念的枠組み、設計の更なる要素に至るま

で、手法と調査方法の変更が検討される。指数の次回の改訂は、

これらの変更を取り入れるとともに、可能な限り世界各国を網羅す

ることを目指す。

付属書 5: 
SDGジェンダー指標調査方法
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